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第１章 
はじめに 
 -1- 
第１章 はじめに 
 
 
１－１．研究の背景と目的 
 
(1)研究の背景 
都市計画・交通計画において、近年、市民との関わりの中で計画を進めていくプロセスが
注目されている。実際の計画に用いられている事例としては、全国各地の都市計画マスター
プランにおける市民参加、道路計画にかかわる合意形成、アメリカにおける官民のパートナ
ーシップによるまちづくり、パブリックインボルブメント等があげられる。このような計画
策定プロセスにおける行政と行政以外の計画関連主体の関わり方に着目した研究も多数あり、
各々の視点から、ねらいや目的、さまざまな主体の具体的関わり方、およびその成果につい
て研究が進められてきている1)～9)。 
また、地元の実情を反映したまちづくりに対する要請等から、非営利・非政府で市民の自
発的な意思に基づき公益活動を行う市民活動団体である非営利組織（NPO: Non-profit 
Organization）のまちづくりにおけるあり方や役割について研究が進められており10)～11)、特定
非営利活動促進法の成立（1998.3.19）に伴い、今後ますますこのような行政に属さない非行
政組織による活動が、活発化していくものと考えられる。同様に、開発問題、人権問題、環
境問題、平和問題等の解決に非営利・非政府の立場から取り組む市民主導の非政府組織（NGO: 
Non-governmental Organization）も活動を活発化させている。 
このように、都市計画・交通計画に関連する行政以外の組織による計画策定プロセスが研
究されているとともに、行政以外の組織の活動について研究が進められており、今後も、行
政以外の組織の都市計画・交通計画への適用性について研究されることが望まれる。 
 
(2)研究の目的 
本研究においては、先ず、地域が自ら計画を発案する手法（地域発案型アプローチ）を定
義し、市民参加、合意形成、パブリックインボルブメント等の一連の概念との関係を示す。
次に、交通計画において、海外や我が国の事例を通じ地域発案型アプローチの担い手として
の非行政組織の役割と成立条件について明らかにする。３つめに、交通計画事例を比較分析
することにより、地域発案型アプローチの評価を行う。以上より、交通計画における地域発
案型アプローチのあり方を示すことを目的とする。 
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１－２．研究の構成 
 
第１章において、本研究の背景と目的、既存研究との関連でみた本研究の位置づけを述べ
る。 
第２章においては地域発案型アプローチの位置づけと役割について提示する。地元の住
民・市民や民間をはじめとする「地域」から計画を発案する地域発案型アプローチ（地域発
案型アプローチ）を定義し、計画策定における多主体の関わり方の概念である市民参加、合
意形成、パブリックインボルブメントとの関係を整理する（２－１）。次に、地域発案型アプ
ローチに合致する事例と合致しない事例について分析し、地域発案型アプローチの役割を提
示する（２－２）。 
第３章は、地域発案型アプローチにおける非行政組織の役割と成立性に関する分析である。
第２章において、行政の一部局以外の組織が地域発案型アプローチの交通計画に関わってい
る事例がみられたため、本章においては、「非行政組織」を定義した上で、交通計画のプロセ
スにおける非行政組織の役割について、海外の先進事例を通じ地域発案型アプローチの視点
から分析する（３－１）。次に、我が国の交通計画に関わる非行政組織の行政との距離と活動
内容について把握し、地域発案型アプローチの視点から分析することにより、我が国におい
て交通計画に関わる非行政組織が地域発案の担い手として成立・機能するための条件につい
て分析する（３－２、３）。 
第４章においては、交通計画事例からみた地域発案型アプローチについて分析し、評価を
行う。先ず、近年、我が国において実施されている社会実験を伴う交通計画を対象に、地域
発案型アプローチの視点からみた評価を行う（４－１）。次に、本研究を通じ分析した計画事
例を整理することにより、地域発案型アプローチで取り組む交通計画の種類と対象範囲につ
いて分析する（４－２）。 
第５章では、各章のまとめを行い、地域発案型アプローチからみた交通計画のあり方につ
いて考察する。 
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１－３．既存研究と本研究の位置づけ 
 
(1)既存研究のレビュー 
近年、市民参加によるまちづくり、交通計画におけるパブリックインボルブメントなど、
行政以外の主体の計画へ関わり方についての方法論が注目されている。秋本1)はアメリカのカ
リフォルニア州における公共と民間のパートナーシップによる都市開発を取り上げ、いかな
る合意手段を用いてどのようなプロセスで協議が行われているのかを解析している。屋井・
寺部2)3)は、近年のアメリカにおけるパブリックインボルブメントの事例を包括的に把握する
ことにより、パブリックインボルブメントの有する多様性について明確な整理するとともに、
広域交通計画におけるパブリックインボルブメントの方法について研究した。また、都市計
画マスタープランにおけるまちづくり協議会の役割について考察したものとして村木・中井
4)の研究がある。以上のように市民参加、合意形成、公共と民間のパートナーシップなど、計
画における行政と行政以外の関わりについて数多くの研究が行われている。 
計画プロセスに着目したものとして、吉村・原科5)による都市計画マスタープランにおける
デザイン策定の市民参加プロセスの分析があり、交通基盤施設の建設事業を対象に計画主
体・住民間の交渉プロセスを分析したものとしては家田・加藤6)の研究がある。また、岡崎・
原科は歴史的町並みを活かしたまちづくりのプロセスにおける合意形成に関し研究を行って
いる7)8)。地区レベルの計画については駅前再開発事業における合意形成プロセスを対象とし
ている慎・佐藤9)等多数の研究が行われている。以上のように、計画対象や対象とする計画段
階により多数の研究が行われている。 
行政に属さない非営利組織(NPO等)の活動とその役割に関しては、前出の村木・中井4)の研
究のほかにも、行政部局以外の計画への関わり方については、NPOに着目した湯沢・折田ら
の研究10)、まちづくり公社に着目した後藤の研究11)がある。日本都市計画学会誌の特集号12)
をはじめとし、行政以外の組織の計画への関わり方についての研究が多数みられるようにな
った。 
また、日本都市計画学会誌において「コミュニティ・ベイスト・プランニング－地域が発意す
るまちづくり・都市計画とその公共性－」と題する特集 13)が組まれ､地域が発案する計画のあり
方についての関心が高いことがわかる。 
 
 
(2)本研究の位置づけ 
既存研究をレビューした結果、都市計画への市民の関わり方、都市計画のプロセス、NPO
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等非営利組織のそれぞれを題材とした研究はなされているが、都市計画のプロセス中へどの
ように市民等の意向が汲み入れられ、どのようにそれが実際の計画に活かされているかとい
った視点での研究は少ない。本研究においては、計画の初期段階における市民等の関わり方
に着目し、その後の計画プロセスに与える影響について分析する。 
NPO等非営利組織についても、その形態により果たす役割がどのように異なり、計画プロ
セスにおいて組織がどの段階で関わるか等、計画プロセスに与える影響がどのように異なる
かについては検討された研究は少ない。本研究においては、NPO等の非営利組織の計画にお
ける役割について分析することとする。 
交通計画を対象とした研究に限ると、市民等との関係に着目したものとしては、屋井・寺
部2)3)の研究、家田・加藤6)の研究が存在するものの、他にはほとんどみられない。また、交通
計画分野において地域の発案する計画に着目した研究も存在しない13)。これは、市民等が交
通計画に関する提案を行うことがこれまでは稀であったことによる考えられる。本研究にお
いては、いくつかの事例がみられるようになってきた地域が交通計画の初期段階において発
案する事例に着目し分析する。 
以上より、本研究では、交通計画分野において、市民等の計画初期段階における関わり方
が計画に及ぼす影響を実証的に明らかにすることとする。特に、NPO等の非営利組織が計画
を発案する交通計画事例に着目することとする。 
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第２章 地域発案型アプローチの位置づけと役割の提示 
 
 
 本章では、地元の住民・市民等の「地域」から計画を発案する地域発案型アプローチの定
義を示し、計画関連主体との関わり方の既存概念として市民参加、合意形成、パブリック・
インボルブメントを取り上げそれら既存概念との関係を整理し、地域発案型アプローチの位
置づけを示す。（２－１）。 
 次に、地域発案型アプローチに合致する事例と合致しない事例について、計画プロセスに
おける多主体の関連を整理し、計画における地域の関わりを検証した上で、地域発案型アプ
ローチの役割を提示する（２－２）。 
 
 
  -8-
２－１．地域発案型アプローチの位置づけの提示 
 
2-1-1．交通計画における地域発案型アプローチの定義 
 
1997（平成9）年6月の都市計画中央審議会答申1)によれば、今後の都市整備の方向性のひ
とつとして、「今後は、都市整備を有効かつ円滑に進める視点から、公民がそれぞれの役割と
責任を分担しつつ、協同して都市整備を推進する必要がある。」と述べられ、その際「特に、
行政と住民の協同のあり方としては、行政が主導的立場に立ち、その考え方を積極的に住民
に提示して意見を吸い上げていくという行政からのアプローチ（行政提案型）と、住民が主
導的立場に立ってまちづくりの方向性をとりまとめ、行政に支援と協力を求めるという住民
からのアプローチ（住民提案型）があり、都市整備の内容やスケールによって適切な方式を
選択することが必要である。」と、近年の動向を踏まえた住民からのアプローチという新しい
方向性が明示されている。 
本節では、このような新しいアプローチの考え方が示される中で、計画の初期段階におい
て、住民・市民等の地域が自ら計画を発案する地域発案型アプローチを定義し、交通計画の
プロセスにおける行政以外の主体の関わり方という視点において既存概念として考えられる
市民参加、合意形成、パブリック・インボルブメントとの関連を示し、地域発案型アプロー
チの位置づけを行う。また、本研究においては、前述の都市計画中央審議会答申1)に述べら
れているように、地域発案型アプローチを適用できる計画内容や対象地域について示すこと
とする。 
 
(1)地域の定義 
本研究においては、「地域」を次の通り定義する。すなわち、①地元に根ざした活動、行為
を行っている組織であり、②地元の問題を認識している組織とする。従って、①と②の条件
を満たす、市民団体・商工団体等の組織、財団法人・社団法人・NPO法人等の非営利組織、
交通事業者、地元コンサルタント、大学・学会等の教育・研究機関、地元自治体・地元議会
がこれにあたる。本研究ではこのうち、市民団体・商工団体等の組織、財団法人・社団法人・
NPO法人等の非営利組織、交通事業者に着目し分析を行う。 
ここで、地域発案型アプローチにおける「地域」には、既成法制度の仕組みの中で当該計
画の実行主体あるいは許認可主体となる行政は「地域」に含めないこととする。 
 
(2)地域発案型アプローチの定義 
本研究では、さまざまな関わり方のアプローチがある中で、計画の初期段階において地域
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が自ら計画を発案することが、後の計画プロセスあるいは計画実現後に大きな影響を与える
可能性があることを仮定して、そのようなアプローチを「地域発案型アプローチ」として区
別することとする。地域発案型アプローチとは、「計画の初期段階において、地域が自ら主体
的に発案し、行政とその他関連主体に働きかけて発案内容の計画決定や実現を図る行動とそ
のプロセス」と定義することとする。 
 
(3)地域発案型アプローチの例示 
従来の交通計画プロセスの多くは行政が主導的立場に立ち、問題整理、計画案作成等を行
っていくものであった。これに対し、地域発案型アプローチは、計画の初期段階から地域が
主体的に関わっていくものである。交通計画分野においては、現状ではこのような地域発案
型アプローチに合致する事例は少ないと考えられるが、本節では行政主導の交通計画プロセ
スの典型例と地域発案型アプローチの計画プロセス例を示し、計画プロセス上における計画
責任主体と地域の関わり方について整理を試みる。 
本研究では計画プロセスの初期段階における市民等の計画との関わりに着目するため、計
画プロセスを、１）問題認識・整理、２）計画案作成、３）計画案検討、４）計画案決定と
いう４つの段階に分けて分析するものとする。このうち計画の初期段階とは、１）問題認識・
整理、２）計画案作成の段階を指すものとする。 
また、計画プロセス上の地域と計画責任主体の関わり方は、「行政主導」、「中位」、「地域主
導」の３つに分類した。「行政主導」は、行政組織において、交通計画に関わる問題把握、計
画案作成、計画案検討、計画案決定を進めていく場合である。「地域主導」は、地域に含まれ
る主体が地元に関する情報や問題点を収集・整理し、自ら計画案を作成し、計画に関わる主
体との情報交換等を行いながら計画案検討を行う場合である。実際の計画プロセスにおいて
は、どちらかの方式に完全に分離できるわけではなく、中間的な関わり方があると考えられ
る。「中位」とは、行政主導の側からみると、アンケート調査による市民意向の収集、公聴会
開催等により、地域との関わりをもつ場合である。また、地域主導の側からみると、例えば
計画案検討の段階において計画技術を要する状況になった場合に行政の支援を受ける場合な
どが考えられる。このうち、計画の初期段階である１）問題認識・整理、２）計画案の策定
における地域主導の関わり方が地域発案型アプローチに相当する。 
本項においては、行政主導の計画プロセスの典型例として、都市計画道路、都市計画マス
タープラン、新道路５ヵ年計画の計画プロセスをあげ、地域発案型アプローチの事例として
３事例を並列的に例示した（図２－１）。 
ａ）は都市計画道路の計画プロセスにおける地域の関わり方の例示である。都市計画決定
の手続きでは、公聴会等により住民の意見を反映させる場合はあるものの、関係行政機関と
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の調整が概ね終了した段階で案の公告及び縦覧が行われ、意見がある場合には住民は意見書
を提出できる 2)。したがって、計画案検討の段階において、地域は計画案に対し意見を述べ
るという方式で計画に関わっているといえる。これは都市計画道路の計画プロセスの一例で
あり、全てがこのような計画プロセスをとるわけではない。 
ｂ）は、都市計画マスタープランにおける計画プロセスの例示であり、計画案の作成、検
討にあたり、地区別に説明会、アンケート調査の実施を行っている(1)。したがって、計画案
作成、計画案検討の段階において、自治体から示された計画案に対し要望・意見を伝えると
いう方式で、地域は計画に関わっているといえる。都市計画マスタープランの計画プロセス
についても、自治体により様々な方式が模索されている状況であり、ここに示す計画プロセ
スは一つの事例である。 
ｃ）は、1996年より建設省（現 国土交通省）が進めた新道路５ヵ年計画策定の例示である。
先ず、道路問題をまとめた冊子「キックオフレポート」を国民に配布し、道づくりに関して
広く国民から意見を募集し、その意見を「ボイスレポート」としてとりまとめ国民に公表し
た。「ボイスレポート」をもとに「中間とりまとめ」を作成し、国民から寄せられた意見を組
み込みながら新道路５ヵ年計画を策定した。したがって、主に問題認識段階で、国から示さ
れた案に対し意見を伝えるという方式で、受動的に関与しているといえる。 
ｄ）ｅ）ｆ）は、計画プロセスの初期段階から、地域が計画プロセスに関わる例示である。 
ｄ）は地区内バス計画3)であり、地域に密着したバス事業者が、定期的な地元住民・自治
会との意見交換会を通じ地元ニーズを確実に把握し、バス事業者自らバス輸送計画案を策定
し、国に対し積極的に働きかけながら計画案を決定した事例である。 
ｅ）は地方鉄軌道の計画4)であり、交通事業者が廃止を表明した後、市民組織が、市民の
モビリティ確保のため地方鉄軌道の存続を目指し、市民組織が自ら再生計画を作成し、市民
や県・市に働きかけをすることにより、存続計画が決定された事例である。この他にも、路
面電車の計画5)において、市民組織が、中心市街地活性化を目指し、路面電車の延伸計画を
作成し、市民や県・市に働きかけをおこなっている事例である。この事例については、計画
決定には至っていないが、地域が自ら発案する計画事例である。 
以上を整理したものが図２－１である。実線で示したプロセス（ａ～ｃ）は､行政主導で計
画が進み、ある段階において地域との関わりをもつ計画プロセスの例示である。これに対し、
点線（ｄ、ｅ）で示したように、計画の初期段階である１）問題認識・整理、２）計画案作
成の段階から地域が計画プロセスに主導的に関わっているものが地域発案型アプローチの例
示である。本研究においては、ここで示したような地域発案型アプローチに該当する事例と
該当しない事例の分析を通じ、計画初期段階において地域が自ら計画を発案する地域発案型
アプローチの特色や役割を分析していくものとする。 
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図２－１ 計画プロセスにおける地域の関わり方の例示 
 
 
地域発案の例
a)都市計画道路
b)都市計画マスタープラン
c)道路５カ年計画
d)事例１：地区内バス計画（千葉）
ｅ)事例２：地方鉄軌道の計画（高岡）
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2-1-2．計画における市民等との関わりの概念整理 
 
 本節においては、計画関連主体との関わり方の既存概念、制度について基本的な意味や計
画事例を整理し、前節において示した地域発案型アプローチとの関連を明らかにする。 
 
(1)市民参加 
a)基本的な意味 
「市民（住民）参加」という言葉は、1969年のシェリー・アーンスタイン(Sherry R. Arnstein)
らによる「市民参加における梯子理論(A Ladder of Citizen Participation)」によって、我が国で
も広く知られることとなった6)7)8)。小林ら9)、林10)、浅海11)が指摘するように、アメリカでは、
1960年代に公民権運動に象徴される市民運動の拡大により、社会的差別撤廃の制度化の延長
線上で、都市開発への市民参加手続きも制度化された。その後、1970年代の都心部再生を目
指す諸制度の設立、1980年代の市民・専門家の協力による都市開発プロジェクトへの実質的
関与の拡大、住民や非営利組織(NPO)活動への自治体、州、連邦による支援へとつながって
いる9)。市民参加は、シェリー・アーンスタインらが示したように計画プロセスにおける市
民の関わり方は様々なレベルがあるものの、市民が計画に関わる計画手法の一つである。 
我が国の場合は、前述の審議会答申1)において、従来の公聴会タイプの市民参加を一歩進
めた「住民提案型」のアプローチについて言及している。また、新しい全総にあたる国土の
グランドデザインにおいても、「多様な主体の参加」が謳われている12)。広域的な県境を越え
た地域づくりの場面でも、「参加」をキーワードとする動きがでてきている13)。 
また石田14)は、パブリック・インボルブメントに相当する日本語という観点から「住民参
加」、「市民参加」、「国民参加」という言葉をとりあげ、「住民参加」は当該プロジェクトの沿
道の現在の住民という空間的にも時間的にもきわめて限定性の強い利害関係者の参加という
色彩が強く、「市民参加」も空間的な限定性が感じられ、「国民参加」では広がりが大きすぎ
るようにも思える、とのコメントを記述している。 
「市民参加」あるいは「住民参加」という言葉自体が、必ずしも明確に使い分けられてい
ないことも多いと考えられるが、基本的には「市民参加」は比較的広いエリアの計画に用い
られ、「住民参加」は地区・住区などより狭いエリアの計画に用いられるものと考えられる。
両者とも、計画案策定の段階において用いられることが多いと推察される。 
b)我が国の計画事例 
我が国における計画事例としては、全国自治体における都市計画マスタープラン（1992年
創設）における市民参加、地区計画制度（1980年創設）、再開発地区計画制度（1988年創設）
における住民参加などがある。都市計画マスタープラン策定においては、「市町村は、基本方
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針を定めようとするときには、あらかじめ、公聴会の開催等住民の意見を反映させるために
必要な措置を講じるものとする。」（都市計画法第十八条の二・２）とあるように、計画案作
成段階への市民参加が法的に義務づけられていると考えられるが、具体的な方法は明示され
ておらず各自治体に任されている6)。近年はワークショップの実施（鎌倉市）、インターネッ
トの活用（大和市）など新しい試みも増えている。 
c)本研究との関連における視点 
我が国においては、市民参加はまちづくり協議会等の組織を通じて行われる場合が多いが、
その進め方や行政と住民組織との関係についてはまだ模索段階にあり、近年はNPOや任意団
体による対応、市民・行政・企業のパートナーシップによるまちづくり、市民の意識とルー
ルづくりなど、さまざまな検討がなされている6)。 
市民参加は計画プロセスの特定の段階に限定した概念ではないが、本研究における地域発
案型アプローチは、特に計画の初期段階における地域の主導的な関わりに着目している。ま
た、シェリー・アーンスタインらによる「市民参加における梯子理論(A Ladder of Citizen 
Participation)」において示された参加のタイプは、1.manipulation、2.therapy、3.informing、
4.consultation、5.placation、6.partnership、7.delegated power、8.citizen controlの８つに細分化さ
れているが、本研究の地域発案型アプローチは、8.citizen controlなどのより上位の市民参加
に着目している。したがって、地域発案型アプローチは、計画の初期段階における地域主導
によるた市民参加の一種であると位置づけられる。 
 
(2)合意形成プロセス 
a)基本的な意味 
「合意形成」という言葉は、広辞苑15)によると「合意＝意志が一致すること。法律上は契
約当事者の意思表示の合致をいい、契約の成立条件となる。」、「形成＝かたちづくること。」
とあり、文字通りには、計画の関係主体間の意志が一致し、その計画が成立することを意味
すると考えられる。 
「合意形成」の特徴として、家田ら16)によると、まちづくりにおいては住民同士の「合意
形成」に主眼があるが、インフラ整備計画では計画主体と住民の間の「合意形成」が重要な
課題であり、両者を別個の問題として取り扱うべきであると指摘している。本研究において
は交通計画を研究対象としているため、この指摘に基づけば計画主体と住民間の合意形成に
着目することとなるが、地元には多様な住民が存在すること、組織としての住民も存在する
ことから、住民間の関係についても分析すべきであると考える。 
先に整理した市民参加は、合意形成等の意識形成を目的とした手法と考えられる。したが
って、合意形成プロセスは、合意形成を目的とした市民参加の一手法と考えられる。 
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欧米における交通計画の合意形成プロセスをみると、大村ら17)は「広域幹線道路は国、連
邦、州などの広域行政体が基本計画を策定し、事業主体が地元自治体等と協議を進めながら
計画をブレークダウンしており、基本的には我が国と似た計画プロセスを経ていることが確
認される。しかし、ブレークダウンする過程で行う各主体間との協議や合意形成のプロセス
は各国ごとに特徴が見られる。」とした上で、合意形成プロセスや制度として、ドイツの「三
段階プロセスと行政裁判」、フランスの「予備調査に先立つ討論・公益宣言と国家契約」、イ
ギリスの「市民協議と公聴会」、アメリカの「PIプロセス」を合意形成プロセスとして整理し
ている。 
ドイツのアウトバーンなどの長距離道路は、法定手続きしたがって、需要計画段階、路線
選定段階、計画確定段階といった計画プロセスの各段階での手続きが法制上明確に規定され
ており、市町村や住民に異議がある場合には司法の場で判断を求める道が開かれている17)。
フランスにおいては、計画の初期段階での合意形成（予備調査に先立つ討論）と計画決定の
ための合意形成（公益宣言と国家契約）のプロセスをとっている。イギリスにおいては、市
民が意見提示を行う仕組みとして市民協議と第三者（インスペクター）を調停役とする公聴
会が位置づけられている。アメリカにおいては、主要な意思決定の段階でPIプロセスが導入
されていることが大きな特徴となっている17)。 
各国の合意形成プロセスをみると、計画の初期段階である計画案策定段階においても行わ
れており、いずれも行政側が主体となった方法であると考えられる。 
b)我が国の計画事例 
我が国における計画事例としては、鉄道・道路等の交通施設の一部区間 16)やダム、発電所、
廃棄物処分場等の大規模施設整備の場面があげられる。全体として、計画案の決定以後にお
いて、計画責任主体が主導的に合意形成のために活動している場合が多かった。なお、次に
整理するパブリック・インボルブメントは、合意形成プロセスの一種であり、近年我が国に
おいても計画の初期段階において適用される場合がみられるようになっている。 
c)本研究との関連における視点 
欧米においては計画案作成の段階においても合意形成が行われているが、我が国では計画
案決定以後の段階での合意形成事例が多かった。また、欧米、我が国とも計画責任主体が主
導的に合意形成のための手続きを進めている。 
合意形成は、先に示したシェリー・アーンスタインらによる「市民参加における梯子理論
(A Ladder of Citizen Participation)」の参加のタイプでは、中間的な参加のレベルに相当すると
考えられる。したがって、本研究における地域発案型アプローチは、計画の初期段階におけ
るより上位のレベルにおける市民参加に着目している点において、合意形成プロセスとは異
なる。 
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(3)パブリック・インボルブメント(PI) 
a)基本的な意味 
前項(2)においても述べたように、パブリック・インボルブメント（PI）は合意形成の一手
法である。本項では、アメリカにおいて主要な意思決定の段階で導入されているPIプロセス
が、近年、我が国においても導入が進められているため17)、独立した項として整理する。PI
は、「行政が市民など(public)を計画に巻き込む(involve)」という意味である14)17)18)19)20)。(1)の
市民参加の項に記した公民権運動から市民参加へ至る流れと呼応して、1960年代から実践さ
れていた手法であると考えられる。小林ら9)によると、アメリカの都市開発は1950年代の自
治体主導の方式から1960年代の模索を経て、1970年代には民間企業と自治体のパートナーシ
ップ方式へと発展していると指摘されている。PIにおけるパブリック(Public)は、市民だけで
なく企業や交通事業者、地方自治体等も含まれる14)17)18)19)20)が、これは、自治体と民間企業の
パートナーシップ、および前述の市民参加の制度化の両方の流れの延長線上にあると推察さ
れる。アメリカでは、ISTEA(1990)以降、交通計画の効果・影響の計量化が困難な項目が増え、
計画の初期段階から各種主体を取り込み、市民の合意を積極的に得る努力や市民皆で決めた
という方式で進めていく必要から、PIの重要性が高まっている18)19)20)。 
b)我が国の計画事例 
我が国では、主に土木・基盤整備系の計画分野で紹介され20)、実際の適用としては1996年
から検討が始まった新しい道路整備五箇年計画において、初めて大々的・明示的にPI方式が
取り入れられた14)。具体的には、国の建議に国民の意見を反映することを目的として、国民
へのキックオフレポートでの問いかけとボイスレポートにおける収集意見の公表、およびそ
れ以降のさまざまなコミュニケーション活動を中心とした手法がとられた14)。 
c)本研究との関連における視点 
我が国においては、パブリック・インボルブメントに関する制度的な裏づけや計画プロセ
スでの位置づけなどについてはまだ確立している部分は少ないが14)、アメリカにおいては計
画プロセスの各段階において用いられている。我が国においても今後はいずれの段階におい
ても実践例の蓄積が望まれている。PIは、計画主体が市民等に計画に関心をもたせ、合意を
得るための手法であり制度であると考えられる。 
本研究における地域発案型アプローチは、パブリック・インボルブメントと比較すると、
計画の初期段階におけるより上位のレベルにおける市民参加に着目している点に特徴がある。 
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2-1-3．地域発案型アプローチの位置づけの提示 
 
(1)地域発案型アプローチの位置づけ 
a)位置づけ整理のための視点 
前節の(1)～(3)の概念および制度について整理した結果、地域発案型アプローチと市民参加、
合意形成プロセス、PIの関係を示すために、次の２つの視点による整理が考えられる。 
①市民等が計画プロセスに関わる段階 
市民参加、合意形成プロセス、PIのそれぞれにより、我が国、海外事例において市民等が
関わる段階が異なる。市民等が計画プロセスに関わる段階に着目することは、地域が自ら計
画を発案する手法を位置づける上で重要であると考えられる。海外においては、市民等の地
元の組織が自ら計画を発案する事例がみられる21)。例えば、アメリカのRPA（Regional Plan 
Association）22)は、長年にわたりニューヨーク大都市圏計画を提案しているNPOとして著名
である。 
②市民等の関わり方 
シェリー・アーンスタインらによる「市民参加における梯子理論(A Ladder of Citizen 
Participation)」においては様々な参加のタイプが示されており、合意形成プロセス、PIプロセ
スはその一種と考えることができる。本研究における地域発案型アプローチは、計画の初期
段階における市民主導の参加であり、市民等の関わり方に着目することとする。 
なお、既存概念の整理は主に交通計画に関わるものを整理してきたが、都市計画の分野に
おいて、市民等との関わりで計画を進める概念として、コミュニティ・ベイスト・プランニ
ングという概念が存在する。この概念は「地域が発意するまちづくり・都市計画」を意味し
ており23)、本研究において着目する考え方と類似している。交通計画分野において市民等が
発案する概念がこれまで存在しなかったのは、交通計画が都市計画と比較し、他の地域にも
影響を及ぼすため、特定の市民等による計画の発案がみられなかったものと考えられる。近
年は、情報公開等の社会情勢の変化により交通計画への関心が高まっており、市民等からの
計画の発案も徐々にみられるようになっていると考え、本研究において着目することとした。 
b)地域発案型アプローチの位置づけ 
地域発案型アプローチと市民参加、合意形成プロセス、PIプロセスの関係を図２－２に示
す。地域発案型アプローチは、市民参加が扱う広い範囲の計画プロセス全体のうち、計画の
初期段階の１）問題認識・整理、２）計画案作成の段階において、地域が自ら計画に関わる
アプローチである。本研究では計画の初期段階に関わることで、その後の段階においても計
画内容に影響を及ぼすことを想定し分析を進める。一方、合意形成プロセス・PIプロセスは、
計画プロセスの各段階が対象となるが、市民参加の中においては、行政主導の計画プロセス
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計画責任主体と地域の関わり
〈行政主導〉　　　　〈中位〉　　　　〈地域主導〉
計
画
プ
ロ
セ
ス
１）問題認識・整理
２）計画案作成
３）計画案検討
４）計画案決定
　　　　　　　　市民参加
地域発案
合意形成
・
PI
であると位置づけられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２－２ 地域発案型アプローチの位置づけのイメージ 
 
 (2)地域発案型アプローチの特色 
本研究においては、計画の初期段階において地域が自ら計画を発案することにより、以下
のような５つの特色をもつことを仮説として設定し、分析を進める。 
第一に、地元の市民等が計画プロセスに能動的な関わることにより、地元の実情を色濃く
反映する計画案を立案できる点である。計画プロセスの初期段階で地域が関わることで、政
策責任を有する主体（主に行政）と地域との乖離を埋める役割を持っているといえる。なお、
地元の実情が反映されるためには、計画プロセスが透明性を有することが前提となる。 
第二に、その結果として、計画プロセスに関わる地元の興味を引きやすく、市民等の関連
主体に受け容れられやすいことを指摘できる。 
第三に、市民等に受け容れられることにより、計画プロセス全体がスムーズに進む可能性
を与え得ることがあげられる。但し、この点については注意が必要である。すなわち、一部
の特殊な事情を反映した内容が提示され、それがその後の計画内容やプロセスの進行に少な
からぬ影響を及ぼし、総合的な視点からみて必ずしも適切でない内容となる可能性があるこ
とである。しかしながら、先に述べたように、透明性が担保されているならば、この問題は
回避できる可能性がある。 
第四に、市民等に受け容れられることによって、計画プロセス上の不確実な状況への対応
能力が向上することが期待できる。 
そして第五に、以上の第二、第三、第四の３点からつながる点として、上位の意思決定に
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おける受け容れられやすさが向上し、地元の実情を反映した計画が行政の計画に反映される
ことが期待できる。 
本研究では、地域発案型アプローチは、これら５つの特色を持つものと仮定する。これら
５つの特色はいずれも定性的な内容であり、定性的に判断せざるを得ないが、次節では計画
事例の詳細な分析を行い、これら５つの仮説について考察することとする。 
なお、５つの特色については、①地元の実情の反映、②市民等からの受容性、③計画プロ
セスの円滑性、④不確実な状況への対応性、⑤上位計画への受容性と称すものとする。 
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２－２．地域発案型アプローチの役割の提示 
 
2-2-1．地域発案型アプローチに関するケーススタディ 
 
(1)基本方針と対象事例の設定 
我が国の交通計画事例の中で、地域発案型アプローチに合致する計画事例と合致しない計
画事例を取り上げ、限られた計画事例について、地域発案型アプローチの役割を詳細に分析
することとする。 
本研究では、１）地域が計画プロセスのどの段階で関わったか、２）地域が計画にどのよ
うに関わったか、３）計画に対しどのような影響があったか、ということを視点として、地
域発案型アプローチからみた計画の検証を行うための対象事例を設定した。 
対象事例は、広域的な計画・狭域的な計画、ハード整備の計画・ソフト整備の計画といっ
た様々な計画の多様な特徴を把握できるよう、広域的な計画でありハードの整備計画として
都市モノレール計画（沖縄県那覇市）、狭域的な計画であり交通サービスのソフト整備計画と
して地区内バス輸送計画（千葉市北西部）の 2事例をとりあげた。このうち地域内バス輸送
計画は地域発案型アプローチに合致する計画である。 
a)都市モノレール計画（沖縄県那覇市） 
那覇空港～那覇市汀良間約 13kmの都市モノレール計画である。当初の導入検討後 20年以
上たって軌道法による特許が下り、平成 8年 11月に着工された。 
b)地区内バス輸送計画（千葉市北西部） 
団地自治会とタクシー会社の契約による 10 人乗りタクシーから始まった小規模バス事業
者が、地元住民のニーズを確実に反映し、国との調整を進めながら従来の路線バスとは大き
く異なるきめ細かな輸送サービスを提供している。 
 
(2)検討方法 
各対象事例について、計画に関わる資料を収集するとともに、計画関連主体に対しヒアリ
ングを行って、以下の手順で各事例の検討を行った。 
①計画関連主体の抽出 
計画の最初の発案者に注意しつつ、計画に関わった行政、市民、事業者等の関連主体を
抽出する。 
②主体間の関わりを記入した計画経緯年表整理 
関連主体相互が計画策定経緯においてどのように他主体に働きかけてきたか、発案当時
からの年表形式で整理する。 
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③地域発案型アプローチからみた考察 
各事例での計画経緯と計画関連主体間の関わりを整理し、分析の視点に基づき、地域が
計画へ関わった段階・関わり方を整理する。その上で、計画プロセス全体をみて、計画関
連主体の関わり方と計画への影響について考察する。 
 
(3) 各対象事例での計画経緯と計画関連主体の関わり 
a)沖縄都市モノレール計画 25) 
沖縄都市モノレールは、本土復帰後、国や地元自治体（沖縄県、那覇市）によりいち早く
提案されている。当初、市民や関連するバス事業者を巻き込んだ議論はなされず、県・市と
バス事業者や市民との議論が始まったのは計画提案の約9年後（昭和56年）のことであった。 
それ以降、県・市と市民は建設促進協議会による陳情やアンケート調査、県・市とバス事
業者は調整会議や連絡協議会を通して計画と関わった。市民が計画に関わるまでに時間がか
かった原因は、県が国との対応に追われていたこともあるが、市による市民アンケートにお
いてモノレールの必要性が道路整備を下回り（平成元年）、市民のモノレール計画への興味が
低かったことも理由のひとつに考えられる。また、バス事業者との実質的な調整が始まった
のが計画プロセスの最終段階であり、モノレール計画の利害関係者との交渉が遅れたことも
計画の長期化の原因として考えられる。このほか、国による県への問題提起や、利用者予測
値の度重なる見直しなど、国と県の意向のずれもみられた。（表２－１参照。） 
b)千葉市西北部の地区内バス輸送計画 3) 
対象事例としたのは小規模なバス事業者であり、定期的な地元住民・自治会との意見交換
会を通じ地元ニーズを確実に把握し、ワゴンタクシーを活用した輸送、深夜急行バスなど新
規の形態のサービスを提案していった。国に対しては積極的な要望を行ったが、新規のサー
ビスであったため国の認可に時間が費やされたものの着実に認可を受けていった。バス事業
者はサービスの開始後もアンケート調査や意見交換によって地元住民のニーズを把握しそれ
を計画に反映させてきた。（表２－２参照。） 
 
(4) 各事例での地域発案型アプローチからみた分析 
各事例における地域発案型アプローチからみた分析を表２－３にまとめた。 
a)沖縄都市モノレール計画25) 
モノレールの計画経緯と計画関連主体間の関わりからみると、地域が計画プロセスに関わ
ったのは、計画提案の約９年後である。その後、市による市民アンケート、テレビ番組によ
るモノレールのPR等によって市民がモノレール計画に関心をもっていった。すなわち、地域
にモノレールの必要性や効果が身近に認識されたことにより、地元自治体である県・市が主
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体になり計画を推進していくことができたと考えられる。 
このように、沖縄都市モノレール計画では地域による計画の発案はみられなかったが、市
民が計画に関心をもつようになってから計画が進捗していった。ただし、バス事業者との関
わりは計画プロセスの最終段階までもたれなかったことが、計画が滞った原因と考えられる。 
これは、地域発案というかたちではないにしろ、行政が積極的な動きを始めることにより
地域の関心が高まり、各関連主体が単に賛成反対という議論から、例えばバス事業者との調
整問題等、実現に向けての課題をどのように調整していくかという姿勢にかわっていったこ
とを意味している。 
b)千葉市西北部の地区内バス輸送計画 3) 
本事例の計画経緯と計画関連主体関わりとみると、地域は計画当初から、バス事業者と地
元住民・自治会は意見交換会を通じ計画に関わっていた。既存のバス事業者が路線開設を躊
躇している中にあって、もともとはタクシー事業者であった小規模なバス事業者が、地域の
住民との強い連携のもとに、バスサービスを開始し、定期的な改善に努めていった。 
本事例は、地元の実情や意向を強く反映した交通サービスの提供となっており、地域発案
型のアプローチが効果をあげている好例であろう。このように計画の対象地区が限られ計画
関連主体としての住民が限定される計画においては、計画の実施主体がサービスの利用者の
意向を反映しやすく、利用者は計画の実施主体へ意向を伝えやすく、地域での計画発案がな
じむ状況にあったと考えられる。 
更にこのようにして発案されたバスサービスは、既存バス事業者が採算はとれないものと
予想していたにもかかわらず、地元住民によって活発に利用されバス事業の収支の均衡を保
っている。 
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表２－１ 沖縄都市モノレールの計画経緯年表 25) 
年度 国 沖縄県・那覇市 バス事業者 市民 
S47 本土復帰 
軌道系必要性提起(振興開発計画) 
 
都市ﾓﾉﾚｰﾙ導入検討（市） 
  
S49 都市ﾓﾉﾚｰﾙ導入必要性位置づけ（沖縄本島中南部における都市基本計画）   
S50 都市ﾓﾉﾚｰﾙ調査協議会設立（開発庁、県、市）   
S52 都市ﾓﾉﾚｰﾙ検討結果（計画案）発表（都市ﾓﾉﾚｰﾙ調査協議会） 
沖縄県都市ﾓﾉﾚｰﾙ研究委員会設置（開発庁、県、那覇市） 
第 1回沖縄中南部都市圏ＰＴ調査実施S52～S54 
  
S54  ﾓﾉﾚｰﾙ導入を進めることを結論（県と市） 
都市軌道準備室設置（県） 
  
S55 建設省道路局関係課 ﾓﾉﾚｰﾙ計画の説明（県）   
事前住民説明会開催（計21回）  
沖縄都市ﾓﾉﾚｰﾙ・ﾊﾞｽ連絡会議（～S59：具体的進展なし） 
S56  
 
建設省都市計画課・街路課 
国庫補助事業採択 
ﾓﾉﾚｰﾙ計画の説明（県）  
 
沖縄県都市ﾓﾉﾚｰﾙ建設促進
協議会設立（協） 
(協)の(陳)2 回 
→以降毎年1～4回の(陳)を
実施 
S57  
 
５項目の問題提起（沖縄開発庁） 
（事実上の予算執行凍結） 
第三ｾｸﾀｰ沖縄都市ﾓﾉﾚｰﾙ㈱設立 
特許申請書提出（県へ） 
利用客予測値報告（73,000人） 
確約 
  
都市計画決定（特殊街路） 
 ﾓﾉﾚｰﾙ延伸決定（空港～汀良） 
利用客予測下方修正（67,000人） 
 S58  
ﾊﾞｽ利用実態調査（沖縄都市ﾓﾉﾚｰﾙ・ﾊﾞｽ連絡会議） 
ﾓﾉﾚｰﾙ利用意向 
駅から250m以内:53.8%、250
～500m:29.2%(バ) 
協定書案提出・検討要請  S61  
協定書案に関する調整会議（営業補償について） 
         現在考えていない←→補償なくして進展なし 
 
S62  利用客予測値下方修正 
（31,500～51,700人） 
  
S63  バス路線網再編検討の共同調査要請 
バス路線網再編の基本方針作成（県） 
協力せず  
 ﾓﾉﾚｰﾙ導入に伴うバス問題に関する調査（県）へ
協力要請 
H1 
第２回沖縄中南部都市圏ＰＴ調査実施 H1～H3 
 
協力（承諾） 
ﾓﾉﾚｰﾙ必要が道路整備必要
を下回る（那） 
ﾓﾉﾚｰﾙ建設事業費及び収支見直し  
沖縄都市ﾓﾉﾚｰﾙ・バス連絡協議会設置（実質的に機能していなかった） 
H3  
ｲﾝﾌﾗ外建設事業の支援及びﾊﾞｽ事業への影響に
対する措置に関する協定書締結(県と市) 
 
ﾓﾉﾚｰﾙ必要が道路整備必要
を上回る（那） 
H4  利用客予測値設定（40,000人：2000年、51,000
人：2011年） 
回答（県、市） 
 
 
都市ﾓﾉﾚｰﾙ導入に伴う既存バ
ス企業の影響とその救済措置
について（要望書）を提出 
地元新聞特集記事「いつ走
るﾓﾉﾚｰﾙ」掲載 
ﾓﾉﾚｰﾙ利用意向：駅から500m
以内の人 51.7%（都） 
制度的に困難と見解（県・市） 
 
貸付金を提案（県・市） 
金額案提案（県・市） 
補償額確定及び一時金措置の
要望 
貸付金方式に合意 
金額合意 
H5 営業補償の法的根拠不十分との見解 
 
営業補償に関する協議内容の 
随時報告を要請 
 基本協定ならびに覚書締結（県、市、ﾊﾞｽ 4 社） 
ﾓﾉﾚｰﾙ必要が道路整備必要
を上回る（那） 
H6  ﾊﾞｽ活性化資金の予算措置(県市) 
95年度予算要求の断念（県） 
開業時期見直し（県議会） 
 地元 TV局「実現させよう沖
縄都市ﾓﾉﾚｰﾙ」を放送 
H7  
 
 
 
運輸・建設両大臣 
運輸審議会で軌道法特許を決定 
ﾊﾞｽ事業活性化資金貸与実施(1/2) 
都市ﾓﾉﾚｰﾙ融資問題で調整（知事と沖縄振興開発
金融公庫理事長） 
 
特許申請書進達（県知事） 
沖縄都市ﾓﾉﾚｰﾙ㈱に特許交付 
  
 
民間９団体（陳） 
民間６団体（陳） 
H8  都市計画道路事業認可 
沖縄都市ﾓﾉﾚｰﾙ着工 
  
H15  開業予定   
  
 太字：複数主体に関わる事項 
（那）：那覇市市民意識調査の中で渋滞対策として必要な施策を調査したもの（那覇市） 
（都）：都市ﾓﾉﾚｰﾙ計画についての市民意識調査（沖縄県、Ｈ４）の中で駅予定地から 500m以内居住者の利用意向を調査したもの 
（バ）：ﾊﾞｽ・ﾓﾉﾚｰﾙ利用ｱﾝｹｰﾄ調査の中で利用意向を調査したもの 
（陳）：国の関係機関への陳情 
（協）：沖縄県都市ﾓﾉﾚｰﾙ建設促進協議会の主な活動 
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表２－２ 千葉市西北部の地区内バス計画経緯年表 3) 
年度 運輸省 千葉市 バス事業者 市民 
Ｓ49   会社設立  
Ｓ50   10人乗りワゴンタクシー
を活用してJR駅～団地間
運行開始 
団地自治会、バス会社へ通
勤通学輸送要望（一般乗用）
Ｓ51     
Ｓ52  千葉市長よりバス輸送依
頼 
 地域住民より千葉市（市長）
へバス輸送依頼 
Ｓ53 運輸省関東運輸局、バス事
業者に一般貸切（限定）バ
ス運行認可 
 一般貸切（限定）免許取得 
新たに３路線を小型バスで
運行開始 
 
 
 
 
 
Ｓ54   新たに１路線を小型バスで
運行開始 
 
Ｓ57   新たに１路線輸送開始  
Ｓ61 関東運輸局、戦後初非電鉄
系の会社に一般乗合免許交
付 
 一般乗合免許取得（関東運
輸局管内、非電鉄系で戦後
初）、同時にタクシー免許
（一般乗用）失効 
関東地方交通審議会に、
MOON-LIGHT 
TRANSFER構想（深夜に
おける高速バスとタクシーに
よる連続輸送システム）提言 
 
Ｓ62   新路線開設  
Ｓ63   新路線開設  
Ｈ２ バス事業者の地方交通審議
会への提言を受け、深夜急
行バス運行認可 
 深夜急行バス運行開始 
（東京～千葉） 
同車両を用い大学送迎バス
運行 
 
Ｈ６   新路線開設  
Ｈ８   新路線開設  
Ｈ９  
 
 
 
運輸省、バス事業者にＭ地
区運行の免許交付 
 駅～Ｍ地区間（Ｋ電鉄事業
区域内）循環バス運行申請 
 
 
Ｋ電鉄とＭ地区の共同運行
開始 
 
 
 
 
表２－３ 地域発案型アプローチからみた分析 
 都市モノレール計画（那覇市） 地区内バス輸送計画（千葉市） 
地域 市民、バス事業者 バス事業者（計画発案）、市民 
計画責任主体 県・市（計画発案）、国 千葉市、運輸省 
1)地域が計画に関
わった段階 
○市民が関わり始めたのは提案の９年後の住民
による協議会が設立した時期、バス事業者が
関わったのは計画の最終段階である。 
○地域に根ざした計画関連主体による地域発案
はみられない。 
○計画当初から、バス事業者と地元住民・自治会
は意見交換会を通じ計画に関わっていた 
○計画の初期段階から地域のニーズに直結した
地域発案型アプローチがみられる。 
2)地域の計画への
関わり方 
○行政による市民アンケート、テレビ番組による
ＰＲ等により市民が計画に関心を持ち始め、地
域の実情・意向が反映された。 
○バス事業者が定期的に地域住民・自治会と会合
をもち、地域ニーズを把握した。バス事業者は
新たな計画について、国に対し頻繁に要望を提
出した。 
3) 計画への影響 
 
○初期段階では地域の意向を反映した提案とは
なっておらず、計画に長期を要した。 
○地域の実情・住民の意向を反映した計画が策定
された。 
○実現されたバスサービスは、地域住民によって
活発に利用されている。 
バス事業者、引き続き運輸省に一般貸切（限定）免許申請継続（～S53）
以降、バス事業者年２回程
度定期的に地元自治会・利
用客と意見交換 
 
住民・利用者もバスサービ
ス改善へ向けて参加 
（バス走行性確保のため、
自治会名で警察へ違法駐車
取り締まりの要望提出他）
 
～意見交換継続中～ 
バス事業者、引き続き運輸省に一般乗合免許申請継続（～S61）
バス事業者、免許申請後 
Ｍ地区住民にアンケート実施 
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2-2-2．地域発案型アプローチの役割の提示 
 
(1)５つの仮説に関する考察 
2-1-3の地域発案型アプローチの位置づけで述べたように、地域発案型アプローチの特色と
して、a)地元の実情の反映、b)市民等からの受容性、c)計画プロセスの円滑性、d)不確実な状
況への対応性、e)上位計画への受容性、という５つの仮説を設定した。 
以下では、本節でのケーススタディ分析結果をもとに、各仮説について考察した。 
a)地元の実情の反映 
本節の２つの事例では、地域から発案されている千葉市のバスの場合には、地元の実情が
十分にくみ取られている反面、那覇市のモノレールの場合には、沖縄県都市モノレール準備
室が設置されるまで地域とは乖離があった。以上から、地域から発案される計画案は、地元
の実情が反映されることが確認できた。但し、地域から発案されない計画が地元の実情を反
映しないとは限らず、那覇市の場合には、沖縄県都市モノレール準備室がパイプ役を担うよ
うになって計画が進むようになっている。また、地域発案によって必ず地元の実情を反映す
るかどうかは保証できない。地域の特定の少数の大きな声から計画が進むような場合には、
本研究の定義による地域発案ではあるが、地元の実情を反映するとは期待できない。 
b)市民等からの受容性 
2-1-3の地域発案型アプローチの位置づけで述べたように、地元の実情を反映するためには、
計画プロセスの透明性が必要条件となり、その結果、市民等関連主体が計画を受け容れやす
くなる可能性がある。ここで、受け容れやすさは、多くの主体が満足する、多くの主体が納
得する、多くの主体が愛着を持つ、の３つの視点から整理する。 
まず、多くの主体が満足を得るかどうかは、計画が地元の実情を十分に反映しているかど
うかによって決まるのは自明であろう。したがって、地域発案型アプローチによって、地元
の実情が反映されている限り、結果的に多くの主体を満足させることができよう。千葉市の
ケースでは、地元の交通問題を熟知する地元事業者と団地自治会から発案された計画案は、
少なくとも地元市民に受け容れられている。 
次に、多くの主体の納得を得るかどうかについては、直接的には検証できていない。那覇
市のケースにおいては、地元バス事業者が計画初期において、計画案に納得しなかった背景
のひとつに、モノレール計画案が、地域発案とは異なる経緯で発現したことがあると思われ
る。このことは、直接的ではないにしても、地域発案でないことの問題点を示唆していると
考えられる。 
最後に、愛着の点については、実施からすでに十年以上が経過している千葉市のケースで、
バス利用者数の減少が全国的に続いている中で、未だに多くの利用者の支持を得ているとい
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う事実が、ひとつの立証になり得る。 
以上より、完全ではないが、地域発案型アプローチによって、多くの主体が計画を受け入
れる可能性があることを示唆できる。 
c)計画プロセスの円滑性 
計画の遂行において、短期間の実施というのは、必要条件ではない場合もあるが、一般に
は、計画が長期化して、予算をはじめとして非効率な面を生じることを考えた場合は、短期
にスムーズに実施されるに越したことはないという意味で、地域発案型アプローチの特色と
して位置づけられる。 
計画が短期間でスムーズに実施されるためには、計画に関連する多くの主体が計画を受け
容れていること、特に納得していることが要件となってくる。従って、地域発案型アプロー
チによって、多くの主体が計画を受け入れる傾向があるとすれば、結果として、計画の短期
間でのスムーズな実施の可能性も示されることになる。那覇市のケースでは、市民やバス事
業者等の関連主体がモノレール計画の内容を受け入れる方向になってから、計画の進行が速
まっている。 
また、多くの主体が関心を持つことは、場合によって計画を長期化させる可能性があるこ
とから、地域発案型アプローチにおいて、計画プロセスの透明化が促進される場合にも、同
様の可能性がある。これらは、多くの主体が、計画の存在を受け入れながらも、計画の内容
に満足せず、納得に至っていないことに起因すると思われる。 
いずれにしても、計画が納得されている限りにおいては、地域発案型アプローチによって、
少なくとも、地域内の調整に関しては、計画の短期間でのスムーズな実施に貢献する可能性
はある。 
d)不確実な状況への対応性 
この仮説も、c)計画プロセスの円滑性と同様に、b)市民等からの受容性に密接に関連する。
多くの主体が計画の中身に納得しており、愛着をもっている場合は、状況変化に合わせた改
善見直し案の受け入れは容易になる可能性がある。那覇市のケースでは、計画内容について
の見直しが十分に行われているとはいえず、十分な議論はできない。千葉市のケースについ
ては、運行内容の見直しが、適宜、特に衝突なく実施されており、このことは、状況変化に
合わせた改善案の受け容れがスムーズに行われていることを示している。 
e)上位計画への受容性 
地域発案型アプローチにおいて、計画プロセスの透明性が担保され、先の b)市民等からの
受容性や c)計画プロセスの円滑性が促進されることにより、権限や予算の面で上位に位置す
る意思決定主体への受け容れられやすさは高まることが期待される。千葉市のケースでは、
上位の意思決定主体である運輸省が、計画のスムーズな遂行を妨げているという面があった
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が、ワゴンタクシーを活用した輸送、深夜急行バスなどの計画内容が、一般には認可されて
いなかったことを踏まえれば、地域発案型のアプローチによって嚆矢を得たと見なすことが
できる。那覇市のケースでは、計画が市民等に受け容れられるようになった後に、計画がス
ムーズに進行し、上位の意思決定である国が計画案実施を受け容れている。 
 
(2)地域発案型アプローチの役割の提示 
以上述べたように、十分には論証できない部分もあるが、a)地元の実情の反映、b)市民等
から受容性、c)計画プロセスの円滑性、d)不確実性への対応可能性、e)上位計画への受容性の
５つの特色を考察した。 
本研究における地域発案型アプローチは、決して目新しいものではなく、むしろ従来から
ある方法の一種であるが、地域発案型アプローチとしての位置づけを明確に区分することに
より、その役割が示されたと考えられる。従来の計画おいて、地域発案型アプローチの特色
の裏返しとして、計画内容が地元の実情に合っていない、市民に受け容れられない、計画が
遅延したり凍結される、状況が変化しても計画内容が変更されない、上位計画・関連計画に
反映されないなどの問題がみられる。地域発案型アプローチの要素を取り入れることにより、
従来の計画や計画プロセスが抱えていた問題の程度が緩和される可能性があると考えられ、
上に述べた５つの特色がすなわち地域発案型アプローチの役割となる。その意味では、本研
究で取り上げた地域発案型アプローチを意識的に計画に取り入れることが、今後望まれると
いえる。 
地域発案型アプローチは交通計画手法全体を変化させるものではないが、更にこれら特色
を活用する組織、計画種類（内容、対象範囲）について検討を進めていくことにより、地域
発案型アプローチの活用について分析する必要があると考える。そこで本研究では、第３章
において地域発案型アプローチの担い手としての組織に関する分析、第４章において地域発
案型アプローチの役割を発揮できる計画種類について分析するものとする。 
 
 
  -27-
【補注】 
(1)建設省（現 国土交通省）は、1992年都市計画改正法の施行（1993年6月25日）に際し、都市局
長通達「市町村の都市計画に関する基本的な方針について」を出している。これによると「４
住民の意向反映、周知等のための措置」では、「(1)かならず意見反映のための措置を講ずるこ
と、そのために①例えば地区別に説明会､アンケートの実施等を適宜行うこと」とされている24)。 
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第３章 地域発案型アプローチにおける非行政組織の役割と成
立性に関する分析 
 
 
本章では、先ず、行政の一部局ではない「非行政組織」を定義し、交通計画のプロセスに
おいて非行政組織がどのような役割を担いうるのか、先進事例をもとに分析する（３－１）。
以下の２点に着目し、分析を進める。 
①非行政組織を行政との関係やその成果物によりタイプ分けをし、非行政組織の担う役割
や計画プロセスへの影響を把握する。 
②我が国において、非行政組織が計画プロセスに関わる上での研究課題を整理する。 
次に、我が国の都市計画・交通計画に関わる非行政組織への行政との距離と活動内容につ
いて把握し、行政との距離と活動内容の関係を地域発案型アプローチの視点から分析するこ
とにより、我が国において都市計画・交通計画に関わる非行政組織が地域発案の担い手とし
て成立・機能するための条件について分析する。分析の視点として、非行政組織と行政組織
の距離（３－２）、非行政組織の活動状況（３－３）を設定する。 
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３－１．地域発案型アプローチにおける非行政組織の役割に関する分析 
 
3-1-1．非行政組織の体系的な整理の考え方 
 
(1)本研究における非行政組織の定義 
一般的に非政府組織(NGO)とは､開発問題、人権問題、環境問題、平和問題などの諸問題の
解決に非政府・非営利の立場から取り組む市民主導の組織として捉えられている。欧米では
国際的な組織を指すが、我が国では国内組織も含めてNGOとして捉えることが多い(1)。 
地域発案型アプローチの位置づけ（2-1-1）において示した「地域」として、①地元に根ざ
した活動、行為を行っている組織であり、②地元の問題を認識している組織の中で、行政の
一部局ではなく、都市計画・交通計画のプランニング能力を有し、基本的には営利を目的と
しない組織を「非行政組織」として定義する。このうち本節においては、市民団体・商工団
体等の組織、財団法人・社団法人・NPO法人等の非営利組織に着目する。また、組織として
の行政の部局を、行政組織と称すものとする。 
 
(2)非行政組織の体系的な整理の考え方 
我が国では、戦後２、３回のブームを経ながら、行政の肝煎りで全国各地にまちづくりや
都市計画・交通計画に関わる行政シンクタンク的な非行政組織が誕生したが、これらの多く
は行政との関わりが強い反面成果物や提言がそれほど目立っては見られず、実際の行政の計
画立案やまちづくりに与えた影響は大きいとは言えない状況にあった1)2)3)。 
近年では、行政の市民参加に対する認識の変化や、市民の都市計画・交通計画やまちづく
りに対する意識の高まり、より地元の実情に適応した計画立案を目指す流れに対応するよう
に、従来の行政シンクタンクの延長線上にありながら、行政への提言能力の向上を目指した
といえる新しいタイプの組織、財源は従属であるが独自の活動をしている組織、行政から完
全に独立した形態をとった組織など、行政との距離が以前とは異なる組織が見受けられるよ
うになった。その事例としては、仙台都市総合研究機構(SURF) 4)5)、長岡市の平成ランプ会、
広島に全体の事務局をもつ中国・地域づくり交流会6)7)があげられる。 
一方、海外においては、ブラジル・クリチバ市のIPPUC(ｲﾌﾟｰｷ，Instituto de Pesquisa e 
Planejamento Urbano de Curitiba，英：The Institute for Research and Urban Planning of Curitiba)8)
や、アメリカ・ニューヨーク都市圏のRPA(Regional Plan Association) 9)が知られている。IPPUC
は市の組織から独立した計画策定組織であり、人材面では独立であるが、市の委託業務を行
うために財政的には従属している(2)。RPAは行政から完全に独立した非行政組織である(3)。ま
た、IPPUCやRPAによる成果物や提言は、クリチバ市のマスタープランやニューヨーク大都市
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圏の計画にそのまま採用される場合が多くなっている。 
本研究では、都市計画・交通計画における非行政組織の活動内容や活動方法は、行政から
の距離（独立の度合い）に影響を受け、その結果として行政への影響力や役割に結実してい
ると考える。そこで、我が国および海外の特徴的な非行政組織を対象に、以下のような２つ
の軸に基づいて整理する。 
a)行政との距離 
行政との距離を１つめの分類軸とする。行政との距離は、財源面、人材面の２つの面から
表すこととする。財源面、人材面とも行政に従属している組織を「行政との距離：小」、財源
面では行政に従属しているが、人材面で独立の組織を「行政との距離：中」、財源面、人材面
とも独立の組織を「行政との距離：大」とする。ここで、財源面あるいは人材面で「従属」
とは、行政から支援されている金額、行政から派遣される人数の多寡に関わらず、少しでも
行政から受け入れている場合とし、全く行政とは無関係な場合を「独立」とする。 
b)提言・成果物の行政への影響力 
当該組織の提言や作業成果物が、実際の行政の計画にどの程度の影響力を与えているかを
もうひとつの分類軸とする。提言や成果物が行政に対して必ずしも大きな影響を与えていな
い組織を影響力「小」、提言や成果物を公表しているものの、実際の行政の計画には十分に結
びついていないものを影響力「中」、提言や成果物が行政の計画に盛り込まれるほどの組織を
影響力「大」と整理する。 
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3-1-2．非行政組織の役割に関するケーススタディ 
 
(1)検討の方法 
ここでは、IPPUCとRPAが計画遂行に対してどのような役割を担い、影響を与えているかを、
現地に赴いて実施した各組織へのヒアリング結果10)11)をもとに地域発案の視点から分析する。 
 
(2)各組織の概要 
a)IPPUC 
クリチバ市は1965年に市の都市計画案を公募し、コンペ形式によってサンパウロのチーム
の案が採用された。その案は３つの基本方針を設定してあり、その１つに、「組織として行政
に付属し、活動としては独立的な都市計画研究所の設置」が定められていた。IPPUCは、そ
の基本方針を受けてクリチバ市が設置した組織である。市の組織から独立した計画策定組織
であり、市の委託を受けて活動している。市は計画部局を持たず、計画策定の全てをIPPUC
に依存している。 
IPPUCの計画立案作業は、市長と密に連携を採りながら進められ、市民リーダーへの事前
説明や、市民や産業界等への公表、宣伝は市長自らが行う。この計画内容の公表は、IPPUC
という専門家集団による検討結果を踏まえたものとして行われ、この段階で挙がってきた意
見等による計画変更は実際には少ない。前節において設定した行政との距離については、財
源面、人材面とも行政とは独立であるが､市および市長とは情報伝達等の面で近い組織である。 
IPPUCは、市に提案した都心地区の歩行者専用地区化や24時間営業のアーケード街の成功
等の実績の積み重ねによって市民の信頼を得ることができ、IPPUCの活動や提案内容が市民
に受け容れられ易くなっている。それは５つの都市軸と多様で高水準のバス路線網に代表さ
れるクリチバ独特の都市計画の実現に繋がっていることから窺い知ることができる8)10)。 
b)RPA 
RPAは設立以来、長年にわたり実績を重ねており、ニューヨーク大都市圏計画（１～３次）
を提案した組織として、わが国においても著名な組織である。 
行政との距離をみると、行政から完全に独立したNPOであり、税制優遇措置等NPOが活動
し易い社会状況のもと主に民間の寄付金によって運営されている。行政が寄付金を拠出する
場合もあるが、あくまで非行政組織として行政と独立して活動している。 
計画策定作業は、学識経験者や大企業のトップなどから構成される理事会が決定した方針
に基づき、世論の関心を集めそうな内容を選定して行われる。また、提案の実現に向けての
活動では、客観的な判断材料を提示し、中立的立場をとって、各種メディアを通じて世論に
PRしたり、行政や政治、住民、業界等の団体との積極的な意見交換を重視している。このよ
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うな活動によって、提案が実際に行政に受け容れられ、実現したものが少なくない9)11)。 
 
表３－１ 検討対象の海外の非行政組織8)～11) 
 
Instituto de Pesquisa e Planejamento Urbano de 
Curitiba 
(IPPUC：イプーキ) 
(The Institute for Research and Urban Planning of 
Curitiba) 
Regional Plan Association 
(RPA) 
国・市 ブラジル・クリチバ市（1965年設立） アメリカ・ニューヨーク市（1920年代設立）
位置付け ・市役所から独立した組織であるが、市長と密接
に連携をとって活動している。 
・NPO（Non-Profit Organization） 
・行政から完全に独立した組織 
職員 ・市を通じてIPPUCの職員として採用（約250名）
 
・正規職員は約20名であり、プロジェクト
内容に応じて専門協力者を採用 
財源 ・市からの委託金が財源となる。 ・民間からの寄付金による。 
主な活動 ・市の委託による都市計画等に関する調査、研究、
計画策定。尚、市には計画部局はない。 
・ニューヨーク大都市圏計画等の地域の総
括的計画の提案と個別計画・事業の提案
・以上の実現化に向けての活動 
実績等 ・1965年クリチバ市マスタープラン。当初は３年
毎、’75年以降は３年未満で見直し作業を行って
いる。 
・都心地区の歩行者専用空間化等 
・第１～３次ニューヨーク大都市圏計画 
（1次:1929年、2次:1968年、3次:1996年）
 
 
(3)地域発案の視点からの分析 
以上の各組織の特徴をもとに、地域発案の視点からみた計画遂行に対する各組織の役割を
検討する。 
IPPUCは市民等の地元の意見を汲み上げる活動を必ずしも十分には行っているとはいえな
いが、事前の市民リーダーからの意見収集を行った上で、地元専門家集団の視点から地元の
実情をくみ取っている。それに加えて、長年の実績を背景に市民等の多くの主体に受け容れ
られ易くなっており、提案した計画が円滑に進み易く、不確実性へも対応し易くなっている
といえる。また、IPPUCは、市民等の支持を得やすくなっていることに加えて、市から業務
を受託して、行政の最高責任者である市長との密な連携をとって活動していることから提案
内容が上位すなわち、行政に影響を及ぼし易くなっている。ここで挙げたような活動が可能
となっている背景には、IPPUCが行政の一部局ではないために、行政特有の手続き等といっ
た活動上の制約がないことが指摘できる。 
RPAは、行政当局と比較して縦割り組織等の弊害が少なく、より柔軟かつ総合的な活動が
可能な特性を活かし、地元の様々な主体との意見交換を積極的に行うとともに、テーマ設定
の段階でも地元の関心を引くテーマを選定し、地元の実情の反映に努力している。このよう
な活動の仕方と長年の実績によって、市民等のより多くの主体に受け容れられ易く、不確実
性への対応がし易くなっている。また、RPAは、行政から完全に独立した組織であるため、
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計画が確実に行政に受け容れられる保障はない。しかし、行政が世論に比較的敏感であり、
行政の提案ではない地元や民間の提案を行政はむしろ採用しやすいため、市民等の様々な主
体に受け容れられているRPAの提案内容を行政側も受け容れ易くなっている。 
以上から、両組織は行政との関係で見ると異なる立場をとっているが、第２章で整理した
地域発案の５つの特色からみて、ともに地域発案による計画の遂行に影響を及ぼしていると
いえる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３－１ IPPUCの活動における関連主体との関わ
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３－２ RPAの活動における関連主体との関わり方 
(第３次ニューヨーク大都市圏計画の場合)1
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(4)分析のまとめ 
以上の地域発案の視点からみた海外の非行政組織の分析結果から、地域発案型アプローチ
に則した非行政組織が成立し、機能するのに重要な条件として、３点を挙げることができる。 
１つ目は、情報の積極的開示や外部の様々な立場の主体との意見交換、専門的視点等の投
入により、活動そのものの合理性や客観性、中立性の向上に努力していることである。 
２つ目は、非行政組織と行政との距離（財源面、人材面）である。両組織の行政との距離
はそれぞれ異なるが、行政組織と適切な距離を保つことが重要である。これは、社会的背景
や法制度の違いによって適切な組織形態を適用することが、非行政組織が地域発案型アプロ
ーチの担い手として機能するためには重要である。両組織の例で言えば、非営利団体が活動
し易い法制度や社会状況、情報媒体等が整っていれば、行政から距離をおいたRPAのような
組織が機能しやすいと考えられるが、そのような条件が揃わない場合には、機能面での独立
性と高い研究分析能力を確保した上で、IPPUCのような行政にやや近いと位置づけられるか
たちの組織でも十分に機能し得ると考えられる。 
３つ目は、一般に周知されているような実績の積み重ねがあることである。情報公開の流
れの中で行政に対する透明性や妥当性の要求が高まり、その要求に対応した活動を担う主体
（もちろん行政自体も含まれる）の役割が重要になってくると想定されることから、これら
組織の活動方針や内容に関わる要因は、わが国の非行政組織のあり方や組織育成への行政の
関わり方に示唆を与える内容である。 
 以上のように、行政との距離については、組織の発足の経緯によっても異なると考えられ
る。我が国の状況は、非行政組織が活動しやすい状況が整いつつある過渡期にあり、このよ
うな社会状況を踏まえた上で、適切な組織のあり方を検討することが重要であると考えられ
る。 
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3-1-3．地域発案型アプローチにおける非行政組織の役割に関する分析 
 
本節では、地元の住民・市民や民間をはじめとする地域から計画を発案する地域発案型ア
プローチに着目し、都市計画・交通計画のプロセスにおいて非行政組織がどのような役目を
担いうるか、海外の先進事例をもとに分析した。研究の着目点に対応した分析結果は次のと
おりである。 
 
(1)地域発案型アプローチからみた非行政組織の役割 
海外の非行政組織の事例をみると、財源面、人材面での行政との距離の程度は異なるが、
行政とは独立した組織が地元の意向や実情を反映しながら計画策定をする傾向があり、特に
計画の発案段階において影響を及ぼし、地域発案型アプローチの担い手としての役割を持っ
ていることがわかった。また、行政特有の手続き等の活動上の制約が無いことや、より柔軟
かつ総合的な活動を実施できるという非行政組織としての利点も明らかとなった。 
このように海外において非行政組織が地域発案型アプローチの担い手として機能している
要因は、情報の積極的開示や外部の様々な立場主体との意見交換、専門的視点等の投入によ
り、地域住民や市民の意向を反映した計画を策定し実績をあげていること、それにより市民
の信頼を得ていることが考えられる。 
 
(2)我が国における非行政組織に関する研究課題 
海外の非行政組織の事例をみると、社会的背景や法制度の違いにより、行政との関わり方
については適切な組織形態をとり、それに応じた役割を担っていると考えられる。 
我が国において非行政組織が地域発案型アプローチの担い手として機能していくためには、
今後、我が国における非行政組織の活動について継続的に分析を進めることにより、社会的
背景や法制度に応じた非行政組織のあり方について検討していくことが必要である。特に、
我が国は社会状況としても、非行政組織の活動する環境としても過渡期にあることを考慮し
ながら検討を進めることが必要である。 
また、我が国における都市計画・交通計画の諸問題の中で非行政組織を活用することによ
り解決できる範囲を明確にし、非行政組織が担うべき役割、行政が担うべき役割、さらには
地域住民・市民が担うべき役割を明らかにすることが必要である。 
そのため、次節以降では、我が国の非行政組織について、非行政組織の行政組織との距離
に着目した分析（３－２）、非行政組織の活動状況に着目した分析（３－３）を行う。 
これら分析により、我が国において、地域発案型アプローチの担い手として非行政組織が
成立するための組織の形態、地域発案型アプローチの担い手として非行政組織が取り組むべ
 -37- 
き計画内容や計画対象範囲を明らかにすることとする。 
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３－２．行政との距離に着目した非行政組織の成立性に関する分析 
 
 
 本節においては、我が国の非行政組織について、行政との距離（財源面、人材面）に着目
して分析し、地域発案型アプローチの担い手としての非行政組織の成立性について明らかに
することとする。 
 
 
3-2-1．非行政組織へのアンケート調査の概要 
 
我が国の都市計画に関与している非行政組織と行政との距離および活動内容を把握するた
めに、アンケート調査を実施した。アンケート調査の概要は表３－２のとおりである。対象
団体は、まちづくり情報センター連絡協議会(4)が実施した「まちづくり情報センター設置状
況調（平成８年度）」により回答のあった、まちづくり情報センター、およびまちづくりにか
かわる行政以外の組織であり、合計72団体である。回答は36団体から得られ、50.0％の回収
率となった。これらは、前節（３－１）で定義した非行政組織の具体例である、市民団体・
商工団体等の組織、財団法人・社団法人・NPO法人等に含まれる組織である。 
 
表３－２ アンケート調査の概要 
調査方法 郵送配布、郵送回収 
サンプル 非行政組織７２団体 
回収数、回収率 ３６団体、５０．０％ 
調査内容 ＜組織特性、法人区分＞ 
・名称 ・法人格 ・設立年 
・運営、活動財源 ・職員数 ・正職員の採用  
＜活動特性＞ 
・活動対象地域 ・活動内容 ・新たに実施したい活動 
＜独自の計画策定と提案の実態＞ 
・地元実情の反映の実態 ・行政以外の主体からの受容の実態 
・行政からの受容の実態 ・提案の実現の円滑性 
・状況変化への対応性  ・行政から受容されている事例の要因 
＜地域発案型アプローチについて＞ 
・メリット、デメリット等についての自由意見 
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3-2-2．我が国の非行政組織の組織特性・活動内容 
 
(1)組織特性と行政との距離 
a)法人区分 
 回答団体の法人区分をみると、財団法人が22団体と最も多く、任意団体が９団体、社団法
人が３団体となった。任意団体は1990年以降の設立が多くなっている。 
図３－３ 設立年別法人区分 
 
b)行政との距離 
行政との距離について、財源面、人材面から分析する。先ず、財源面について、運営・活
動財源（受託金、助成金等）に占める行政からの出資比率（以降：財源行政比率）をみると
（表３－３）、76％以上が20組織と最も多く、財源に関し行政と少しでも繋がりをもっている
財源行政比率１％以上の団体は27と、大部分を占める。財源で全く繋がりのない、0％の組織
は６となっている。次に人材面について、全職員数に対する行政からの派遣職員数の比率（以
降：行政派遣職員比率）をみると（表３－４）、51～99％が10、100％と１～50％が９、０％
が８団体となっており、少なくとも１人は行政職員を受け入れている組織が27と大部分を占
めている。 
次に、財源行政比率別に行政派遣職員比率（図３－４）をみると、財源行政比率が50％を
越える団体では、無記入を除く全ての組織において1人以上の行政派遣職員が在籍しており、
財源行政比率が50％以下では行政派遣職員の在籍しない組織が多くなっている。 
本研究では、行政との距離を財源面（すなわち財源行政比率）と人材面（すなわち行政職
員派遣比率）からとらえており、ここで行政との距離についての分類方法を再整理する。行
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政から、財源あるいは人材を少しでも受け入れていることが、非行政組織の活動内容と関係
があると考え、行政との距離を以下のように分類した。財源行政比率が少なくとも１％以上
である場合を「財源面で行政に従属：以降、財源従属」とし、行政派遣職員が１人でも在籍
している場合を「人材面で行政に従属：以降、人材従属」とすると、「財源面でも人材面でも
行政に従属している組織：以降、両面従属」（行政との距離：小）は24、「財源面で従属、人
材面で独立の組織：以降、財源従属・人材独立」（行政との距離：中）は２、「両面で独立：
以降、両面独立」（行政との距離：大）は６、その他無記入が４となっており、財源面、人材
面で行政との距離の小さい組織の占める割合が高い。 
 
表３－３ 財源行政比率別組織数 
 無記入 ０％ 1～25% 26～50% 51～75% 76%～ 計 
団体数 ３ ６ 1 3 ３ 20 36 
 
表３－４ 行政派遣職員比率別組織数 
 無記入 ０％ 1～50% 51～99% 100% 計 
団体数 1 ８ 8 10 ９ 36 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３－４ 財源行政比率と行政派遣職員比率の関係 
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c)行政との距離と組織特性 
b)の行政との距離と、設立年や職員数等の組織特性との関係をみると、次のような特徴が
みられる。設立年との関わりでは、近年では、両面従属団体と両面独立団体が多く、財源従
属・人材独立団体は1980～1984年に設立された組織のみとなっている。 
職員数規模では、両面独立組織や財源従属・人材独立組織は比較的小規模な組織が多くな
っている。また、専門家の在籍有無との関わりでは、両面従属組織では専門家のいる場合が
多く、財政従属・人材独立団体では専門家のいる組織はない。両面独立組織では専門家のい
る組織が４、いない組織が２であり、行政との距離が大きくとも専門的視点から分析、提案
可能な能力を備えている場合があることがわかる。 
 
(2)行政との距離と活動内容 
回答組織の活動内容をみると（表３－５）、「①講習会、セミナー、見学会等の開催」が31
団体と最も多く、次いで「②図書や資料、データ等の収集、整理、提供」が26、「③独自の調
査、研究」が25となっている。全体的な傾向としては、まちづくりに関連する市民活動の支
援や、市民の啓蒙・啓発に関わる内容が上位策定と提案」のように組織独自の活動を積極的
に展開しようとする傾向がある。 
次に行政との距離と活動内容の関係をみると（図３－５）、「⑪対象地域の独自の計画策定
と提案」や「⑫独自に提案した計画等のPR」、「⑦独自の活動への市民等の巻き込み」等の独
自の活動は、財政従属・人材独立組織や両面独立組織等の行政との距離が大きい組織が比較
的多くなっている。 
一方、行政との距離と新規実施希望内容との関わりをみると(図３－６)、両面従属組織は「⑤
市民等の独自の活動への技術面や資金面、人材面での支援」や「②図書や資料、データ等の
収集、整理、提供」等のまちづくりに関する市民活動の支援に関わる内容を行いたいと考え
る組織が多いが、「⑦独自の活動への市民等の巻き込み」や「⑪対象地域の独自の計画策定と
提案」などの独自の活動にも意欲的な組織もある。両面独立組織は、「⑦独自の活動への市民
等の巻き込み」等の独自の活動や「⑩民間企業や市民団体等からの計画策定や調査研究等の
受託業務」を行いたいとする組織がみられる。 
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表３－５ 回答組織の活動内容 
活動内容 既実施 特に重視 
（既実施に占める割合） 
新規実施希望 
① まちづくり活動に関する講習会、セミナー、見
学会等の開催 
31 17(54.8%) 0 
② まちづくりに関連する図書や資料、データ等の
収集、整理、提供 
26 11(42.3%) 3 
③ まちづくり等に関する独自の調査、研究 25 9(36.0%) 2 
④ まちづくりに関する市民からの問い合わせへ
の対応（窓口相談） 
21 7(33.3%) 3 
⑤ 市民・住民等の独自の活動に対する技術面や資
金面、人材面での支援 
20 14(70.0%) 7 
⑥ 行政からの計画策定や調査研究等の受託業務 18 10(55.6%) 2 
⑦ 独自の活動への市民・住民等の巻き込み 14 7(50.0%) 5 
⑧ 市民・住民等への会議室や機器の貸与 12 0( 0.0%) 2 
⑨ 行政計画や行政活動のPR 10 2(20.0%) 1 
⑩ 民間企業や市民団体等からの計画策定や調査
研究等の受託業務 
9 3(33.3%) 4 
⑪ 対象地域の独自の計画策定と提案 8 4(50.0%) 5 
⑫ 独自に提案した計画等のPR 8 1(12.5%) 2 
⑬ 行政の代行的業務 6 3(50.0%) 0 
（複数回答、サンプル数：36団体） 
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図３－５ 既実施活動内容と行政との距離 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３－６ 新規実施希望と行政との距離 
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3-2-3．行政との距離に着目した非行政組織に関するケーススタディ 
 
本節では、アンケート調査を実施した非行政組織のうち３組織について詳細なヒアリング
調査を実施し、地域発案型アプローチからみた非行政組織の行政組織との距離と活動内容に
ついて、海外事例との比較により分析する。 
 
(1)ヒアリング調査の対象組織 
近年では、行政の市民参加に対する認識の変化や、市民の都市計画・交通計画やまちづく
りに対する意識の高まり、より地元の実情に適応した計画立案を目指す流れに対応するよう
に、従来の行政シンクタンクの延長線上にありながら、行政への提言能力の向上を目指した
といえる新しいタイプの組織、財源は従属であるが独自の活動をしている組織、行政から完
全に独立した形態をとった組織など、行政との距離が以前とは異なる組織が見受けられるよ
うになった。１つめ例として仙台都市総合研究機構(SURF)、２つめの例として長岡市の平成
ランプ会、３つめの例として広島に全体の事務局をもつ中国・地域づくり交流会がある。 
１つめは、発足（1995年）してから間もない組織であり、具体的な成果物はまだ少ないも
のの、仙台市から出向した職員研究員(5)だけでなく公募された非常勤の市民研究員を中心に
調査研究が行われており、地元の大学・企業等とも協力体制を築いている。仙台都市フォー
ラムの開催等、活動が活発化してきている4)5)。２つめは、長岡市の中心市街地に関し具体的
な提案を行っている組織である。３つめの組織は、中国地方の産・官・学・野の分野と行政
区域の垣根を越えた、横断的・広域的な人と情報の交流の場を謳い文句に設立された、行政
から独立した任意団体である。その活動はシンポジウムやイベントの開催、調査・研究活動、
情報の収集提供など、中国地方各地の事務局や部会を通して多岐にわたる活発な活動を行っ
ている。提言や成果物も数多くみられ、その提言が建設省（現 国土交通省）の「道の駅」誕
生のきっかけとなったことが知られている。このように、両者とも地元の関連主体とうまく
関わり合いながら、行政にも比較的影響を及ぼし、地域発案の視点からみて有効な活動を行
っている非行政組織であるといえる6)7)。 
アンケート調査結果によると、独自の計画策定や提案を行っている組織は財源従属・人材
独立や両面独立の行政との距離が比較的大きい組織が多いなど、活動内容は行政との距離に
関連があることが明らかになった。ヒアリング調査の対象組織は、表３－６に示すように、
財源面、人材面による各類型にあてはまる組織である。ヒアリング調査は、具体的な活動内
容やその成果、地域発案アプローチに関する意見について自由に意見交換をする形式で実施
した。 
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表３－６ ヒアリング対象組織の特性 
人材面 
財源面 
従属 独立 
従属 
仙台 SURF 
（２４） 
平成ランプ会 
（２） 
独立 
－ 
（０） 
中国交流会 
（６） 
（ ）内は該当する組織数、無記入４ 
 
(2)ヒアリング調査結果の概要 
ヒアリング調査結果を表３－７に整理した。中国交流会は、財源面・人材面共に行政から
距離をおいた組織であり、計画技術をもった専門家が、独自の計画策定・提案を行っている。
他の２組織の活動と比べると、道路に休憩施設等を設置する「道の駅」に関する全国で初め
ての提案や、路面電車路線計画や河川流域地域連携のような広域的な計画・提案が特徴的で
ある。地域発案型アプローチの５つの特色への適合性は、広域的な計画を策定していること
もあり、地元の実情の反映、計画プロセスの円滑性については適合していない計画・提案の
方が多いが、市民等からの受容性、上位計画への受容性については適合している。 
平成ランプ会は、人材面では行政から距離をおいた組織であり、都心の商店街で買物した
人に対し、バス回数券を提供する「お買物バス券」や駐車場の利用券を提供する「共通駐車
券」などの提案を、地元の商店街を対象地域とし、商店街関係者が独自に行っているところ
に特徴がある。地域発案型アプローチの５つの特色には全ての提案であてはまり、特に市民
に受け容れられやすい提案となっている。 
仙台 SURFは、財源面・人材面とも行政と密接に関係しながら、調査、研究を行っている。
設立されたのが 1995年と比較的新しい組織であることもあり、独自の計画策定・提案をする
までには至っていない。 
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表３－７ ヒアリング調査結果の概要 
 
中国・地域づくり交流会 
（1990 年設立） 
平成ランプ会 
（1992 年設立） 
仙台都市総合研究機構 
（1995 年設立） 
財源面 
独立：個人会員・法人会
員の会費で運営 
従属：市の出資金と会費で
運営 
従属：市の出資金で運営 
 
?
?
?
?
?
?
 人材面 
独立：独自採用の正職員
（事務系）、非常勤
の専門家 
独立：会員（商店街関係者）
が自主的に活動 
従属：行政からの出向者
(事務系、専門職系)、非常
勤の専門家 
活動方法 
・各地域、各分野にわた
る部会における調査、研
究 
・４つの部会による勉強
会、検討会 
・研究スタッフによるテー
マ毎の調査、研究 
活動対象地域 
・広島県、近隣県、中国
四国地方 
・長岡市中心市街地 ・仙台市 
?
?
?
?
 
主な提案の内容 
・路面電車路線計画の独
自の提案 
・「道の駅」の提案 
・河川流域地域連携に関す
る提言 
・中心市街地におけるお買
物バス券、共通駐車券の
提案 
・厚生会館前広場活用計画
の提案 
・市民のアメニティ意識、
市の産業構造、官民のパ
ートナーシップに関す
る調査、研究 
提案の行政への影響力※１ 中 中 小 
独自の計画策定・提案の有無 
※１ 
あり あり なし※２ 
①地元の実情の反映 △ ○ － 
②市民等からの受容
性 
○ ◎ － 
③計画プロセスの円
滑性 
△ ○ － 
④不確実な状況への
対応性 
わからない ○ － 
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
 
⑤上位計画への受容
性 
○ ○ － 
※１：ヒアリング対象組織による判断によるものである。地域発案の視点からみた適合性については、ほとんど
あてはまる（◎）、あてはまる方が多い（○）、あまりあてはまらない（△）とした。 
※２：独自の計画策定・提案が無い場合には、地域発案の視点については質問していない 
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(3)地域発案型アプローチの視点からみた分析 
財源面・人材面からみた行政との距離と活動の結果である提案・成果物の影響力の関係を、
地域発案型アプローチの視点から分析する。分析の手順は次のとおりである。 
a)行政との距離と独自の計画、提案の関係を把握する。 
b)独自の提案内容と地域発案型アプローチの５つの特色との対応を把握する。 
c)上の a)、b)より行政との距離と地域発案型アプローチの５つの特色との関連性を分析する。 
a)行政との距離と提案内容 
中国交流会は財源面、人材面とも行政との距離は大きく、平成ランプ会は財政面では従属
であるが人材面では独立している組織であり、いずれも独自の計画策定・提案がみられる。
一方、仙台SURFは、財源面、人材面ともに行政との距離は小さく、独自の計画策定や提案は
みられない。仙台SURFは設立年が新しいため、今後も動向を見守る必要があることを考慮す
る必要があるが、以上より、行政との距離を保った組織において独自の提案がみられると判
断できる。 
b)提案内容と地域発案の視点 
中国交流会の広域的な計画は、①地元の実情の反映、②市民等からの受容性、③計画プロ
セスの円滑性については、平成ランプ会の地元の商店街を中心とした計画に比べ、地域発案
型アプローチの視点に合致しない。これは、より広域的な計画になることにより、計画に関
連する主体数や関係者数が多くなり、地元の実情を反映したり計画を円滑に進めることが難
しくなることによると考えられる。 
c)行政との距離と地域発案の視点 
a)、b)より、財源面・人材面で行政との距離を保った組織において独自の計画の提案がなさ
れ、より狭域の計画において地域発案型アプローチの５つの特色がみられるが、広域的な計
画においても地域発案型アプローチの特色はみられると判断できる。 
 
(4)海外事例との比較による我が国の非行政組織の位置づけ 
３－１の非行政組織の役割に関する分析において、海外の非行政組織では、地域発案型ア
プローチにより計画を提案し、行政の計画に強い影響力を与えている組織がみられ、そのよ
うな事例として、IPPUC（ブラジル・クリチバ市）やRPA（アメリカ・ニューヨーク都市圏）
をあげた。IPPUCは専門的なスタッフを独自に調達しているため人材面では独立であるが、
市マスタープラン策定等の委託業務を行っているため財源面では行政に従属している。RPA
は行政からの距離の大きい組織であり、行政に先駆けて市民の賛同をいち早くとりつけ、都
市圏マスタープランを提案したことで著名な組織である。３－１の非行政組織の役割に関す
る分析においては、行政との距離と提案・成果物との間には関連があり、非行政組織が機能
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するためには、社会的背景や法制度の違いによって行政と適切に関わることが重要であると
結論づけた。ここでは、地域発案型の計画・提案のみられる海外組織事例と比較することに
より、我が国の非行政組織が機能するための条件について考察する。 
ヒアリング調査を実施した我が国の３つの非行政組織と海外の上記２事例、行政との距離
と独自の計画・提案の対象、および提案・成果物の行政への影響力と独自の計画・提案の対
象の２軸上に配置し、行政との距離が独自の提案内容や行政計画へ及ぼす影響を分析する（図
３－７）。 
行政との距離と独自の計画・提案の対象の関係を図３－８上に示した。図中では、財源面・
人材面で行政から独立を行政との距離：大、財源面で従属・人材面で独立を行政との距離：
中、財源面・人材面で従属を行政との距離：小とした。我が国の行政との距離が異なる３事
例については、仙台 SURF は主に市レベル、平成ランプ会は地区レベル、中国交流会は都市
圏レベルから地区レベルまで対象とするなど様々である。一方、海外事例をみると、行政と
の距離の異なる IPPUC、RPAのいずれも都市圏レベルから地区レベルまで対象としている。 
次に、独自の計画・提案の対象と計画・提案の行政への影響力の関係をみると（図３－８
下）、我が国の３事例については、行政との距離：小の仙台 SURFよりも距離：大の中国交流
会、距離：中の平成ランプ会の方が行政への影響力の大きい計画を提案し、より行政との距
離の大きい中国交流会の方が広域的な計画についても行政への影響力の大きい計画を提案し
ている。海外の２事例については、IPPUC、RPA のいずれも都市圏レベルから地区レベルま
で影響力の大きい計画を提案している。 
中国交流会の方が平成ランプ会よりも広域の計画を提案しているのは、行政との距離が高
いこととともに、都市計画に関し視野の広い専門家を擁していることが要因として考えられ
る。また、海外の２事例の方が行政への影響力が高いのは、IPPUCについては、独自の計画・
提案の実績により、市民や行政の信頼を得ていることが要因と考えられる。RPAについては、
情報媒体等を用いて、計画や提案が行政に受け容れられるより先に、市民の賛同を得る独自
の手法によると考えられる。 
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図３－７ ヒアリング対象組織
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３－８ 独自の計画・提案の対
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3-2-4．行政との距離に着目した非行政組織の成立性に関する分析 
 
本節では、アンケート調査により非行政組織の行政との距離、活動内容について把握し、
また、ヒアリング調査を通じ、行政との距離と活動内容の関係を、地域発案型アプローチの
担い手として機能する条件に照らして分析した。本節の結論は次のとおりである。 
 
(1)地域発案型アプローチの視点からみた非行政組織の特性 
我が国の非行政組織の活動内容を、行政との距離との関係でみると、独自の提案を行って
いる組織は行政との距離を保っている傾向（行政との距離：中あるいは大）がある。行政と
の距離を財源面、人材面に分けてみると、財源面で行政に従属の組織であっても、人材面で
地域に根ざし広い視野をもった専門家の参画により、地域発案型アプローチの特色である、
市民に受け容れられやすい計画を策定し、行政計画への影響力も大きい。 
計画の対象地域は地区レベルなど狭域を対象とする方が地域発案型アプローチの５つの特
色が強くみられるが、都市レベルなどの広域の計画においても特色はみられる。広域的な計
画は関係する主体数や関係者数が多くなり、地元の実情を反映した計画を円滑にすすめるこ
とが難しくなると考えられるが、専門的な視野をもった人材が組織に存在することにより、
策定された計画・提案が行政計画へ大きな影響を及ぼす組織がみられる。 
 
(2)地域発案からみた我が国の非行政組織が機能する条件に関する分析 
我が国において非行政組織が地域発案の担い手として成立・機能するためには、海外事例
との比較において、次の条件があげられる。 
先ず、行政との距離については、財源面、人材面で行政からある程度独立し、独自の計画
策定・提案を行っていくことが有効である。財源面で独立するためには、特定非営利活動促
進法を活用したり、中国交流会にみられるように活動に賛同する市民や法人からの会費を確
保することが考えられる。人材面で独立するためには、地域に根ざした広い視野をもつ専門
家の確保が考えられる。特に我が国の事例をみると、人材面で独立することにより行政計画
への影響力の大きい組織が存在することに着目すべきである。 
次に、今後も非行政組織が地域からの独自の計画策定・提案を行うことにより実績を積み、
市民や行政の信頼を得ていくことが必要である。これにより、財源面では市民や法人の賛同
を得やすくなるとともに、人材面でも、市民の都市計画に関する問題の認識や解決手法の普
及につながると考えられる。 
３つめに、我が国において非行政組織が活動できる環境を整備していくために、行政がま
ちづくり情報センター等の設立を進めるとともに、地域が能動的に発案した計画や提案をと
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りあげるプロセスを確立することが必要であろう。これにより、都市計画の全ての分野では
ないが、比較的狭域の計画や広域の計画の一部において、地域発案型アプローチの特色であ
る、地元の実情を反映し、市民等の関係主体に受け容れられやすい計画を策定でき、計画プ
ロセスも円滑に進むことが期待できる。 
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３－３．活動状況に着目した非行政組織の成立性に関する分析 
 
 
本節においては、我が国の非行政組織について活動状況に着目し分析し、地域発案型アプ
ローチの担い手としての非行政組織の成立性について明らかにすることとする。 
 
 
3-3-1．分析の前提 
 
地方都市に存在した路面電車が1960～70年代には次々と廃止され、それ以降も不採算路線
の縮小を余儀なくされてきた12)。また、地方鉄道においても廃止などが多数みられ13)、国鉄の
分割民営化以降、廃止あるいは廃止検討中の路線が相次いでいる14)。 
その一方で、1997年には都市計画中央審議会から、公共交通を都市において欠かすことの
できない「都市の装置」として位置づけることが答申された15)。また、路面電車については、
建設省の都市交通改善事業の拡充(1995)、路面電車走行空間改善事業の創設(1997)などの支援
策が充実してきており、都市交通における鉄道・軌道（以下、鉄軌道）への期待は高まって
きていると考えられる。 
1999年に鉄道事業法の一部改正が公布され、鉄道事業の廃止については免許制から事前許
可制に改められた。これにより、廃止後の交通利便の確保について関係自治体の意見を聴取
した上で、廃止の決定は事業者に委ねられることとなった。しかし、1972年に廃止の意向を
示した一畑電鉄においては、沿線自治体が支援する一畑電車沿線地域対策協議会が設立され、
存続の途が模索され続けている16)。JR可部線においても、沿線自治体を中心に可部対策協議
会が設立され、存続に向けた活動が展開されている17)。このように、鉄軌道の存廃は交通事
業者の意思表明以降においても、沿線自治体や市民との関連において存廃を論議する時期が
存在していることがわかる。 
鉄軌道の存廃に関しては、廃線の詳細な記録がなされ13)、全国の路面電車の成立過程と存
廃について網羅的に研究18)されているが、事業者が廃止の意思表明をしたあと、地元でどの
ような存続への動きがあり、廃止あるいは存続に至ったかについて分析された研究はみられ
ない。また、沿線の土地利用や交通整備状況等の路線の特性に着目した研究もみられない。 
 本節では、以下の2つの視点に基づき、地方都市における鉄軌道の存廃をめぐる、非行政
組織と関係主体の関わり・活動状況に着目し、地域発案型アプローチの担い手としての非行
政組織の成立性について分析することを目的とする。 
①事業者が廃止の意思を表明した時点から存続あるいは廃止に至るまでの関連主体間の関
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わり・非行政組織の活動状況を分析し、地域発案型アプローチの評価を行う（視点１）。 
②地域発案型アプローチの評価を行うにあたり前提となる、路線の特性として沿線の土地
利用・交通施設整備状況を取り上げ、存廃との関連を分析する（視点２）。 
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3-3-2．分析対象と分析方法 
 
(1)分析対象 
a)分析対象の設定 
本節では、都市交通として機能している地方都市の鉄軌道を対象とし、事業者が廃止の意
思を表明し、それ以降、沿線自治体等との協議を通じ存続、廃止が決定した事例から選択す
る。なお、本節においては、沿線自治体等との協議後における決定を存続決定・廃止決定と
呼ぶこととする。 
本節では、①近年の事例であること、②都市特性が類似していること、を条件に次の 2 事
例を選択した。１つめは第三セクター化により存続が決まった加越能鉄道高岡軌道線・新湊
港線（愛称、万葉線）、２つめは 1999年 4月に廃止された新潟交通電車線（以下、新潟交通）
である。概要を表３－８に示す。万葉線は非行政組織の活動が活発であり地域発案型アプロ
ーチの定義に合致する事例、新潟交通は非行政の活動が不活発であり地域発案型アプローチ
の定義に合致しないな事例である。 
 
表３－８ 分析対象 
 万葉線 新潟交通 
区間 高岡駅前－越の潟 
(軌道：高岡駅前－六渡寺、鉄道：
六渡寺－越の潟) 
東関谷－月潟(鉄道) 
延長 12.8km 21.6km 
駅数 24 19 
所要時間 約 42分 約 45 分 
?
?
?
?
?
?
 
運行本数 135 本(上下計) 46 本(上下計) 
事業者廃止表明 1998. 1 1997. 4 
存廃決定 2000.12（存続決定） 1998. 6(廃止決定) 
沿線市町村 母都市：高岡市 
その他：新湊市 
母都市：新潟市 
その他：白根市、黒埼町、味方村、
潟東村、月潟村、中之口村 
人口(1995 年) 母都市：17.4 万人 
その他： 3.8 万人 
母都市：49.5 万人 
その他： 8.4 万人 
注：サービス水準は、事業者が廃止表明をした時点 
 
b)利用状況 
対象路線の利用者数の推移をみると（次頁 図３－９）、万葉線は徐々に減少してきたが、新潟
交通は 1994年までに急激に減少しその後の減少は緩やかになっている。万葉線の利用者数の減少
が小さいのは、国の欠損補助制度や近代化補助制度を活用し、自治体が積極的に支援をしたことが
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原因として考えられる 19)20)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３－９ 利用者数の推移 
 
(2)分析方法 
(1)に示した 2つの視点に対応し分析する。 
a)計画主体間の関わり・活動状況（視点１） 
地域発案型アプローチからみた分析として、計画関連主体間の関わりの経緯を年表形式で
整理し、事例間での比較を行い、計画主体間の関わり、非行政組織の活動状況が及ぼした影
響を把握する。 
b)路線の特性（視点２） 
路線の特性として、沿線の土地利用（DID分布等）、交通施設整備状況（他の鉄道、道路等）
を整理し、事例間で比較する。 
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3-3-3．活動状況に着目した非行政組織に関するケーススタディ 
 
(1)関係主体間の関わり・活動状況（視点１） 
対象路線の経緯年表を表３－９、３－10 に整理し、関連主体間の関わり、非行政組織の活
動状況について比較分析をする。 
a)万葉線の経緯 19) 
1998年 1月に加越能鉄道が万葉線の廃止を表明した後、市民主導で RACDA高岡（路面電
車と都市の未来を考える会・高岡）がいち早く設立され、万葉線の再生計画を提案し、その
後も継続してフォーラム等を開催し市民への呼びかけを行った。県市は、万葉線検討会、万
葉線対策協議会を設立し、存続の方策を検討し始めた。さらに県市は、第三セクター化を前
提に経営改善計画を検討し、並行して両市は万葉線問題懇話会を設立し、市民の代表ととも
に存続のあり方を検討した。県は両市に対し、地元の支援（すなわち市民や地元経済界の費
用負担）の必要性を強調していた。加越能鉄道はこれら会議に出席し県市との情報交換を行
った。加越能鉄道と県市の協議のポイントは鉄軌道資産譲渡額であり、互いに譲歩すること
により合意し、存続が決定した。 
b)新潟交通の経緯 20) 
1997年 4月に新潟交通が廃止を表明した後、沿線 7市町村が新潟交通電車線存続対策協議
会を設立し、廃止撤回の要望書を新潟交通、陸運事務所、県へ提出した。沿線議会も同様に
決議書を提出した。協議会は、存続検討委員会を設立し、利用促進策を検討し提案書を新潟
交通に提出したが、効果は薄いとして存続は拒否された。その後、沿線市町村が赤字支援を
することを条件に一旦存続が決まったが、県へ財政支援を要請したところ協力が得られない
こととなり、廃止の決定に至った。 
c)比較分析 
2つの事例比較により、存続が決定した要因について整理した。 
①非行政組織が存続に向けた提案を示し、市民に対し継続的に呼びかけたことが、自治体
の活動に影響を及ぼし存続決定につながったと考えられる。 
②自治体が、事業者に存続を要望するだけではなく、利用促進策や支援方策を具体的に示
し実現性を担保したことで存続につながったと考えられる。 
③沿線市町村は、鉄軌道の利用促進策や支援方策の検討について、非行政組織と協働で取
り組んだことが重要である。また、県が検討のための技術的・人的支援を行い、市町村
とともにに取り組んでいくことで存続につながったと考えられる。 
④事業者と自治体が、利用促進策や支援方策の検討についての情報を交換したことにより、
存続につながった可能性があると考えられる。 
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表３－９ 経緯年表（万葉線）※ 
※：地元の新聞報道およびヒアリング 19)をもとに作成した。 
●：協議会、委員会等、○：意思表明、会議への参加等 
年／月 加越能鉄道 富山県 高岡市・新湊市 市民等 
98／01 
 
○廃止を表明   
04   ●RACDA 高岡設立 
08 ○万葉線検討会に参加 ●万葉線検討会を設置  
99／03 ○万葉線検討会に参加 ●万葉線検討会が中間報告  
10 ○万葉線対策協議会に参
加 
●万葉線対策協議会、経営改善計画（案）
を示す 
 
12  ●万葉線経営改善計画調査第 1 回検討会
開催 
●RACDA 高岡、再生計画を提案 
●RACDA 高岡、フォーラム開催 
00／01  ●万葉線経営改善計画調査第 2 回検討会
開催 
●RACDA 高岡、フォーラム開催
(3 回) 
02   ●RACDA 高岡、フォーラム開催
(5 回) 
03 ○鉄軌道資産譲渡に関す
る協議開始 
●万葉線経営改善計画調査第 3 回検討会
開催 
●RACDA 高岡、フォーラム開催
(2 回) 
04   ●RACDA 高岡、フォーラム開催
(3 回) 
05  ●シンポジウム開催（公共交通とまちづ
くり）  
●万葉線経営改善計画調査第 4 回検討会
開催 
●RACDA 高岡、フォーラム開催
(2 回) 
●万葉線対策協議会開催  
 ●第1回万葉線問題懇話会､万葉線について意見を聞
く会開催 
06 ○万葉線対策協議会に参
加 
○公示価格での資産譲渡
を主張   ●RACDA 高岡、フォーラム開催 
●第 2 回万葉線問題懇話会 
●万葉線問題懇話会・提言書起草委員会開催 
07 ○資産譲渡は公示価格に
こだわり続けないこと
を表明 
○帳簿価格を越え
る分は両市、地
元経済界が負担
すべきと説明 
 ●RACDA 高岡、フォーラム開催
(3 回) 
  ●RACDA 高岡：フォーラム開催
(2 回) 
08  
 ●第 3 回万葉線問題懇話会開催 
●第4回万葉線問題懇話会開催(第三セクターによる
存続を提言) 
09 ○譲渡価格を大幅に譲歩
する用意のあると表明 
○万葉線問題懇話
会提言には実現
方策が示されて
いないと指摘 
 ○新湊市連合婦人会：署名提
出 
●RACDA 高岡、フォーラム開催
(2 回) 
10 ●県、両市と協議（資産
譲渡額に関し合意せ
ず） 
●加越能鉄道と協議（資産譲渡額に関す
る合意得られず） 
●RACDA 高岡、フォーラム開催
(2 回) 
11 ●資産譲渡額を大幅譲歩
し合意 
●資産譲渡額を譲歩し合意 ●RACDA 高岡、フォーラム開催 
12  ●県議会、存続案
を評価 
●両市議会、県に存
続支援要請＝存
続決定 
●RACDA 高岡、フォーラム開催 
●RACDA 高岡、イベント開催 
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表３－10 経緯年表（新潟交通）※1 
年／月 新潟交通 新潟県 沿線市町村※2 市民等 
97／04 ○廃止を表明    
05   ●新潟交通電車線存続対策協議
会設立（以下、協議会） 
●沿線市町村長、新潟交通・陸運
事務所・県へ廃止撤回の要望書
を提出 
 
06    ○沿線商工会、存
続の要望書を
新潟交通に提
出 
07 ○第 2 回協議会に
参加 
○第 2 回協議会に
参加 
●沿線議会、新潟交通、陸運事務
所に存続の要望決議書を提出 
●第 2 回協議会開催 
 
08   ●協議会幹事会開催  
10   ●協議会が第 1 回存続検討委員
会開催（以下、委員会） 
 
11   ●第 2 回委員会開催  
12   ●第 3 回委員会開催、提案書報告  
98／01  
○協議会より提案
書を受領 
○協議会に参加 ●協議会開催 
●協議会、新潟交通に提案書を提
出 
 
02 ○廃止の方針を変
更（支援を条件に
存続） 
○協議会に参加 ●協議会開催（沿線市町村が赤字
支援をすることを条件に存続） 
 
03  ○沿線市町村より
財政支援要請を
受ける（支援は難
しい） 
○県に財政支援を要請  
06  ○協議会より財政
支援の要請を再
度受ける（支援は
無理） 
○協議会、県に財政支援を再度要
請 
●協議会開催＝廃止決定 
 
※1：地元の新聞報道およびヒアリング 20)をもとに作成した。 
※2：新潟市、白根市、黒埼町、味方村、潟東村、月潟村、中之口村 
●：協議会、委員会等、○：意思表明、会議への参加等 
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(2)路線の特性（視点２） 
路線の特性（表３－11、図３－10）と存廃の関連について比較分析を行う。先ず土地利用
をみると、万葉線が高岡駅と新湊市を結び、両都市間に連なる人口集中地区（DID）をサー
ビスしているのに対し、新潟交通は新潟市とその他の 6 市町村を結んでいるものの、DID 外
も多くサービスしている路線である。次に交通施設整備状況をみると、万葉線は JR高岡駅に
結節しているのに対し、新潟交通は起終点とも他の鉄道駅とは離れている。また、万葉線、
新潟交通とも並行する国道が整備されている。鉄軌道が廃止された場合の代替バス路線は、
いずれも鉄軌道に並行し、運行本数、バス停数も鉄軌道と同程度が計画されている。 
以上より、沿線の人口密度が高いこと、他の鉄道と結節しネットワークを形成しているこ
とが存続につながる要因であると考えられる。 
 
表３－11 路線の特性 
 万葉線 新潟交通 
沿線市町村 ・母都市：高岡市 
・その他：新湊市 
・母都市：新潟市 
・その他：白根市、黒埼町、味方
村、潟東村、月潟村、中之口村 
土地利用 
DID の分布 ・高岡市と新湊市の DID 内 ・新潟市と白根市の DID 内をサー
ビスしているものの、多くは
DID 外 
他の鉄道との位置
関係 
・JR 高岡駅に結節している ・他の鉄道には結節していない 
国道との位置関係 ・鉄軌道に沿った国道あり ・鉄軌道に沿った国道あり 
交通施設
整備状況 
廃止された場合の
代替バス計画 51)､52) 
・万葉線に沿った経路 
・万葉線とほぼ同じ運行本数 
・万葉線とほぼ同じバス停数(29
箇所) 
・新潟交通に沿った経路 
・新潟交通とほぼ同じ運行本数
（43 本、上下計） 
・新潟交通とほぼ同じバス停数 
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図３－10 路線の状況 
 -61- 
3-3-4．活動状況に着目した非行政組織の成立性に関する分析 
 
(1)活動状況に着目した非行政組織の成立性に関する分析 
地方都市の鉄軌道の存廃決定要因として、関係主体間の関わりと非行政組織の活動状況の
視点（視点１）からは、非行政組織が主体的に活動し、自治体が具体的な経営改善方策等を
検討し、市民等と協働で取り組むことが存続の要因と考えられることがわかった。また、路
線の特性（視点２）からみると、他の鉄道に結節し、沿線の人口密度が高いことが存続の要
因と考えられること明らかになった。本節の分析では、主体間の関わりと路線の特性のいず
れが要因として強いかは判断できないが、これら２つの要因は相互に関連があると考えられ
る。 
 
(2)地域発案型アプローチの評価 
地域発案型アプローチは、①地元の実情の反映、②市民等からの受容性、③プロセスの円
滑性、④不確実な状況への対応性、⑤上位計画への受容性の５つの特色をもつことを第２章
で示した。 
本節の２事例についてみると、万葉線においては、事業者の廃止表明後すぐに市民等の組
織が設立され、行政側も県・市が共同で経営改善策をまとめるなど、市民等の組織が能動的
に関わることにより地元の実情を反映し、その結果として市民等の関連主体に受け容れられ
ていると考えられる。新潟交通については、市民等の組織による主だった活動はみられず、
沿線市町村が事業者に対し存続を要望しており、①地元の実情の反映、②市民等からの受容
性については、万葉線の場合よりも弱いと考えられる。 
また、本節の事例では、③プロセスの円滑性、④不確実な状況への対応性、⑤上位計画へ
の受容性については確認できなかった。これは、事例が鉄軌道の存廃という、比較的短期間
に進む計画事例を扱ったためと考えられる。 
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【補注】 
(1)NGOの活動状況をインターネットのホームページでみると、ほとんどが海外における活動であ
る。また、我が国においては、NGOは「開発協力など国際的な活動を行う団体」として使われ
る場合が多い。 
(2)IPPUCは、参考文献8)によると、「IPPUCはクリチバ市の都市計画に関する実態分析や都市計画
体系の部分見直しのための基礎調査や提案を行う独立的な機関として機能しており、都市計画
分野での発言力は大きい」とされている。また、現地でのヒアリング調査10)によると、「市役所
とは独立し、市長と直結した半官半民の機関である。市が資金（6,500万$の2.5%）を出してIPPUC
に委託しているので…（略）…市役所には建築関係の部局はあるが、計画部門はない。…（略）
…（職員は）基本的には独自に募集を行っていた。最近は市を通して募集を行っているが、市
の職員の採用とは全く別の採用である。」とされている。 
(3)RPAは、19世紀末の都市美運動や当時顕在化しつつあったスラムや公害の問題、それらへの広
域的対応の必要性等を背景に、プランナーや大実業家が中心となって1920年代に設立された。
参考文献11)によると、「財源は主に大企業からの寄付金でまかない、人材はコンサルタントや
大学のプランナーが多く、行政職員は受け入れていない。」とされている。 
(4)まちづくり情報センターとは、46市町が参画する行政機関の任意団体であり、各自治体におけ
る情報センターの設立促進等をめざす協議会である。 
(5)仙台都市総合研究機構は、主務官庁の意向に左右され市民の意向を反映した活動ができなくな
ることを懸念し、社団法人や財団法人等の法人格をとらず、設立当初から任意団体として活動
している。そのため、仙台市職員は正式な出向としてではなく、仙台市に身分を残したまま仙
台都市総合研究機構に勤務している形態をとっている5)。 
 
 
【参考文献】 
1) (仮称)仙台都市総合研究機構設立準備プロジェクトチーム：(仮称)仙台都市総合研究機構設立に
向けての提言，1994 
2) 建設省中部地方建設局：平成7年度まちづくり情報検討調査業務委託報告書，1996 
3) NPOとまちづくり研究会：まちづくり読本③NPOとまちづくり―明日へジャンプ！まちをささ
える市民事業体―，㈲風土社，1997 
4) 仙台都市総合研究機構・SURF：仙台都市総合研究機構(Sendai Urban Research Forum)パンフレッ
ト，1997 
5) 仙台都市総合研究機構・SURFヒアリング資料，1997 
6) 中国・地域づくり交流会：交流便覧―中国・地域づくり交流会の素敵な使い方―，1996 
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7) 中国・地域づくり交流会ヒアリング資料，1997 
8) 例えば、中村文彦：クリチバ市の都市交通－公共輸送を軸とした持続可能な都市開発の方向性
－，pp.33-40，交通工学Vol.30 No.5，1995 
9) 例えば、日米大都市圏計画会議／METROPLEX：東京シンポジウム―ひらかれたまちづくりを
めざして―資料，1996 
10)(財)計量計画研究所：IPPUCヒアリング資料，1997.6 
11)(財)計量計画研究所：RPAヒアリング資料，1997.6 
12)RACDA（路面電車と都市の未来を考える会）編：路面電車とまちづくり，学芸出版社，p97～
105，1999.5 
13)宮脇俊三編：鉄道廃線跡を歩く，日本交通公社出版事業部，p164～191，1995.11 
14)朝日新聞（朝刊）：地方線 寂しき廃線ラッシュ，2001.6.29 
15)都市計画中央審議会：「安心で豊かな都市生活を過ごせる都市交通及び市街地の整備のあり方
並びにその推進方策は、いかにあるべきか」についての答申，1997.6.9 
16)いちばたネットワーク in 一畑電車：http://www.web-sanin.co.jp/or/ichibata/，2001.6.26 
17)小田豊隆：http://www5a.biglobe.ne.jp/~kabeline/（がんばろう可部線），2001.6.26 
18)松本崇・為国孝敏・中川三朗：わが国の都市における路面電車の成立とその存廃に関する一考
察，土木計画学研究・講演集，No.20(2)，pp731-734，1997.11 
19)(財)計量計画研究所：万葉線ヒアリング資料（富山県交通政策課），2001.6.18 
20)(財)計量計画研究所：新潟交通ヒアリング資料（新潟市都市計画課、新潟交通㈱経営企画室・
乗合バス部），2000.5.23 
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第４章 交通計画事例からみた地域発案型アプローチの評価 
 
 
近年、我が国では、パークアンドライド、トランジットモール等の交通計画案について社
会実験が数多く実施されている。一方で、交通円滑化のための NPO設立が促進される 1)など、
これまで行政主導で行われてきた交通計画に市民が関わることが期待されてきており、社会
実験を伴う交通計画においては、計画案の策定や有効性の検証の段階への市民の関わり方が
重要な視点になってきていると考えられる。 
社会実験は、計画案に関する市民の理解促進や合意形成を目的としている面があるが、実
験自体が中止になる場合や、実験後に計画の実施に結びついていない事例もみられる。現在
は行政主導で多数の社会実験が実施されているが、市民等の組織が社会実験に積極的な関わ
りをもつ事例もみられるようになってきた。今後は、行政と市民の組織の役割を明確に位置
づけ、社会実験を伴う交通計画を策定していくための課題について議論がなされるべきであ
ると考えられる。そこで、本章においては、社会実験を伴う交通計画を対象とし、地域発案
型アプローチ 2)について評価を行う（４－１）。 
さらに本章においては、本研究で扱ってきた計画事例を整理し、地域発案型アプローチに
より非行政組織が取り組んでいく計画種類、計画・提案の対象について分析する（４－２）。 
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４－１．社会実験を伴う交通計画事例からみた地域発案型アプローチの
評価 
 
4-1-1．関連する用語の整理と本研究との関連 
 
(1)本章における用語の整理 
a)社会実験の定義 
市民らによる計画プロセスへの関わり方に関する研究の中で、地域が計画を発案し実現を
図るプロセスを地域発案型アプローチとして位置づけ、事例分析を通して地域発案型アプロ
ーチの役割について分析を行ってきた 2)3)4)。本節においては、社会実験を伴う交通計画を対
象に地域発案型アプローチの評価を行う。 
社会実験の定義としては、太田ら 5)により「条件操作の困難な実社会に一定期間働きかけ
を行って仮説を検証するという目的をもち、同時に、事業の実現化のプロセスに何らかの形
で寄与することが期待される手続き」とされており、山崎ら 6)により「事業や施策の本格実
施に先立ち、期間と地域を限定して、住民や企業・行政など関係主体が協力・参画し、既存
の枠にとらわれない新しい考えや新制度・新技術を試み、評価を行うこと」とされている。
本研究においては上記の 2 つの定義を考慮するとともに、本研究の視点である地域発案型ア
プローチおよび非行政組織の定義を加味し、社会実験を定義する。すなわち、地域発案型ア
プローチの特色である、計画プロセス上における、地域や非行政組織を含めた計画関連主体
との関わり強調し、「計画プロセスのある段階において、市民、企業、行政等の計画関連主体
が参加し、計画案を検証し、理解促進・合意形成を図るための、期間および地域を限定した
試み」と定義する。 
b)社会実験の目的 
社会実験の目的としては、太田ら 5)は①計画案の有効性を即地的に検証すること、②計画
案に対する住民・関係者の理解促進、③関係者からの意見収集（計画・設計へのフィードバ
ック）、④合意形成の促進をあげられており、山崎ら 6)は①実社会における施策案の有効性の
検証、②市民に対する施策案の体験的周知、③市民側からの意見表明とそれによる施策案修
正の機会提供、④それらの結果としての合意形成であるとしており、いずれにおいても同様
の趣旨の目的があげられ、市民の理解促進や合意形成が重視されていることがわかる。 
太田ら 5) 、山崎ら 6)は、住民参加の一手法としての社会実験を「住民参加型社会実験」と
して定義し、実験実施に対する住民等の取り組みの視点から、「行政主導型」と「地元主導型」 
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の 2 つに分類している。このように社会実験は、市民・住民との関わり方の程度が重要視さ
れているものと考えられる。 
 
(2)従来の研究と本章の関連 
a)従来の研究 
社会実験に関する既存研究としては、鎌倉市のパークアンドライド 8)、公共交通乗り継ぎ
システム 9)において、計画案の評価およびそれに基づく課題の考察がなされている。その他
にも、熊本市におけるパークアンドライド 10)、大津市中心部におけるパークアンドバスライ
ド 11)12)、奈良市中心部における駐車コントロール 13)など、数多くの研究が報告されている。
土木学会土木計画学研究においてもスペシャルセッション 14)が開催され、社会実験への関心
の高まりがうかがえる。これら報告されている研究の多くは計画案の効果の把握や課題の整
理に重点を置いている。 
家田・加藤 15)は交通計画における関係主体の交渉プロセスの比較研究を行っており、寺部・
屋井・関 16)17)は長期的・広域的な交通計画における市民参加意識やパブリックインボルブメ
ントに関し考察している。また、久保田ら 18)は地区交通計画における市民参加の役割につい
て考察し、社会実験の実施を提案している。NPOに着目したものとして、湯沢・折田・須田
の研究 19)があり、交通計画に限らず地域活性化対策に関し NPOの可能性と課題について考察
している。このように、交通計画分野においても市民との関わりに着目した研究がみられる
ようになってきている。 
本研究では、２－１の地域発案型アプローチの位置づけにおいて、地域発案型アプローチ
の考え方を、市民参加、合意形成、パブリックインボルブメントといった概念の中で整理し、
２－２の地域発案型アプローチの役割に関する提案において、典型的ないくつかの計画事例
について、計画プロセスにおける多主体の関わりを検証し、地域発案型アプローチの役割を
示した。３－１の非行政組織の役割に関する分析においては、地域発案型アプローチの視点
から、行政との関係やその成果物といった組織タイプの違いによる非行政組織の担う役割や
計画プロセスへの影響や課題について分析した 3)。更に、３－２の非行政組織の成立性に関
する分析においては、アンケート調査結果より我が国の非行政組織の活動特性について把握
し、ヒアリング調査をもとに地域発案型アプローチの担い手としての非行政組織の成立性に
ついて分析した 4)。これらの分析を通し、地域発案型アプローチは、必ずしも新しいアプロ
ーチとはいえないが、市民参加の一種であり、合意形成のために必要な方法論であり、広義
のパブリックインボルブメントの一要素といえることが示され、計画における地域発案型ア 
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プローチの有効性が明らかになった。さらに地域発案型アプローチの特色のみられる計画事
例において、非行政組織が重要な役割を担っていることが示された。 
b)本章の位置づけ 
従来の研究との関連における本章の位置づけは次のように整理される。第一に、社会実験
を扱った従来の研究が、主に計画案の定量的な評価に関するものであったのに対し、本章は
社会実験における地域との関わりに重点を置く。第二に、従来の研究が市民参加、合意形成、
パブリックインボルブメントといった概念の中で研究されているが、本章においては地域発
案型アプローチの枠組みの中で研究する。第三に、本研究の流れでみると、第３章が非行政
組織に着目した分析であったのに対し、本章では計画事例としての社会実験に着目する。 
本章においては、従来の研究における定量的な分析・評価による研究手法ではなく、社会
実験に関する定性的な情報を収集・整理し、地域発案型アプローチの概念の中で分析するも
のである。社会実験は近年数多く実施されているが、実験後に計画案の検討が継続され、具
体的な取り組みが続けられた事例は少ない。本研究により社会実験の目的である市民の理解
促進や合意形成を行い、本格的実施に移すための課題を整理することは意義が大きいものと
考える。 
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4-1-2．社会実験の動向と分析対象の設定 
 
(1)我が国における社会実験の動向 
我が国における社会実験は、1969 年の旭川市における買物公園に始まるとされており 20)、
実験内容は、JR旭川駅の北側、延長 1.0kmの道路におけるショッピングモール化であった 5)。
また、本格的な社会実験は、1980年に日立市で行われた交通渋滞緩和実験であるとされてお
り、住宅団地から工場への通勤直行バスの運行、パークアンドバスライドの実験が実施され
た 6)。 
近年では、1997年 6月の都市計画中央審議会答申 21)において、本格的な交通施設の整備や
運用の改善に先立ち、計画の導入効果の把握、関係者間のコンセンサスの形成等を図るため、
計画の有効性の一般的な検証や PR、デモンストレーションを目的とする「交通実験」、およ
び施策の実施を予定している箇所で住民、利用者等の意向の反映やよりよい施設整備、運用
の検討を行うために実施する施策の「試行」の導入を検討する必要があるとしている。同じ
1997年 6月の道路審議会建議 22)においても、期間を限定して実際に現地で試行し、評価を踏
まえて本格実施に移行すること（社会実験）を積極的に取り入れるべきであることが示され
ている。また、1998年 11月、1999年 11月の道路審議会の答申 23）、24)においても、社会実験
の積極的活用が引きつづき示されており、行政の側からも社会実験の積極的な実施が進めら
れているといえる。 
建設省道路局（現 国土交通省道路局）では、1999年度より社会実験の実施地域を公募し、
4～5地域を選定しその費用負担することにより、全国で実施される社会実験の支援を行って
いる 25)。公募する社会実験の代表的な計画メニューは、パークアンドライド、パークアンド
サイクルライド、HOVレーン、トランジットモール、ゾーンシステム、共同荷捌き施設、コ
ミュニティゾーンとされているように、道路整備等の大規模な施設整備を伴わない交通需要
マネジメント計画が中心である。1999年度は東京都世田谷区、神奈川県海老名市、神奈川県
鎌倉市、愛知県豊田市、大阪府大阪市、島根県松江市の 6地域が選定された。文献 25)による
と 6 地域の社会実験の評価としては、「他地域での類似施策の展開にも資する成果を得てお
ります。各地域では問題解決に向けて、引き続き取り組みが進められています」と建設省（現 
国土交通省）から公表されているが、以下に示す事例については必ずしもプロセスが円滑に
進行していないものもある。 
これら実験のうち、世田谷区で実施された生活道路へのミニバスの導入効果を検証する実
験の一部路線では、「十分な地域合意が得られないため、今年度内の実施は困難と判断し、建 
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設省の社会実験制度による各種実験実施につきましては、残念ながら中止」26)することとな
った。複数の社会実験を総合的に実施している鎌倉市は、1999年度にパークアンドライド社
会実験を実施し全国から注目を集め、2000年度においてもロードプライシング実験を実施す
る予定であったが、商業者らでつくる市民団体が市長宛に社会実験を中止するよう陳情書を
提出し、市側も「市民の理解が前提、実験を強行することはない」とし、交通実験の継続は
困難になっている 27)。以上より社会実験の実施にあたっては市民との関わり方が重要である
と考えられる。 
建設省土木研究所（現 国土交通省国土技術政策総合研究所）で作成された交通需要マネジ
メントのデータベースで「社会実験」をキーワードとして検索すると 43件が検出される 28)。
これら実験は本格的な実施には至っていないが、現在、実験結果を用い計画案の検討を行っ
ている状況にある。 
建設省都市局（現 国土交通省都市・地域整備局）においても、1998 年度には浜松市のト
ランジットモール実験、大津市のパークアンドバスライド実験の 2 件、1999 年度には 10 件
の交通需要マネジメント計画に街路交通調査費として補助が行われている 29)。また、建設省
都市局は 2000 年度より総合都市交通情報システム実験を都市再生交通拠点整備事業として
補助し、大阪市において、高齢者等が携帯端末を持ち端末からの経路案内情報を得て移動す
る実験やインターネットを活用した駐車場予約のための車両識別の実験が行われる 30)。 
我が国における社会実験の動向全般については伊豆原ら 20)により、1997年以降多くの社会
実験が実施され、1997年 17都市、1998年 37都市で行われていることが報告されている。実
験の目的としては、交通需要マネジメントを主とする「交通渋滞の緩和・道路交通の円滑化」
を目指すものが多く、次いで「公共交通の利便性の向上・利用促進」があり、その他、自転
車の効率的利用、物流の効率化、福祉サービスであるとしている。実験の体制としては、行
政組織が主体となって実施する場合が多いが、地元の住民や事業所（商工会議所、企業、交
通事業者、各種団体等）の参加が多くなっているとしている。 
一方、行政組織以外が発案主体となり社会実験が実施された事例も存在するが、全体を網
羅する資料は存在しないため、近年の 3 事例を示す。1 つめは、長岡市で実施された「お買
物バス券」の社会実験であり、長岡都心行バスの車内でお買物バス券引換券を配布し、引換
券を持参し 2,000 円以上の買物をした利用者にはお買物バス券を提供するというものである
31)、32)。この社会実験は、第３章の非行政組織に関する分析においても示したように、非行政
組織が計画案の発案主体となったこと、社会実験の検討と調整も非行政組織である平成ラン
プ会が行ったことに特色がある。2 つめも第３章において分析対象とした中国地方を中心に
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活動する非行政組織である中国・地域づくり交流会が発案したタウンモビリティ実験である。
実験内容は、電動スクーターや車椅子を高齢者や障害者に貸し出すことにより商店街での買
物等を支援するタウンモビリティ社会実験が、1996年以来実施され、1999年には広島市、2000
年には福山市、庄原市において電動スクーター・車椅子の貸し出しサービスが本格的に実施
された 33)34)。3つめは、同じく非行政組織であり岡山市で活動する RACDA（路面電車と都市
の未来を考える会）が計画案を発案した社会実験である。実験内容は、1998 年 11 月、1999
年 3 月に実施したトランジットモール実験 35) 、2000 年 5 月に実施したタウンモビリティ実
験、レンタサイクル実験・低床シャトルバス実験に合わせて実施された歩行者天国の実験 36)
である。これら 3 つの事例は、行政組織ではなく非行政組織が計画の発案主体となっている
点に特色がある。 
 
(2)分析対象とする社会実験の設定 
前節(1)の社会実験の動向から得られる知見を整理すると次のようになる。 
①我が国の本格的な社会実験は約 20年前から実施されており、近年は国の支援により、数
多くの社会実験が実施されている。 
②実験内容は、交通需要マネジメントなど大規模な施設整備の伴わない短期的に整備可能
な計画が主である。 
③発案主体は行政組織の場合が多いが、非行政組織が主体となって計画を発案している事
例もある。 
④社会実験自体が中止になった事例、実験後に継続して計画案の検討をしている事例、次
年度も継続して社会実験を予定している事例、本格的な実施に至った事例など、様々な
状況がある。 
以上より、本章で分析の対象とする社会実験を伴う交通計画を以下の方針で選定する。 
①近年実施された、交通需要マネジメント計画を主とする短期的な計画に関する社会実験
の中から、実験内容にバラエティをもたせ選定する。 
②地域発案型アプローチおよび非行政組織の役割について分析するため、行政との関わり
に着目し、行政組織が発案した事例と非行政組織が発案した事例に分けて選定する。 
以上の 2 つの方針に基づき、①実験内容の軸、②計画案の発案主体と行政との関わりの 2
つの軸により、分析対象となる社会実験を設定する。 
①実験内容の軸には、伊豆原ら 20)において収集された実験内容と事例数(1)を整理しており、
パークアンドライド等の交通機関の「乗り換え」に関する事例、循環・巡回バス等の「バス」
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に関する事例、歩車共存道路道路等の「徒歩・自転車等」に関する事例、「自動車」の管理や
制限に関する事例、時差出勤等の「時刻変更」に関する事例、「物流」の効率化に関する事例
の 6 つの区分に分類できる。事例数をみると、近年の環境問題、高齢社会への対応の必要性
等から、「乗り換え」、「バス」、「徒歩・二輪車等」の事例が多いと考えられる。②発案主体と
行政の関わりの軸については、行政組織と非行政組織の 2区分とした。 
以上の 2 つの軸を用い表４－１（次頁）を作成し、実験内容の区分別かつ行政組織・非行
政組織別に、最近 5 年間（1995 年以降）の事例から 1～3 事例を設定した。実験内容が「乗
り換え」であり発案主体が行政組織の事例が 3 であるのは、パークアンドライド、パークア
ンドバスライド、観光地でのパークアンドライド等のバラエティをもたせるためである。ま
た、実験内容が「乗り換え」で発案主体が非行政組織の事例はほとんど存在しないため設定
していない。これは、交通計画の規模が大きくなるため行政以外の組織からは発案されにく
いためと考えられる。以上より 8 事例を扱うこととし、うち計画の発案主体が行政組織のも
の 5 事例、非行政組織のもの 3 事例を分析対象とすることとした。すなわち、非行政組織の
発案した 3事例が地域発案型アプローチに該当する。 
実際の社会実験では、同時に複数の実験内容を実施する場合があるが、本研究では、表４
－１において分類したように１つの事例に対し、着目する１つの実験内容を分析することと
した。社会実験の実施費用をみると、発案主体が行政組織の 5事例（表４－１の a～e）につ
いては、ボランティアによる市民等の協力はあるものの、全て行政組織（国、自治体）の負
担である。発案主体が非行政組織の社会実験における行政組織の負担割合は、長岡市・お買
物バス券実験 10％、広島市・タウンモビリティ実験 100％、岡山市・歩行者天国実験 97％で
ある。以上より、ほとんどの事例において費用は行政組織が負担している。なお、長岡市・
お買物バス券実験の費用の 70％は商店、20％はバス事業者が負担した。詳しい実験内容は表
４－２（次々頁）に示した。 
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表４－１ 分析対象とする社会実験の設定 
①実験内容(1) ②発案主体の行政との関わり 
区分 内容 行政組織 非行政組織 
ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾗｲﾄﾞ(8) c)鎌倉市〈100%〉 
e)海老名市〈100％〉 
― 
乗り換え(30) 
ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾊﾞｽﾗｲﾄﾞ,ｻｲｸﾙｱﾝﾄﾞﾗｲﾄﾞ,ｷｽｱﾝﾄﾞ
ﾗｲﾄﾞ(22) 
a)日立市〈100％〉 ― 
バス(46) 循環･巡回･ﾙｰﾌﾟﾊﾞｽ,ｺﾐｭﾆﾃｨ･福祉ﾊﾞｽ,買
物ﾊﾞｽ(34) 
d)世田谷区〈100%〉 f)長岡市〈10%〉(2) 
 ｼｬﾄﾙﾊﾞｽ･快速ﾊﾞｽ(12) ― ― 
徒歩･自転車等
(16) 
歩車共存道路･ﾎﾞﾝｴﾙﾌ･ｺﾐｭﾆﾃｨ道路･ﾓｰﾙ
(7) 
b)浜松市〈100%〉 h)岡山市〈97%〉(3) 
 ﾚﾝﾀｻｲｸﾙ･自転車共同利用･ｻｲｸﾙﾄﾚｲﾝ(4) ― ― 
 ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ,低床式ﾊﾞｽ,ST ｻｰﾋﾞｽ(5) ― g)広島市〈100%〉 
自動車(11) 道路交通･駐車場案内･管理(3) ― ― 
 交通規制,道路構造改変(5) ― ― 
 ﾉｰｶｰﾃﾞｰ･ﾉｰﾏｲｶｰﾃﾞｰ･交通手段転換等(3) ― ― 
時刻変更(12) 時差出勤･ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑ(12) ― ― 
物流(8) 物流効率化(共同集配･宅配ﾊﾞｽ等)(8) ― ― 
（ ）内は事例数。a)～h)の事例は本調査で着目する実験内容により分類した（表４－２参照）。太枠は、分析対象とし
て選ぶ際の目安である。 
〈 〉内は、社会実験の実施費用のうちの行政組織の負担割合である。 
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表４－２ 分析対象とする社会実験事例 
都市名 実験名称  着目する実験内容 実験期間 発案主体
a)日立市 
(茨城県) 
日立ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞ
ﾊﾞｽﾗｲﾄﾞ試行実
験 28) 
ﾊ ﾟ ｰ ｸ ｱ ﾝ
ﾄﾞﾊﾞｽﾗｲ
ﾄﾞ 
・市中心部への通勤者を対象とした
高速バス利用のパークアンドバ
スライド 
1996 年 11
月 25～29 日
(5 日間) 
行政組織 
b)浜松市 
(静岡県) 
浜松市ﾄﾗﾝｼﾞｯﾄ
ﾓｰﾙ試行実験 20)，
28)，29) 
ﾄﾗﾝｼﾞｯﾄ
ﾓｰﾙ 
・中心市街地の鍛冶町通りのトラン
ジットモール化 
1999年3月
15～28 日(14
日間) 
行政組織 
c)鎌倉市 
(神奈川
県) 
鎌倉地域交通
円滑化総合実
験 25)，28) 
ﾊ ﾟ ｰ ｸ ｱ ﾝ
ﾄﾞﾗｲﾄﾞ 
・七里ヶ浜駐車場から江ノ島電鉄
へのパークアンドライド 
1999 年 11
月の土･日曜
日(8日間) 
行政組織 
d)世田谷
区 
(東京都) 
駅周辺交通の
円滑化と既存
住宅地へのﾊﾞｽ
導入実験 25)，28) 
ﾐﾆﾊﾞｽ ・生活道路へのミニバスの運行（南
北線，希望ヶ丘線の 2路線） 
1999 年 12 月
6日～2000年
1 月 31 日(57
日間) 
行政組織 
e)海老名
市 
(神奈川
県) 
海老名ｴｺ･ﾊﾟｰｸ
ｱﾝﾄﾞﾊﾞﾗｲﾄﾞｼｽﾃ
ﾑ実験 25)，28) 
ﾊ ﾟ ｰ ｸ ｱ ﾝ
ﾄﾞﾗｲﾄﾞ 
・共同利用の小型電気自動車を利
用したパークアンドライド 
2000 年 1 月
17日～3月31
日(75 日間) 
行政組織 
f)長岡市 
(新潟県) 
長岡市お買物
ﾊﾞｽ券の試行実
験 4)，31)，32) 
お 買 物
ﾊﾞｽ券 
・都心部商店街の買物客へのバス
券の配布 
1995 年 12 月
1～25 日(25
日間) 
非行政 
組織 
g)広島市 
(広島県) 
ﾀｳﾝﾓﾋﾞﾘﾃｨ実験
33)，34) 
ﾀｳﾝﾓﾋﾞﾘ
ﾃｨ 
・公園内で電動スクーターを貸し
出すタウンモビリティ実験 
1996 年 11 月
6 日～7 日(2
日間) 
非行政 
組織 
h)岡山市 
(岡山市) 
後楽園通り(鶴
見橋)における
歩行者天国実
験 35)，36) 
歩 行 者
天国 
・後楽園通りにおいて一般車両の
通行を規制し歩行者に開放する
歩行者天国の実験 
2000 年 5 月
21 日(日) 
非行政 
組織 
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4-1-3．社会実験を伴う交通計画事例に関するケーススタディ 
 
社会実験を伴う計画事例に関するケーススタディは、次の２つの視点で行う。 
①社会実験を伴う交通計画事例からみた地域発案型アプローチの評価を行う。 
②地域発案型アプローチからみた非行政組織の役割について分析する。 
 
(1)社会実験を伴う計画事例からみた地域発案型アプローチの評価 
a)分析方法 
地域発案型アプローチの特色は、①地元の実情の反映、②市民等からの受容性、③計画プ
ロセスの円滑性、④不確実な状況への対応性、⑤上位計画への受容性の 5 つであった。本節
においても、4-1-2において設定した社会実験事例について上記の 5つの特色から評価するこ
ととする。 
ただし、上記の地域発案型アプローチの特色は都市計画・交通計画一般を対象としたもの
であるため、本節においては、社会実験における特色として以下のように再整理する。 
①地元の実情を反映した計画案について社会実験を実施できる（以下「地元の実情の反映」）。 
②社会実験の計画案が市民から受け容れられ易い。すなわち、計画案に対する市民・利用
者の評価が高い（以下「市民・利用者からの受容性」）。 
③社会実験の企画から実施までのプロセスが円滑に進む（以下「実験プロセスの円滑性」）。 
④社会実験の計画案が市民・利用者に受容されることにより、社会実験の企画段階から実
施までのプロセス上における不確実な状況への対応性が高い（以下「不確実な状況への
対応性」）。 
⑤上位の意思決定での受容性が高まる。すなわち、地域において計画案に関する理解が得
られ、実験後の継続的・具体的検討が行われる（以下「検討の継続性・具体性）。 
b)ケーススタディ 
地域発案型アプローチの 5 つの特色と社会実験事例の適合性について考察する。社会実験
の成果については、実験の実施主体、利用者、周辺住民等の様々な立場があること、個々人
の捉え方も様々であることなどから、各実験を客観的に比較できる資料は存在しない。その
ため、本研究では、実験の実施主体側が公表した資料を整理し、統一した視点から事例間の
比較を行うこととした。実施主体が公表した資料とは、実施主体が開設しているインターネ
ットのホームページ、実施主体名で発表された資料、それらを集約した資料等とした。5 つ
の特色の適合度については、これら資料の記述を原則的に原文のまま用いるものとし、資料
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のみでは十分把握できない事項については補足的に当該の社会実験の関係者（実験の実施主
体側として活動した学識経験者、自治体、非行政組織、コンサルタント）へのヒアリング調
査を実施し把握し整理した 37)～39)、41)～44)、48)（次頁 表４－３）。 詳細は、補注に整理した。 
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表４－３ 地域発案型アプローチの特色への適合性(4) 
地域発案型アプローチの特色への適合性 
（○：適合する，－：どちらでもない，▲：適合しない） 
都市名 
着 目 す
る 実 験
内容 ①地元の実情
の反映 
②市民･利用者
からの受容性 
③実験プロセ
スの円滑性 
④不確実な状
況への対応性 
⑤検討の継続
性･具体性 
?
?
?
?
 
?
?
?
?
 
a)日立市 
(茨城県) 
ﾊﾟｰｸｱ ﾝ
ﾄﾞﾊﾞｽﾗｲ
ﾄﾞ 
○企業城下町
としての特性
を反映した実
験内容となっ
た(5) 
○利用者は快
適で便利とい
うｲﾒｰｼﾞをも
った(6) 
▲利用者以外
のｲﾒｰｼﾞ向上
は十分でなか
った(6) 
○実験に参加
する企業の協
力が得られ円
滑に進められ
た(7) 
－ 
▲社会実験後
の 検 討 の 継
続，具体的検
討は行われて
いない(8) 
?
?
 
?
?
?
?
 
b)浜松市 
(静岡県) 
ﾄﾗﾝｼﾞｯﾄ
ﾓｰﾙ 
○中心市街地
の賑わいを取
り戻すことが
要請されてい
る状況を反映
している(9) 
○来街者には
好評だった(10) 
▲沿道商店主
の一部から反
対の動きがあ
った(10) 
▲実験時の交
通円滑性、安
全性確保に関
する協議に時
間を要した(11) 
▲歩行者の安
全性確保のた
め実験設備を
変更すること
となった(12) 
○実験後も検
討が継続され
ている(13) 
?
?
 
?
?
?
?
 
c)鎌倉市 
(神奈川県) 
ﾊﾟｰｸｱ ﾝ
ﾄﾞﾗｲﾄﾞ 
○古都の特殊
性を反映した
実験内容とな
った(14) 
○利用者には
好評だった(15) 
▲地元商業
者から実験実
施の反対要望
が出された(15) 
○ 前 回 実 験
(1996 年)の経
験を踏まえて
実施できた(16) － 
▲次年度(2000
年度)実施予定
の社会実験は
中止された(17) 
〇検討は継
続されている
(17) 
?
?
 
?
?
?
?
 
〈南北線〉 
○鉄道不便地
域の特性を反
映している(18) 
 
○本格運行へ
の移行を望む
声が多い(19) 
 
○早期に地元
の理解が得ら
れた(20) 
－ 
 
○本格的に導
入された(22) 
d)世田谷区 
(東京都) 
ﾐﾆﾊﾞｽ 〈希望ヶ丘線〉 
○鉄道不便地
域の特性を反
映している(18) 
 
▲駅周辺居住
者の理解を得
られなかった
(19) 
 
▲社会実験実
施に至らなか
った(20) 
 
▲試乗会とし
ての実施もで
きなかった(21) 
 
○継続的に検
討する(22) 
?
?
 
?
?
?
?
 
e)海老名市 
(神奈川県) 
ﾊﾟｰｸｱ
ﾝﾄﾞﾗｲﾄﾞ 
○駅周辺の
通勤時の混雑
状況を反映し
ている(23) 
○参加希望
者が多く，市
民の関心は高
かった(24) 
－ － 
○本格実施を
想定し検討し
ている(25) 
?
?
 
?
?
?
?
 
f)長岡市 
(新潟県) 
お 買
物ﾊﾞｽ券 
○都心部で
の交通混雑状
況を反映した
実験内容であ
る(26) 
○利用意向が
高い(特に交
通弱者)(27) 
○新たな買物
客が創出され
た(27) 
○商店，交通
事業者も費用
負担し，円滑
に進んだ(28) 
－ 
○本格的に導
入された(28) 
?
?
 
?
?
?
?
?
 
g)広島市 
(広島県) 
ﾀｳﾝﾓﾋﾞﾘ
ﾃｨ 
○ｲﾍﾞﾝﾄに合
わせ中央公園
周辺での障害
者等のﾓﾋﾞﾘﾃｨ
を高めた(29) 
○実験後の利
用意向が高い
(30) 
○非行政組織
や関係機関が
協力し短期間
で準備した(31) 
－ 
○広島市･福
山市･庄原市
(実験地区と
は別地区)で
本格的に実施
された(32) 
?
?
 
?
?
?
?
?
 
h)岡山市 
(岡山市) 
歩 行 者
天国 
○混雑する観
光地区として
の特性を反映
している(33) 
○非常に多数
の利用者があ
った(34) 
○ｲﾍﾞﾝﾄと連
携し円滑に実
施された(35) － 
○恒常的な実
施あるいは観
光ｼｰｽﾞﾝの実
施を検討して
いる(36) 
?
?
 
?
?
?
?
?
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①地元の実情の反映については、社会実験を実施するに至った状況がいずれの社会実験に
ついても存在するため、適合度は高いと考えられる。②市民・利用者からの受容性では、行
政組織が発案主体の社会実験において適合度が低く、特に利用者以外からの受容性が低い傾
向にある。③実験プロセスの円滑性については、浜松市・トランジットモール実験では実験
時の交通円滑性、安全性確保に関する協議に時間を要し、秋期に予定されていた実験が翌年
の 3 月実施となった。世田谷区・ミニバス実験の希望ヶ丘線では、駅周辺居住者の理解を得
られず実験を実施できなかった。④不確実な状況への対応性については、社会実験が比較的
短期間に実施されるため、不確実な状況に立ち至る場合が少ないと考えられ十分な評価はで
きないが、安全性の確保のため歩行者帯のマーキングを行うこととなった浜松市・トランジ
ットモール実験、実験から試乗会に切り替えたが試乗会も実施されなかった世田谷区・ミニ
バス実験の希望ヶ丘線において適合性が低い。⑤検討の継続性・具体性については、日立市・
パークアンドバスライド実験については実験以後具体的な検討は行われておらず、鎌倉市・
パークアンドライド実験においては次年度（2000 年度）予定されていた実験が中止となり、
適合性が低いと考えられる。 
行政組織が発案主体の 5 事例についてみると、浜松市・トランジットモール実験は、沿道
商店主への事前の説明が不十分で実験への理解が得られないまま実施準備が先行したことや
交通管理者との事前の調整が十分に行われていなかったことに課題があると考えられる。鎌
倉市・パークアンドライド実験は、地元商業者の実験の趣旨や効果について十分理解が得ら
れなかったことが次年度予定の実験の中止につながったと考えられる。世田谷区・ミニバス
実験の南北線については、地域発案アプローチの特色を有しているが、希望ヶ丘線について
は駅周辺居住者への説明が不十分なまま実験準備のみが先行したことが、実験自体が中止に
なったと考えられる。海老名市・パークアンドライド実験は、朝夕の送迎車による駅周辺の
混雑の深刻さを地域の問題として市民が認識し、実験に対する関心が高まり、本格的な実施
に向けた検討が始まったと考えられる。 
次に、非行政組織が発案主体である 3事例についてみると、長岡市・お買物バス券実験は、
都心部へのアクセスに不便を感じている人に受け容れられ、地域である商店、交通事業者も
費用を負担することにより、本格的に導入されるに至ったと考えられる。広島市・タウンモ
ビリティ実験は、障害者等の交通弱者に受け容れられ、非行政組織や関係機関が協力するこ
とにより実験が円滑に行われ、本格的に導入されたと考えられる。岡山市・歩行者天国実験
は、非常に多数の利用者があったこと、他のイベントに合わせて実施したことにより市民や
来訪者に認知され、実験後の具体的検討につながっていると考えられる。 
 -79- 
以上より、行政組織が発案主体の社会実験は、非行政組織が発案主体である社会実験に比
べ、市民や沿道商店主等から受け容れられないこともあり、プロセスの円滑性も損なわれる
場合があると考えられる。また、市民からの反対などの不確実な状況への対応性が低い場合
がある。さらに、行政組織が発案主体の場合、実験や本格実施の中止など、検討の継続性・
具体性も低い場合がある。ただし、行政組織が発案主体であっても、世田谷区・ミニバス実
験や海老名市・パークアンドライド実験のように、計画案の必要性や内容が市民に受け容れ
られることにより、継続的な検討や本格的実施に至る場合もある。一方、非行政組織が発案
主体である社会実験は、地元の実情を反映し、市民・利用者からの受容性、実験プロセスの
円滑性、不確実な状況への対応性が高く、継続的・具体的検討につながる傾向がある。 
したがって、地域発案型アプローチの視点から社会実験をみると、先ず市民・利用者等に
受け容れられることにより、実験プロセスが円滑に進み、不確実な状況にも対応しやすく、
計画案検討の継続性・具体性が高まっている。この傾向を強めるためには、行政組織が発案
主体の場合には、地域の実情や必要性を反映した実験を策定し、地元の十分な理解を得るこ
とが必要であると考えられる。 
 
(2)非行政組織の役割に関する分析 
a)分析方法 
第３章では、非行政組織の行政との距離に着目し、非行政組織が地域発案型アプローチの
担い手として機能するためには、ある程度行政から独立し、独自の計画策定・提案を行って
いくことが必要であり、これにより計画への影響力をもつことができることを分析した。本
章においても、社会実験に関係する組織への行政関与と、社会実験に関する検討を継続的・
具体的していくための影響力との関連に着目し分析することとする。 
行政関与については、社会実験の発案主体、実験の推進・実施主体および構成団体を整理
した。社会実験に関する検討を継続的・具体的していくための影響力については、表４－３
の地域発案型アプローチの 5 つ目の特色である検討の継続性・具体性の内容をより詳細に記
述し、社会実験の実施結果および実験後の動向について整理した。以上を整理したものが表
４－４（次々頁）である。 
b)ケーススタディ 
日立市・パークアンドバスライド実験、浜松市・トランジットモール実験、鎌倉市・パー
クアンドライド実験、世田谷区・ミニバス実験、海老名市・パークアンドライド実験は、い
ずれも行政組織が発案主体となっている。実験の推進・実施主体は、学識経験者、国、都県、
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市、交通管理者、交通事業者等から構成される、行政が組織した協議会、委員会である。実
験結果および実験後の動向をみると、市民からの評価の高かった世田谷区・ミニバス実験の
南北バス路線は、2001年 6月に本格的な運行を開始し、海老名市・パークアンドライド実験
は市民からの評価も高く、次年度（2000年度）も継続して実施された。浜松市・トランジッ
トモール実験、鎌倉市・パークアンドライド実験、世田谷区・ミニバス実験の希望ヶ丘バス
路線においては計画案の検討を継続している。 
一方、長岡市・お買物バス券実験、広島市・タウンモビリティ実験、岡山市・歩行者天国
実験の発案主体は非行政組織である。実験の推進・実施主体は、長岡市・お買物バス券実験
では国、県、市を含む委員会、広島市・タウンモビリティ実験は非行政組織と建設省との共
同実施、岡山市・タウンモビリティ実験は国、県、市が後援する委員会となっており、実験
実施の段階になると、実験の実施費用、多くの関連主体との調整等が必要となるため、行政
組織が入り、実験が進められていると考えられる。実施結果および実験後の動向をみると、
長岡市・お買物バス券実験、広島市・タウンモビリティ実験は本格実施に移行し、岡山市・
歩行者天国実験も本格実施に向け継続的に活動している。 
以上より、行政組織が発案主体となり実験を推進・実施していく場合よりも、非行政組織
が発案主体となり行政組織を巻き込みながら実験を推進・実施していく場合の方が、実験後
に計画案の検討が継続され、具体的な取り組みが行われる傾向があることがわかる。この理
由は、表４－３に示した地域発案型アプローチの特色への適合性の高い、世田谷区・ミニバ
ス実験の南北線、海老名市・パークアンドライド実験、長岡市・お買物バス券実験、広島市・
タウンモビリティ実験、岡山市・歩行者天国実験の多くが非行政組織の発案であり、地域発
案型アプローチの特色を有することにより実験後に具体的な検討が継続されたためと考えら
れる。ただし、一般的に行政組織の検討は継続性があると考えられ、行政組織が発案主体の
社会実験においても検討が継続されている事例が多く、今後の動向を見守る必要がある。 
社会実験の目的については、4-1-1(1)で整理したように、計画案の検証、市民・住民の理解
促進、意見収集、合意形成であった。実験後にも市民・住民の理解を得、収集された意見に
よる計画案の検証、実験の継続、本格実施に向けた動きがより強くみられるのは、発案主体
が非行政組織の事例であった。これを地域発案型アプローチの特色と合わせて考察すると、
非行政組織が発案主体として活動することにより地域発案型アプローチの担い手として機能
し、社会実験の目的に合致した成果があげられる可能性があることが示された。 
 都市名 
着目する
実験内容 
発案
a)日立市 
(茨城県) 
ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞ
ﾊﾞｽﾗｲﾄﾞ 
行政
・建
陸工
所 
b)浜松市 
(静岡県) 
ﾄﾗﾝｼﾞｯﾄﾓ
ｰﾙ 
行政
・浜
c) 鎌倉市
( 神 奈 川
県) 
ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞ
ﾗｲﾄﾞ 
行政
・鎌
d) 世田谷
区 
(東京都) 
ﾐﾆﾊﾞｽ 行政
・世
e) 海老名
市 
( 神 奈 川
県) 
ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞ
ﾗｲﾄﾞ 
行政
・海
f)長岡市 
(新潟県) 
お買物ﾊﾞ
ｽ券 
非行
・平
会 4) 
g)広島市 
(広島県) 
ﾀｳﾝﾓﾋﾞﾘﾃ
ｨ 
非行
・中
づく
流会
h)岡山市 
(岡山市) 
歩行者天
国 
非行
・R
 表４－４ 行政関与と実施結果・実験後の動向 
主体 推進・実施主体および構成団体 実施結果および実験後の動向 
組織 
設省常
事事務
日立ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾊﾞｽﾗｲﾄﾞ試行実験推進協
議会 28) 
・学識経験者，国，県，市 
・交通管理者，交通事業者，大規模事
業所 
・実験による渋滞緩和効果が確認された
ものの、景気の低迷により事業所の協力
を得にくくなったことや、採算性がネッ
クとなり、具体的な検討、本格的な実施
は行われていない 37) 
組織 
松市 
浜松市中心市街地交通管理計画策定
協議会 20),28)  
・学識経験者，国，県，市 
・交通管理者，交通事業者，地元団体 
・実験による混雑緩和効果は確認できた
が、本格実施に向けては、沿道商店街の
合意が得られていないため、実験後も検
討が継続されている 38),46) 
組織 
倉市 
鎌倉地域交通計画研究会 28) 
・学識経験者，国，県，市 
・交通管理者，交通事業者，地元団体 
・2000年度に予定していたﾛｰﾄﾞﾌﾟﾗｲｼﾝｸﾞ
想定実験は、地元商業者から実験反対の
陳情書が提出され、中止となった 27) 
・研究会では、交通計画、社会実験につ
いて継続的に検討している 43),47) 
組織 
田谷区 
世田谷区南北交通社会実験実施検討 
協議会 28) 
・学識経験者，国，都，区 
・交通管理者，地元団体 
・南北ﾊﾞｽ路線：駅前の交通混雑に効果
があり、市民の評価も高く、区は本格的
な実施に向けた作業を進め、2001 年 6
月より本格的に実施された 39),47) 
・希望ヶ丘ﾊﾞｽ路線：環境悪化を懸念し
た住民の反対で実験実施に至らなかっ
たが、継続して検討している 26),47) 
組織 
老名市 
ｴｺ･ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾗｲﾄﾞ研究委員会 28) 
・学識経験者，国，県，市 
・交通管理者 
・実験は円滑に実施され、市民の関心も
高く、2000 年度も継続して実施された
25),41),47) 
政組織 
成ﾗﾝﾌﾟ
長岡市公共交通機関利用促進調査委
員会 32) 
・学識経験者，国，県，市 
・交通管理者，交通事業者，地元団体 
・利用者に好評であり、関係主体の協力
も得られ、1996 年 4 月から本格的に実
施された 32),42) 
政組織 
国･域
り交
4) 
中国・地域づくり交流会，建設省 34) ・広島市、福山市、庄原市において、1999
年 10 月からﾀｳﾝﾓﾋﾞﾘﾃｨｵﾌｨｽを開設し本
格的に実施している 34) 
政組織 
ACDA36) 
後楽園通り歩行者天国実行委員会 36) 
・地元団体 
・国，県，市，交通事業者，地元団
体(後援) 
・利用者から高い評価を得、鶴見橋の恒
常的な歩行者専用化、あるいは春秋の観
光ｼｰｽﾞﾝの歩行者天国化に向け、継続し
て活動している 36),48) -81- 
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4-1-4．社会実験を伴う交通計画事例からみた地域発案型アプローチの評
価 
 
(1)評価のまとめ 
本節では、社会実験を伴う計画事例からいた地域発案型アプローチの評価、ならびに社会
実験における非行政組織の役割について分析した。本節の目的に対応した知見は次のとおり
である。 
a)社会実験を伴う交通計画事例からみた地域発案型アプローチの評価 
近年、数多く実施されている社会実験をみると、非行政組織が発案した社会実験において、
地元の実情の反映、市民・利用者からの受容性、実験プロセスの円滑性、不確実な状況への
対応性、検討の継続性・具体性の 5 つの特色がみられ、社会実験を伴う交通計画においても
地域発案型アプローチの有効性が確認できた。また、行政組織が発案した場合であっても、
地元の実情を反映した実験を実施することにより、地域発案型アプローチの特色が現れるこ
とがわかった。 
b)地域発案型アプローチからみた非行政組織の役割 
社会実験の目的である計画案の検証、市民・住民の理解促進、意見収集、合意形成を行う
ために、非行政組織には実験の発案主体となり、行政組織を巻き込み実験を推進・実施して
いく役割があり、非行政組織が地域発案型アプローチの担い手として機能すると、計画案の
検討、実験の継続、本格実施につながる可能性が高まることが明らかになった。 
 
(2)地域発案型アプローチからみた社会実験を伴う交通計画の推進上の課題 
社会実験を伴う交通計画を推進するための課題として以下の項目を整理した。 
a)行政組織発案型の社会実験のあり方 
近年実施されている社会実験の多くは、行政組織が発案している。行政組織が発案した社
会実験であっても、地元の実情を十分反映したものであれば市民・住民に受け容れられ、地
域発案型アプローチの特色がみられる事例があった。そのためにも、今後は計画策定のでき
る限り初期段階から市民・住民を巻き込み、地元の実情を反映した社会実験を実施すること
が必要であろう。市民・住民が、交通問題の把握等の初期段階から参加することにより、地
域発案型の交通計画に近づいていくことになると考えられる。 
b)今後の非行政組織のあり方 
本研究で分析対象とした社会実験のうち、非行政組織が発案主体となった 3 事例は、お買
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物バス券実験、タウンモビリティ実験、歩行者天国実験であり、行政組織が発案主体となっ
た社会実験に比べ、計画範囲が狭くかつ大きな施設整備を伴わない計画案である。一方、行
政組織が発案主体の社会実験はパークアンドライド、トランジットモール等であり、比較的
大きな施設整備を伴うものである。海外においては３－１に示したように、広い視野に立脚
し計画提案を行う能力を有する非行政組織が存在する。我が国においてもより広い視野に立
った計画を提案する組織の成立が期待される。そのためには、特定非営利活動促進法による
NPO等の設置を市民が主体となって進めることが課題であろう。一方で、行政側からも計画
策定プロセスへの市民参加を積極的に進めること、そのための条例等の法整備を進めること
が望まれる。  
c)非行政組織と行政組織の役割分担の整理 
本研究においては地域発案型アプローチの視点から社会実験の評価を行ったが、行政組織
の発案による計画案は広域性・専門性が高い、計画関連主体が多いといった特徴があり、地
域発案型アプローチの特色からのみ評価されるべきものではないと考えられる。したがって、
広域的視野に立脚した専門性の高さや、関係主体間の調整などからの評価も必要であろう。 
今後も都市計画・交通計画における行政組織の役割は大きいと考えられる。より広域的な
計画、専門性の高い計画の場合は行政組織が発案し、非行政組織は計画プロセスの初期段階
から積極的に関わっていく、地域に根ざした計画の場合は非行政組織が発案し、行政組織が
それを取り上げ、計画関連主体間の調整を行い、実施するといった役割分担を整理する必要
があると考えられる。 
d)非行政組織の人材育成 
第３章において、地域発案型アプローチの担い手として非行政組織が機能するためには、
特に人材面で行政から独立することが重要であるとしている。本章において分析した非行政
組織を構成する人材についてみると、専門知識をもったコアメンバーに支えられている場合
が多く、今後は非行政組織における専門家の確保が課題になると考えられる。また、そのた
めには、行政側においても、情報の開示、参加機会の確保、計画技術に関する講習会の開催
等により、市民の計画に関する知識および技術向上に努めとともに、人材の受け皿として NPO
の基盤強化を進め、計画の専門家や学生の就職先としての魅力度を高めていくことも必要で
あろう。 
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４－２．地域発案型アプローチにより取り組む交通計画 
 
本研究を通じ分析をしてきた交通計画事例について、計画種類と独自の計画・提案の対象
２つの軸で整理すると表４－５のようになる。交通計画事例を通じ地域発案型アプローチの
特色のみられた計画種類は公共交通計画、交通需要マネジメント計画であった。また、独自
の計画・提案の対象は、地区レベル、都市レベルであり、地域発案型アプローチの特色の強
くみられたのは地区レベルの計画であった。この他にも、地区レベルの道路計画について、
コミュニティ道路等として事例があるものと考えられる。 
以上より、現状では、地域発案型アプローチの特色のみられる交通計画は、地区レベル、
都市レベルの公共交通計画、交通需要マネジメント計画であり、非行政組織は、当面はこの
範囲で実績を積み市民の信頼を得ていくことが必要である。 
今後の取り組みとしては次の２つの方向性が考えられる。まず１つめは、地区レベル、都
市レベルのマスタープランや道路計画を計画・提案の対象にしていく方向性（表４－５の①）
である。２つめは、計画・提案の対象を都市圏レベルに広げていく方向性（表４－５の②）
の方向性である。 
①の取り組みについては、現況において地域発案型アプローチのみられる地域の広がりの
中で他の計画種類の事例を充実させる方向性であり、既に事例のみられるものもあるため、
今後、計画事例が増加していくものと考えられる。②の取り組みは、計画の対象範囲を拡大
するため、より高い専門性が求められると考えられる。この方向性について、すぐに着手で
きるものではないが、組織の強化と人材の確保とともに、実績をつみながら徐々に進めてい
くべきであると考えられる。 
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表４－５ 地域発案型アプローチにより取り組む交通計画 
独自の計画・提案の対象  
地区レベル 都市レベル 都市圏レベル 
マスタープラン 
 
   
道路計画 
 
   
公共交通計画 ◎地区内バス輸送
計画 
○都市ﾓﾉﾚｰﾙ計画 
○鉄軌道計画 
○ミニバス計画 
 
?
?
?
?
 交通需要マネジ
メント 
○ﾄﾗﾝｼﾞｯﾄﾓｰﾙ計画 
◎お買物ﾊﾞｽ券計画 
◎ﾀｳﾝﾓﾋﾞﾘﾃｨ計画 
◎歩行者天国計画 
○ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾗｲﾄﾞ 
○ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾊﾞｽﾗｲﾄﾞ 
 
◎：地域発案型アプローチの特色が強くみられた事例 
 
今後の 
取り組み
今後の 
取 り 組 み
当面の 
取り組み
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【補注】 
(1)文献20)による社会実験の事例は、(財)豊田都市交通研究所のアンケート調査（1999年3月実施）、
新聞、機関紙、学会誌、論文、インターネットホームページ等により収集したものである。 
(2)実験実施時の費用負担は、商店街約 70％、バス事業者約 20％、運輸省約 10％である 32)。 
(3)実験の実施主体へのヒアリング調査によると、支出約 290万円、収入は国、県、市よりより約
280万円、企業からの協賛金約 10万円であった 44)。 
(4) 本研究では、実験の実施主体側が公表した資料を整理し、統一した視点から事例間の比較を行
うこととした。実施主体が公表した資料とは、実施主体が開設しているインターネットのホー
ムページ、実施主体名で発表された資料、それらを集約した資料等とした。5 つの特色の適合
度については、これら資料の記述を原則的に原文のまま用いるものとし、資料のみでは十分把
握できない事項については補足的に当該の社会実験の関係者（実験の実施主体側として活動し
た学識経験者、自治体、非行政組織、コンサルタント）へのヒアリング調査を実施し把握し整
理した 37)～39)、41)～44)。 
(5)日立市は㈱日立製作所の企業城下町であり、通勤時刻、通勤先が集中していることからパーク
アンドバスライド施策を導入する地域としては適切と判断されていた 37)。 
(6)実験時に実施されたアンケート調査によると、参加者の評価は「定時性」、「運行時間帯」、「快
適性」等に満足との回答が 9 割前後、自由意見を総合すると、快適で便利な交通手段であると
のイメージを抱いたものとうかがえた 28)。一方で、実験不参加者のイメージ向上は必ずしも十
分でなかったとされた 28)。 
(7)社員への実験モニターの募集、モニターへの交通実態調査・アンケート調査の実施、調査委員
会への参加について協力を受けた 37)。 
(8)実験後、社員の大幅な人員削減が実施されるなど事業者の経営状況が大きく変化することによ
り、交通渋滞解消を目的としたパークアンドバスライドへの必要性に関する認識が変化した 37)。 
(9)中心市街地を再生し賑わいを取り戻すためには、買物客等の利便性や安全性に配慮した歩行者
空間の整備や中心市街地の魅力づくり等、新しい時代に合った都市環境づくりが急務とされて
いた 29)。 
(10)トランジットモールに対する評価は、相対的に来街者が高く、地域住民・商店街では低かった。
地域住民や商店街は単に否定的なのではなく、「道路混雑がひどくて迷惑した」という意見が多
かった 45)。 
(11)1997年度より地元商店街、自治会との協議が始まり、1998年度より警察、駐車場組合、タク
シー協会等との協議が始まった 45)。当初は 1998年秋の実施を予定していたが、協議に時間を要
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し 1999年 3月の実施となった 38)。 
(12)実験実施時の交通規制について警察との協議に期間を要したとともに、実験設備についても歩
行者帯をカラーリングするようにとの要請を受け、実験間際に計画を変更した 38)。 
(13)2002 年 3 月より「鍛冶町どおりワークショップ」が開催され、実験が実施された鍛冶町通り
の道路空間の使い方についてグループワークを行い、ワークショップとしての提案を行う予定
である 46)。 
(14)観光拠点が数多く立地する鎌倉地域では、周囲を山と海に囲まれた市街地に、休日に多くの観
光客が来訪し道路混雑を引き起こす。古都の特殊性から、新たな道路建設などによる問題解決
は非常に困難であった 25)。 
(15)約 9割の利用者から概ね高い評価を受けた。定常的な混雑区間である１３４号の混雑を避け鉄
道で中心部に行けたこと、複数人乗車の場合優待チケットに割安感があること等が評価された
と考えられる。一方で、商業者等から｢観光客の減少につながる｣として実験実施に関する反対
要望が出されており、意見交換を継続する必要があるとされた 25)。 
(16)本研究で着目した 1999年 11月のパークアンドライド実験以前にも、1996年 11月にパークア
ンドライド、パークアンドバスライド実験が実施され、駐車場への入庫時の右折対応等の問題
点が提起された 28)。 
(17)商業者らでつくる市民団体が、2000 年度に実施を予定していたロードプライシング実験をや
めるよう陳情書を提出し、市側も「市民の理解が前提。実験を強行することはない」と回答し
た 27)。市は研究会で検討は続けるものの、2000年度の社会実験は中止となった 43),47)。 
(18)世田谷区では、区内の公共交通不便地域解消と不足する南北交通の充実を目指し、3本の新規
バス路線を検討してきた。1998年度には 1路線は導入したものの、他の 2路線は歩行者の安全
や周辺環境の悪化などの問題点あり、道路環境などへの影響を最小にするためにミニバスの運
行を計画していた。社会実験は住民の合意形成等への影響を期待し実施された 28)。 
(19)南北線については電話、手紙等で、直ちに本格運行への移行を望む声が多く寄せられた。一方、
希望ヶ丘線については、駅周辺居住者を中心とした地元住民から、社会実験についての理解が
得られなかった 28)。 
(20)1999年 10月に社会実験の実施についての説明会が開催され、路線導入を希望する意見、交通
安全上実験実施に反対の意見など様々な意見を受け、地域の合意調整得てから実験を実施する
こととなった 40)。その結果、希望ヶ丘線については、「十分な地域合意が得られないため、今年
度内の実施は困難と判断し、建設省の社会実験制度による各種実験実施につきましては、残念
ながら中止することといたします」と発表された 25),26)。 
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(21)世田谷区は、ミニバスの試乗会として実施することを検討し提案したが、「試乗会といえども
実験（運行）を前提としたもの、道路の状況は分かっているので必要ない」との意見が出され、
実現しなかった 26)。 
(22)1999 年 12 月の社会実験後、南北線については本格的な導入に向けた作業が続けられ、2001
年 6月より本格的に実施された。１日に 40本運行され、利用者に好評を得ている 39),47)。一方、
希望ヶ丘線については、引き続き検討するとしている 26),47)。 
(23)海老名駅周辺、特に駅前広場に向かう道路では大量のキスアンドライド車両が集中し、交通混
雑が深刻化している。また、海老名駅周辺ではまちづくりの視点から土地利用の高度化を進め
ており、朝夕の混雑緩和に必要なパークアンドライド駐車場の確保が困難であった 25)。 
(24)市民の関心は高く、モニター募集時には 10 人の枠に 50 名が応募し、市民の関心は高かった
25)。 
(25)2000 年度も継続して実験が実施され、本格実施に向けた組織づくりを検討している。また、
共同利用については、イグレス利用等の検討について、他地域（藤沢市）で展開していく予定
である 25),41),47)。 
(26)居住地や主要な施設の郊外化により、自動車による移動に依存した生活が浸透しており、道路
交通混雑等の問題を引き起こしていた。このような状況を背景に、①都心地区アクセス交通の
バス利用促進、②交通弱者の交通利便性の向上、③都心地区の商業施設への集客の増加と徒歩
交通増加による賑わいの増進、の３点が課題となっていた 32)。 
(27)実験時に実施されたアンケート調査によると、女性や 50才以上の年輩者、自由に使える自動
車を持たない人の割合が多くなっていた。実験期間中に 2日以上利用した人が 3割を占めてい
た。また、新たなバス需要の喚起や、自動車かの転換、新たな買物客の創出がみられた 32)。 
(28)実験に際しては、商店街、バス事業者、運輸省が費用を分担した。また、３者が議論の場を持
つことにより、都心商業衰退への危機意識を共有できたことが、実験実施とその結果を受けて
本格実施に至った大きな要因といえる。発案主体である平成ランプ会が市役所やバス事業者な
ど関係機関を巻き込み、協力を取り付け、実現した施策である 32),42)。 
(29)中央公園内で開催中の「秋のグリーンフェア」に合わせ、美術館、デパート、ショッピングセ
ンター、官公庁などを巡ってもらうという社会実験である。利用者の３分の２が毎日は外出し
ていない、外出時間は 1 時間以内という人であり、高齢者等が若い人たち同様に気軽に外出し
たがっているというニーズに対応している 33),34)。 
(30)利用者の 8割が「また利用したい」、半数が「有料でも利用する」という感想をもち、「うちの
町でも実験してほしい」、「今日はいい体験をさせてもらった」、「普及されるまでは生きたい」
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という賛同・共感の声が聞かれた 33),34)。 
(31)中国・地域づくり交流会と建設省が主催し、生活協同組合ひろしま、JA 広島中央会、三浦工
業㈱、広島県、広島市、(財)広島市公園協会が協力することにより、アジア初の取り組みを、短
い準備期間で実施できた 33),34)。 
(32)1996 年の社会実験の後、広島県内で 3 ヶ所（「らくらくえんオフィス（広島市佐伯区）」、「お
元気ですか（福山市）」、「国営備北丘陵公園（庄原市）」）のタウンモビリティ・オフィスが開設
され、高齢者や移動に制約のある人にモビリティを提供している 34)。 
(33)後楽園およびその周辺は、美術館、博物館、文化施設等が集積し、県内外から多くの来街者が
訪れる地域であるが、後楽園正門にアクセスする鶴見橋は、来園者と通過交通車両が輻輳すし、
歩行者にとって安全・快適な空間ではなかった 36)。 
(34)岡山駅から歩行者天国入り口までのノンステップ・シャトルバスの利用者 1,566人であり（26
人乗車券実数）、１便あたりの利用者は 60 人、後楽園口のシャトルバス停留所には長い列がで
きた。また、鶴見橋を渡った人は 10時半から 16時までで 15,995人であった 36)。 
(35)多数の構成団体により「後楽園通り歩行者天国実行委員会」を組織し、行政、マスコミ、交通
事業者等の後援を得て、おかやま後楽園 300年祭関連事業と連係し実施された 36)。 
(36)今後の鶴見橋の恒常的な歩行者専用化、あるいは少なくとも春秋の観光シーズンの歩行者天国
化への大きな一歩が踏み出せたと考えている 36),48)。 
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第５章 研究のまとめ 
 
 
５－１．各章のまとめ 
 
本研究の各章における結論を整理すると次のようになる。 
 
(1)地域発案型アプローチの位置づけと役割（第２章） 
本研究では、計画の初期の段階において能動的に関わることが、後の計画プロセスあるい
は計画実現後に大きな影響を与えることを仮定し、そのようなアプローチを「地域発案型ア
プローチ」として区別し位置づけた。地域発案型アプローチにおける「地域」とは、地元に
根ざした活動、行為を行っている主体であり、かつ地元の問題を認識している主体とした。
地域発案型アプローチとは、「地域が自ら主体的に発案し、行政とその他関係主体に働きかけ
て発案内容の計画決定や実現を図る行動とプロセス」と定義した。 
地域発案型アプローチは、市民参加が扱う広い範囲の計画プロセス全体のうち、計画の初
期段階において、地域が自ら計画に関わるアプローチであり、その後の段階においても計画
内容に影響を及ぼすことを想定し分析した。地域発案型アプローチの特色として、①地元の
実情の反映、②市民等からの受容性、③計画プロセスの円滑化、④不確実な状況への対応性、
⑤上位計画への受容性の５つを仮説として設定し、ケーススタディを通じその特色について
考察した。地域発案型アプローチは、決して目新しいものではなくむしろ従来からある方法
の一種であり、交通計画手法の全体を変化させるものではないが、計画対象範囲、計画内容
によっては５つの特色によりこれまで抱えていた計画プロセス上の問題点を緩和できる可能
性を示した。 
 
(2)地域発案型アプローチにおける非行政組織の役割と成立性（第３章） 
a)非行政組織の役割 
交通計画のプロセスにいて、地域としての非行政組織の役割について、先進事例をもとに
考察した。本研究では、行政の一部局ではなく、都市計画・交通計画のプランニング能力を
有し、基本的には営利を目的としない組織を非行政組織として定義し、市民団体・商工団体
等の組織、財団法人・社団法人・NPO法人等の非営利組織に着目した。 
我が国においては、行政から財源面あるいは人材面で行政と距離をおいた組織の計画・提
案が行政の計画に対し影響を及ぼす事例は少ないが、いくつかの組織において計画発案の過
程で地元の関連主体と関わり合いながら、地元の実情の反映に努力し、行政計画に影響を及
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ぼす例もみられることがわかった。 
b)地域発案型アプローチの担い手としての非行政組織の成立性 
海外の非行政組織の事例をみると、行政との関わりの程度は異なるが、行政組織と距離を
おいた組織が地元の実情を反映しながら計画策定をしていく役割をもち、特に計画の初期段
階において影響を及ぼし、地域発案型アプローチの担い手としての役割をもっていることが
明らかになった。 
我が国において非行政組織が地域発案型アプローチの担い手として成立するための条件に
ついて、国内の非行政組織の事例を収集し、海外事例と比較することにより考察した。第１
の条件は、財源面、人材面で行政からある程度距離をおき、独自の計画策定・提案を行って
いくことであり、特に、人材面で地元の実情に通じた専門家の確保することが、地域発案型
アプローチの担い手として機能するために有効であることがわかった。 
第２の条件は、今後も非行政組織が地域からの独自の計画策定・提案を行うことにより実
績を積み、市民や行政の信頼を得ることである。これにより、第１の条件に関連し、財源面
では市民や法人の賛同を得やすくなるとともに、人材面でも、市民の交通計画に関する問題
の認識や解決手法の普及につながると考えられる。 
最後に、我が国において非行政組織が活動できる環境を整備していくために、行政がまち
づくり情報センター等の設立を進めるとともに、地域が能動的に発案した計画や提案をとり
あげるプロセスを確立することが必要であることを示した。 
 
(3)交通計画事例からみた地域発案型アプローチの評価（第４章） 
a)社会実験を伴う交通計画事例からみた評価 
近年、数多く実施されている社会実験を伴う社会実験を対象に、地元の市民や企業・行政
等の「地域」が計画を発案する地域発案型アプローチからみた評価、ならびに非行政組織の
役割についての分析を行った。 
その結果、社会実験においても地域発案型アプローチの５つの特色がみられ、地域発案型
アプローチの有効性が確認できた。また、行政が発案した場合であっても、地元の実情を反
映した社会実験を実施することにより、地域発案型アプローチの特色が表れることがわかっ
た。 
地域発案型アプローチの担い手としての非行政組織には、自らが発案主体となり、行政を
巻き込みながら実験を推進・実施していく役割があり、それにより施策案の検討、実験の継
続、本格実施につながる可能性が高まることがわかった。 
b)地域発案型アプローチにより取り組む交通計画 
現状では、地域発案型アプローチの特色のみられる交通計画は、地区レベル、都市レベル
 -95- 
における公共交通計画、交通需要マネジメント計画であり、非行政組織は、当面はこの範囲
で実績を積み市民の信頼を得ていくことが必要である。 
今後の取り組みとしては次の２つの方向性が考えられる。まず１つめは、地区レベル、都
市レベルのマスタープランや道路計画を計画・提案の対象にしていく場合であり、既に事例
のみられるものもあり、非行政組織が総合的な計画・提案能力をもつ人材を確保することに
より、今後、計画事例が増加していくものと考えられる。２つめは、計画・提案の対象を都
市圏レベルに広げていく場合であり、組織の強化と人材の確保とともに徐々に進めていくべ
き方向性である。 
いずれの方向性についても、非行政組織が行政組織と適切な距離（財源面、人材面）を保
ちながら、交通計画に関する独自の計画・提案の実績を積重ねることが重要である。 
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５－２．地域発案型アプローチからみた交通計画に関する考察 
 
(1)交通計画に関わる組織からみた考察 
地域発案型アプローチの特色を発揮することのできる組織は、財源面あるいは人材面で行
政からある程度距離をおいた非行政組織であるという結論を得た。近年、多数の NPO法人が
設立されていることは地域発案型アプローチによる交通計画を進めていく基盤が形成されて
いるといえるが、更に以下の課題がある。 
先ず、財源面からみると、我が国の交通計画に関わる非行政組織は財源を行政に依存して
いる場合が多く、行政の依存の小さい非行政組織においては無報酬のボランティア活動に支
えられている事例が多い。財源面で行政から独立した組織を一朝一夕に立ち上げることは難
しく、当初はボランティアの活動で支えていくことになろうが、NPO法人であれば当面は他
の収益部門で非営利部門を支えていくことが考えられる。その後、実績を積重ねた後、交通
計画に関する提言・提案を行い、それに対する対価として行政等からの委託を得ることで、
財源面で行政から独立するという道筋が考えられよう。 
次に、人材面で行政から独立することは地域発案型アプローチ型の交通計画を立案する上
で重要な要素であるという結論を得た。NPO法人等の非行政組織の立ち上げ当初は、大学の
教員・学生、行政職員、コンサルタント職員等が地域の専門家として関わり、次第に実績を
積むことにより財源面でも行政から独立し、専属の職員をおくことが考えられる。近年は、
定年後も勤労意欲が高いこと、計画系大学生の就職の門が狭まっていることからも、NPO法
人は専門家の受け皿として期待される。 
以上のように、財源面、人材面の独立は相互に関連しており、財源が充実することが専門
的な人材を確保することにつながり、専門家が集まることが財源を充実することにつながる
ため、財源面、人材面をあわせて充実させていくことが重要である。 
 
(2)交通計画事例からみた考察 
地域発案型アプローチの特色を有する交通計画は、都市圏レベルの交通計画よりも、バス
交通計画や交通需要マネジメント等の都市レベル、地区レベルの計画でみられた。一方、海
外においては、市民に交通計画案をいち早く公表することにより都市圏交通計画の策定を進
めている事例（アメリカ・ニューヨーク市の RPA）や、首長の強力なリーダーシップにより
都市圏交通計画を策定している事例（ブラジル・クリチバ市の IPPUC）がみられ、地域発案
型アプローチの特色を有する計画も国により進め方が異なることがわかった。 
我が国においては、地域発案型アプローチの特色を有する計画の萌芽がみられる都市レベ
ル、地区レベルでの経験を積重ねていことにより地域発案型アプローチによる計画が促進さ
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れると考えられる。その後、実績を積むことにより、広域的な交通計画を策定する非行政組
織が現れてくるものと考えられる。 
 
(3)地域発案型アプローチ推進のための留意点 
本研究による知見より、交通計画分野において地域発案型アプローチを推進するための留
意点について整理した。 
 
a)交通計画に関わる問題認識の醸成 
市民等の地元が交通計画に関する問題認識をもつことが先決である。そのため行政は、計
画に関する情報の公開、講演会・シンポジウムの開催等を行い、市民が交通問題や計画課題
を認識できる素地を用意することが大切である。 
地域発案型アプローチは、地元が能動的に発案する計画プロセスであり、行政がコントロ
ールするものではないが、地域発案型アプローチは計画プロセスを円滑にする等の５つの特
色をもつため、行政にとってもメリットがあることを認識し、積極的に情報の公開に努め、
市民の交通計画に関する正確な問題認識を醸成することが重要である。 
 
b)組織づくり 
交通計画に関わる問題認識が高い市民が現れ、周囲の人も賛同するようになると次第にグ
ループが形成され、交通計画に関わる任意団体が出現する。この団体が地域発案型アプロー
チの担い手としての非行政組織の母体となっていく。地域発案型アプローチを担う組織とし
て、既存組織も考えられるが、我が国の非行政組織の事例をみると比較的新しい組織が多い。 
行政は、非行政組織が打合せ、会議、資料づくり等を行う場として、まちづくりセンター
等を設置し、非行政組織の活動を支援する。また、継続的に交通計画に関する講演会、シン
ポジウムの開催、交通計画に関する情報提供に努める。 
 
c)人材の強化 
交通計画に関わる任意団体が形成され活動が活発化すると、より専門的な領域に踏み込む
こととなる。当面は大学教員、コンサルタント職員等の専門家が積極的に関わり、交通計画
技術についてサポートする。特に、地区レベル、都市レベルの交通計画が主体となるため、
この分野での専門家が必要となる。 
また、非行政組織の計画技術向上のため、行政も勉強会・講習会等を開催し、交通計画に
関する技術的な支援を行う。また、交通計画の専門家を紹介することも考えられる。 
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d)財源の強化 
組織が設立され、人材面でも充実すると、活動が拡大し、財源基盤を確立する必要性が高
まる。地域発案型アプローチにより交通計画を提案しても、基本的には無報酬の活動であり、
直接経費についても会員の持ち出しになる。会費収入や寄付によることもできるが、そのた
めにも組織の基盤を確かなものにし、社会的な信用を得る必要がある。そのため、任意団体
から NPO法人等の法人格を取得することにより、市民等からの会費収入や寄付を集めやすく
する。 
実績をもたない組織は最低限の活動資金も確保できない場合もあるため、活動助成金等に
より活動を支援することが考えられる。また、NPO法人等の法人格取得のための講習会を開
催するなどの支援体制を組むことが考えられる。 
 
e)実績の積重ね 
人材面、財源面で組織が確立され、NPO法人等が地域発案アプローチによる交通計画の提
案を積重ねることにより、市民や行政等の信頼を得ることとなる。このような実績の積重ね
により、地域発案型アプローチの５つの特色である、①地元の実情の反映、②市民からの受
容性、③計画プロセスの円滑性、④不確実な状況への対応性、⑤上位計画・関連計画への受
容性が高まっていく。 
行政としても、地区レベル、都市レベルの交通計画について、実績を積んだ NPO法人等で
あれば交通計画に関する業務委託を行うことも可能になる。 
 
図５－１は、上記の留意点を地域発案型アプローチ推進のためのイメージとして示したも
のである。この流れのとおり進むとは限らないが、行政側からも非行政組織の人材強化、財
源の強化を支援することにより、ある計画種類や計画範囲においては地域発案型アプローチ
の５つの特色をもつ計画提案がなされると考えられる。 
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図５－１ 地域発案型アプローチの推進イメ
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５－３．今後の研究課題 
 
研究過程において、①特定の市民組織や非行政組織の意見に偏ってしまうのではないか、
②交通計画については専門家に任せるべきではないのか、という意見があった。本研究の成
果からは、①の意見に対しては、一部の市民組織や非行政組織から発案された提案であって
も、地元の実情を反映した提案であれば他の市民、市民組織や非行政組織から受け容れられ
やすいと考えられ、②の意見に対しては、地元に精通した人が専門的な知識・技術を習得す
るか、地元の実情を認識した専門家の確保が必要であるという認識である。 
今後は、上記の２つの課題について、複数の市民組織や非行政組織が存在する場合の計画
プロセス、非行政組織の中における専門家の位置づけ、役割について整理し、地域発案型ア
プローチの５つの特色について更なる分析を加えていくことが課題である。 
 -101- 
 
謝  辞 
 
 
本研究は、1996～98年度（平成 8～10年度）の 3ヵ年にわたり行われた（財）計量計画研
究所の自主研究プロジェクト「地域発案型アプローチに関する研究」をもとに研究を進め、
博士論文としてとりまとめたものです。自主研究を立ち上げるにあたりご理解とご協力を頂
きました国久荘太郎理事（（財）計量計画研究所）に感謝申し上げます。 
故井上孝先生（当時（財）計量計画研究所理事長、2001年 2月ご逝去）には、研究の各段
階において適切なご助言と自主研究へのご理解を頂きました。ここに深く感謝の意を表しま
す。また、黒川洸先生（現（財）計量計画研究所理事長）には様々な面でご指導頂き、感謝
の意を表します。 
自主研究を進めるにあたり「地域発案型アプローチ研究会」を設立し、顧問として中村文
彦助教授（横浜国立大学）を迎え、プロジェクトリーダー森田哲夫（交通政策研究室）、プロ
ジェクトメンバー秋元伸裕氏（交通研究室）、高橋勝美氏（交通政策研究室）で議論を始めま
した。当初は、社会潮流が大きく変化していく中で、交通計画分野において新しい考え方や
理念を提案したいと考え、当時から盛んに研究が行われていた市民参加、合意形成、パブリ
ックインボルブメントについてレビューを進めました。この作業を通じ、交通計画分野にお
いては、市民からは要請や反対運動はあっても提案はほとんどみられないという認識からか、
行政サイドからみた計画の考え方や理念がほとんどであることがわかりました。しかし、計
画の対象によっては、地元からの提案もあり得るのではないかと考え、それを「地域発案型
アプローチ」として命名し、国内外の事例を収集し研究を続けてまいりました。交通計画に
おける「地域発案型アプローチ」という概念は、オーソライズされているわけではなく、様々
な方々と議論を深めることにより次第に形になっていくものであると考え、できる限り外部
へ発表するよう心がけました。3年間で研究会 43回、IBS発表会 2回、論文・講演 7編とい
う粘り強く活発な活動を支えて頂きました中村文彦先生、秋元伸裕氏、高橋勝美氏に深く感
謝の意を表します。 
私の日頃の不勉強を指摘され、博士論文を書くようご助言頂きました浅野光行教授（早稲
田大学）、苦瀬博仁教授（東京商船大学）、博士論文をとりまとめるにあたり常に適切な助言
を頂いた森本章倫助教授（宇都宮大学）に感謝を申し上げます。 
博士論文の審査にあたり、主査の中川義英教授（早稲田大学）、浅野光行教授（早稲田大学）、
佐藤滋教授（早稲田大学）、中村文彦助教授（横浜国立大学）より厳しく適切なご指導を頂き
ました。ここに感謝の意を表します。 
 -102- 
また、中央大学社会人ドクターコースに通われていた杉田浩首席研究員（（財）計量計画研
究所）にも様々な相談にのって頂き、かつお互いに切磋琢磨し論文を仕上げることができま
した。鈴木紀一次長（（財）計量計画研究所）、中野敦室長（（財）計量計画研究所交通政策研
究室）には、業務にご迷惑をおかけしながらも、暖かい目で見守って頂きました。ここに感
謝の意を表します。また、鈴木喜久子氏・國山淳子氏・熊谷郁枝氏（（財）計量計画研究所））
には大変お世話になりました。 
中川義英先生には、早稲田大学において卒業論文、修士論文のご指導を頂き、卒業後も継
続的に勉強を続けるようアドバイスを頂きました。ここにまた、博士論文をご指導頂きまし
た。深く深く感謝いたします。 
 
今後とも皆様のご指導をよろしくお願いいたします。 
 
2002年 7月 
 
森 田 哲 夫 
 
 
 -103- 
 
論 文 概 要 
 
 
都市計画・交通計画において、近年、市民との関わりの中で計画を進めていくプロセスが
注目されてきており、全国各地の都市計画マスタープランにおける市民参加、道路計画にか
かわる合意形成、アメリカにおける官民のパートナーシップによるまちづくり、パブリック
インボルブメント等が例としてあげられる。これらはいずれも、計画策定プロセスにおける
行政と行政以外の計画関連主体の関わり方に着目したものであり、多くの研究や報告におい
て、各々の視点からねらいや目的、さまざまな主体の具体的関わり方、およびその成果につ
いて検討が進められてきている。 
また、地元の実情を反映したまちづくりに対する要請等から、非営利・非政府で市民の自
発的な意思に基づき公益活動を行う市民活動団体である、非営利組織（NPO: Non-profit 
Organization）のまちづくりにおけるあり方や役割について研究が進められており、特定非営
利活動促進法の成立（1998.3.19）に伴い、今後ますますこのような行政に属さない非行政組
織による活動が、活発化していくものと考えられる。同様に、開発問題、人権問題、環境問
題、平和問題等の解決に非営利・非政府の立場から取り組む市民主導の非政府組織（NGO: 
Non-governmental Organization）も活動を活発化させている。 
このように、都市計画・交通計画に関連する行政以外の組織による計画策定プロセスが研
究されているとともに、行政以外の組織の活動について研究が進められており、今後も、行
政以外の組織の都市計画・交通計画への適用性について研究されることが望まれる。 
本研究においては、先ず、市民参加、合意形成、パブリックインボルブメント等の一連の
概念との関係において、地域が自ら計画を発案する手法（地域発案型アプローチ）を位置づ
ける。次に、交通計画において、海外や我が国の事例を通じ地域発案型アプローチの担い手
としての非行政組織の役割と成立条件について明らかにする。３つめに、交通計画事例を比
較分析することにより、地域発案型アプローチの評価を行う。以上より、交通計画における
地域発案型アプローチのあり方を示すことを目的とする。 
論文の構成は以下のとおりである。 
第１章においては、研究の背景、目的および方法を述べるとともに、本研究の位置づけを
整理した。 
第２章においては、地域発案型アプローチの位置づけと役割を明らかにした。本研究では、
計画の初期の段階において主体的に関わることが、後の計画プロセスあるいは計画実現後に
大きな影響を与えることを仮定し、そのようなアプローチを「地域発案型アプローチ」とし
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て区別し位置づけた。地域発案型アプローチにおける「地域」とは、地元に根ざした活動、
行為を行っている主体であり、かつ地元の問題を認識している主体とした。地域発案型アプ
ローチとは、「地域自らが主体的に発案し、行政とその他関係主体に働きかけて発案内容の計
画決定や実現を図る行動とそのプロセス」と定義した。 
地域発案型アプローチの特色として、①地元の実情の反映、②市民等からの受容性、③計
画プロセスの円滑化、④不確実な状況への対応性、⑤上位計画への受容性の５つを仮説とし
て設定し、ケーススタディを通じその特色を確認した。地域発案型アプローチは、決して目
新しいものではなくむしろ従来からある方法の一種であり、交通計画手法の全体を変化させ
るものではないが、計画対象範囲、計画内容によっては５つの特色によりこれまで抱えてい
た計画プロセス上の問題点を緩和できる可能性を示した。 
第３章においては、地域発案型アプローチにおける非行政組織の役割と成立性について分
析した。先ず、交通計画のプロセスにおける非行政組織の役目について、先進事例をもとに
考察した。本研究では、行政の一部局ではなく、都市計画・交通計画のプランニング能力を
有し、基本的には営利を目的としない組織を非行政組織として定義し、市民団体・商工団体
等の組織、財団法人・社団法人・NPO法人等の非営利組織に着目した。 
我が国においては、行政から財源面あるいは人材面で行政と距離をおいた組織の計画・提
案が行政の計画に対し影響を及ぼす事例は少ないが、いくつかの組織において計画発案の過
程で地元の関連主体と関わり合いながら、地元の実情の反映に努力し、行政計画に影響を及
ぼす例もみられることがわかった。次に、地域発案型アプローチの担い手としての非行政組
織の成立性については、海外の非行政組織の事例をみると、行政との関わりの程度は異なる
が、行政組織と距離をおいた組織が地元の実情を反映しながら計画策定をしていく役割をも
ち、特に計画の発案段階において影響を及ぼし、地域発案型アプローチの担い手としての役
割をもっていることが明らかになった。 
我が国において非行政組織が地域発案型アプローチの担い手として成立するための条件に
ついて、国内の非行政組織の事例を収集し、海外事例と比較することにより考察した。第１
の条件は、財源面、人材面で行政からある程度距離をもち、独自の計画策定・提案を行って
いくことであり、特に、人材面で地元に根ざした広い視野をもつ専門家の確保することが、
地域発案型アプローチの担い手として機能するために有効であることがわかった。 
第２の条件は、今後も非行政組織が地域からの独自の計画策定・提案を行うことにより実
績を積み、市民や行政の信頼を得ることである。これにより、第１の条件に関連し、財源面
では市民や法人の賛同を得やすくなるとともに、人材面でも、市民の都市計画に関する問題 
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の認識や解決手法の普及につながると考えられる。 
最後に、我が国において非行政組織が活動できる環境を整備していくために、行政がまち
づくり情報センター等の設立を進めるとともに、地域が能動的に発案した計画や提案をとり
あげるプロセスを確立することが必要であることを示した。 
第４章においては、交通計画事例からみた地域発案型アプローチの評価を行った。近年、
数多く実施されている社会実験を伴う交通計画を対象に、地元の市民や企業・行政等の「地
域」が計画を発案する地域発案型アプローチからみた評価、ならびに非行政組織の役割につ
いての分析を行った。 
その結果、社会実験においても地域発案型アプローチの５つの特色がみられ、社会実験に
おいても地域発案型アプローチの有効性が確認できた。また、行政が発案した場合であって
も、地元の実情を反映した社会実験を実施することにより、地域発案型アプローチの特色が
表れることがわかった。 
地域発案型アプローチの担い手としての非行政組織には、自らが発案主体となり、行政を
巻き込みながら実験を推進・実施していく役割があり、それにより施策案の検討、実験の継
続、本格実施につながる可能性が高まることがわかった。 
現状では、地域発案型アプローチの特色のみられる交通計画は、地区レベル、都市レベル
における公共交通計画、交通需要マネジメント計画であり、非行政組織は、当面はこの範囲
で実績を積み市民の信頼を得ていくことが必要である。 
今後の取り組みとしては次の２つの方向性が考えられる。まず１つめは、地区レベル、都
市レベルのマスタープランや道路計画を計画・提案の対象にしていく場合であり、非行政組
織は総合的な計画・提案能力をもつ人材を確保し、地元を中心に活動していく方向である。
２つめは、計画・提案の対象を都市圏レベルに広げていく場合であり、より広域的な視野を
もつ人材の確保が必要となる。 
いずれの方向性についても、非行政組織が行政組織と適切な距離（財源面、人材面）を保
ちながら、交通計画に関する独自の計画・提案の実績を積重ねることが重要である。 
第５章においては、各章をまとめるとともに、地域発案型アプローチからみた交通計画に
関し考察した。交通計画に関わる組織については、財源面では NPO法人を活用し実績を積重
ね、人材面で大学教員、コンサルタント職員等によりサポートしていくことが必要であり、
現状では地区レベル、都市レベルのソフト施策が中心であるが、人材面、財源面において非
行政組織を強化することにより、広域レベル、ハード計画においても地域発案型アプローチ
による交通計画の現れる可能性があることを示した。 
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SUMMARY 
 
Basic Study on The Way of Regional Initiative Approach 
for Transportation Planning 
 
ｂｙ 
Tetsuo MORITA 
 
  Recently, the designing process, which is promoted planning cooperated with citizens, has 
been spotlighted.  As example of this followings can be enumerated; civil participations for 
comprehensive urban planning, agreement forming on road planning, and as town planning 
carried with partnership of administration and citizens and public involvement in USA.  All of 
those focus on relationship between administrations and organizations of non-administrations.  
It has been studied and examined well through many reports and survey results.   
  The non-profit organizations (NPO), which do not persuade monetary benefit nor 
belonging to government with acting for public interest in basis of citizens’ accord, have been 
also researched relative to the way of existence and roles in town planning.  Following 
legislation of the “Law to Promote Specified Nonprofit Activities" (May 19, 1998)”, such 
organizations as not coming under administrations will active more lively than present.  As the 
same time, non-governmental organizations (NGO) has worked actively for settling issues of 
development, human rights, environment, or peace-keeping in position as 
non-profit/governmental with taken by citizens’ leadership. 
   In this way, function of non-administration organizations, as well as planning process 
done by organizations, have been researched and expected to investigate for applicable to 
planning on urban design and transportation. 
 
  As a beginning of this study, I define the methods that a region can plan by self (Regional 
Initiative Planning Approach) in terms of concepts such as citizen participations (public 
involvement) and agreement form, etc.  Secondly, roles and establishing conditions of 
Non-Governmental Organizations (NGO), which carry out Regional Initiative Planning 
Approach, will be explained by referring the examples in our country and abroad.  Then 
Regional Initiative Planning Approach will be evaluated through comparing and examining 
existing transportation plans.  This study goal is showing the way of designing Regional 
Initiative Planning Approach from the above investigations. 
  This research consists of five chapters as follows. 
      
Chapter 1: 
  Backgrounds of this research, purpose and methods of this research, as well as setting 
positions among other similar studies are described here. 
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Chapter 2: 
  Positioning and roles of Regional Initiative Planning Approach are cleared in this chapter.  
In this study, it is assumed that a region participates positively in the early period of the 
planning steps will influence largely to the later process or after execution.  I define this kind 
of approach as “Regional Initiative Planning Approach” to distinguish from others.  Hereby 
“region” means a subject that performs rooted and recognize the social issues in its local area.  
Also “Regional Initiative Planning Approach” is defined here as the acts and its process such 
that the region itself suggests independently and actively, then negotiate to the administrations 
and/or related organizations in order to achieve the planning goal,. 
  Assuming five characteristics of the Approach are set as follows: 1) reflecting local real 
situations, 2) acceptability from the citizens, 3) smoothing planning, 4) corresponding to 
uncertain situation, and 5) acceptability from upper-planning.  Each characteristic is confirmed 
by case studies.  Regional Initiative Planning Approach is rather one of the existing methods 
than brand-new ones, neither able to change the ways of transportation planning wholly.  
However, it is showed possibility to relieve issues on existing planning process by these 5 
points, depending on the design contents. 
 
Chapter 3: 
  In this chapter, the roles and establishment of non-administrative organizations in terms of 
Regional Initiative Planning Approach are examined.  At the beginning of the chapter the role 
of NGO in the process of transportation planning is considered from precedents.  In this study, 
“non-administrative organization” is defined as an organization which is a nonprofit basically 
and not a division nor section of administration, and able to plan urban/urban-transportation 
programs.  Since these definitions, social groups such as civil organizations and 
commerce-and-industry organization, and non-profit organizations such as Foundation, 
Corporation and NPO corporations are focused in this chapter. 
     Although existing cases that organizations act independently from administrations in 
terms of financial or human resources have been seen merely in our country, it is found that 
some non-administrative groups have exactly acted effectively on administrative planning 
through trying to reflect current local fact on by relating to concerned local authorities.  As to 
establishment of non-administrative organizations, some other cases found in foreign countries 
as follows: certain groups, which are distant from administrations, have performed as a planner 
reflecting real circumstances of their regions. Moreover, those organizations have taken upon 
themselves for Regional Initiative Planning Approach and influenced in the begging of planning 
suggestions. 
   Then the conditions to form a non-administrative organization as a performer of Regional 
Initiative Planning Approach here in our country is examined by comparing the foreign cases to 
our nations’ non-administrative organizations with taking questionnaire survey.  It shows that 
independency in terms of finance and human resource from administration is needed and 
forming or suggesting plans originally.  As the second conditions, it is needed to obtain certain 
carrier by planning or suggesting with own idea, and then to be confided from citizens and 
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administrations.  This can lead citizens to popularized recognition or solution methods for 
planning of their city, as well as can ease to acquire approval of citizens and/or corporations in 
terms of financial matters. 
    Finally, in this chapter, it is stated that establishing process for regional initiative 
planning is necessary, with encouraging to form public institutes for town planning by 
administrations. 
 
Chapter 4: 
   In this chapter Regional Initiative Planning Approach is evaluated in view of precedents 
of transportation planning.  It is examined experimental schemes that have been popularized 
recently.  As the method of the examinations are as follows: evaluation with Regional 
Initiative Planning Approach, which is “region”, in other words the local citizens and 
corporations or administrations, etc., set plans initiatively, and roles of non-administrative 
organizations. 
  As the result, it is effective to take experimental sachems, for the five characteristics 
described in chapter 2 are seen.  Although planned initiatively by administrations, the 
characteristics of Regional Initiative Planning Approach are shown in case of taking 
experimental sachems with reflecting the local situations properly.   
  Additionally, non-administrative organizations, which should carry out Regional Initiative 
Planning Approach, have certain role as taking initiative on planning, as well as promoting and 
executing the experimental schemes with participation of administrations.  These lead to 
possibility to examine of program, continue of the schemes and to execute with full volume. 
   It is necessary for the non-administrative organizations to obtain carrier and citizens’ 
reliability in terms of public transportation planning and transportation demand management for 
district- and city-scale, because those contain characteristics of Regional Initiative Planning 
Approach in practical. 
   There should be two future directions for non-administrative organizations.  One is to set 
their focus on comprehensive plan and road planning within the scale of district and city, and 
then to secure the human resources for ability of planning and suggesting comprehensively and 
work basically for their local area.  Another is having larger scale for their activity object such 
as metropolitan area.  This is needed to ensure human resources who can consider with greater 
viewpoints.  In either direction it is important for non-administrative organizations to 
accumulate their own plan and produce experiences for transportation program, keeping unclose 
relationships with administrations in terms of finance and human resources.  
 
Chapter 5: 
   Each above chapter is summarized, and also transportation planning by Regional 
Initiative Approach is examined here.  It is resulted that using NPO to secure in financial issue 
and obtaining own practical carrier is essential, also that supported knowledge by those of 
learning and experience is necessary for organizations dealing with transportation planning.  In 
addition, if reinforced on human resources and financial matters, Regional Initiative Approach 
can be possible in terms of the larger area or hardware plans by such organizations, which set 
their object mainly on district or city planning scales in fact. 
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中村文彦，宇都優二，中島彰子，森田哲夫  
 
(12)(講演 ) 
東京都市圏におけるＰＴデータを用いた輸送エネルギー推計と都市構
造に関する一考察  
土木学会土木計画学研究・講演集 No.18(2)， pp131-134， 1995.12 
森本章倫，小美野智紀，品川純一，森田哲夫  
 
(13)(講演 ) 
日光における宿泊客の行動特性に関する研究  
土木学会土木計画学研究・講演集 No.15(1)， pp191-196， 1992.11 
森田哲夫，中川義英  
 
(14)(講演 ) 
居住形態と活動目的を考慮した自由時間における交通手段選択行動に
関する研究  
土木学会土木計画学研究・講演集 No.13， pp529-536， 1990.11 
中川義英，坂井洋一郎，森田哲夫  
 
(15)(講演 ) 
レジャー施設利用者の交通手段選択に関する研究  
土木学会第 44 回年次学術講演会概要集第 4 部， pp92-93， 1989.10 
森田哲夫，中川義英  
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
  
付録参考資料 
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 年／月 加越能鉄道 富山県 高岡市・新湊市 地域・市民 
S46 71／09 ・伏木線（米島口～伏木港、
2.9km）を廃止、現在の路線（高
岡駅前～越の潟）となる(01) 
  
S47 72    
S48 73    
S49 74    
S50 75／05 ・鉄道軌道整備法該当として運
輸大臣の認可（当年度から欠
損補助開始）(31) 
  
S51 76／09 ・庄川鉄橋流出(11)、その後県、
両市に対し廃線を表明 
  
S52 77／07 ・庄川鉄橋復旧と形成改善につ
いて、県提案に基づき両市と
加越能覚書締結(06) 
・同左  
 77／10 ・庄川鉄橋復旧、運転再開(01)   
S53 78    
S54 79／08 ・欠損補助対象(～S54)期限を控
え、県提案に基づき両市と加
越能覚書締結(29) 
・同左  
S55 80／08 ・同右 ・万葉線対策協議会（県、両市、両議会、加
越能、商工会議所、自治会等）を設立(08) 
・同左 
S56 81    
S57 82    
S58 83    
S59 84    
S60 85／03 ・S54/08/29 覚書を県提案により
S64年度まで延長(23) 
・同左  
S61 86    
S62 87    
S63 88    
H01 89    
H02 90 ・S54/08/29 覚書を県提案により
H6年度まで延長(26) 
・同左  
H03 91    
H04 92    
H05 93／05 ・国から「H9 年度限りで欠損補
助を廃止する」旨示される
(05) 
・同左  
 93／10   ・万葉線を愛する会（地元法
人、商工会議所、老人クラ
ブ、個人会員等）を発足
(21) 
H06 94  ・万葉線活性化研究会設置（H6･7 年度）  
 94／05 ・国から「H7 年度以降、近代化
補助を導入しなければH6年度
限りで欠損補助を打ち切る」
という方針が示される(12) 
・同左  
 94／08 ・県、両市、加越能、地鉄の幹
部会談により、H7 年度以降の
近代化事業の導入を決定(24) 
・同左  
H07 95 ・近代化事業実施 ・同左  
万葉線年表 
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 95／03 ・S54/08/29 覚書を県提案により
H11年度まで延長(27) 
・同左  
H08 96／  ・万葉線経営対策調査実施(万葉線対策協議
会、H8･9年度) 
 
H09 97／03 ・万葉線のバス代替輸送を告知
（口頭） 
  
 97／03 ・国の欠損補助の H9年度以降の
継続が確約されない状況にあ
ることから、当面の運行につ
いて、県、両市、加越能が確
認書を締結(31)…国に対する
欠損補助継続の働きかけ、万
葉線対策調査(H8～9 実施)を
踏まえた今後の万葉線の取り
扱いについてのH9年度中の結
論、結論までの欠損補助は県、
両市が実施 
・同左  
 97／11 ・万葉線のバス代替輸送を告知
（口頭） 
  
 97／12 ・万葉線のバス代替輸送を告知
（口頭） 
  
H10 98／01 ・万葉線のバス代替輸送を告知
（口頭） 
  
 98／02  ・国の欠損補助打ち切り後の地方単独欠損補
助、近代化補助の新補助スキーム決定〈単
独補助実施〉 
 
 98／02 ・欠損補助打ち切りを受けた H10
年度の対応について、県、両
市、加越能が確認書締結(27)
〈万葉線の存廃ならびに今後
の運行体制のあり方等につい
て調査検討するための「万葉
線検討会」を設置、H10年度中
に結論を見出す〉 
・同左  
 98／04   ・RACDA高岡設立(23) 
 98／08  ・万葉線検討会を設置（県、両市、加越能）
(11) 
 
H11 99／03  ・第 3回万葉線検討会を開催後、マスコミに
対し検討状況を中間報告(18)〈バス代替輸
送と第三セクター化を両案併記、結論は
H11年度に持ち越し、検討会での検討継続〉
→休眠状態に入る 
 
 99／10  ・「万葉線経営改善計画（案）万葉線対策協
議会」が示される 
 
 99／12   
 
 
・万葉線経営改善計画調査・第 1 回検討会
(16)〈調査全体方針の確認、第三セクター
化を前提に進めることを確認〉 
・RACDA高岡、ﾌｫｰﾗﾑ開催(04)
〈独自の再生計画を提案〉 
・RACDA高岡、出前ﾌｫｰﾗﾑ(11) 
H12 00／01   
 
・万葉線経営改善計画調査・第 2 回検討会
(21)〈中間報告持ち越される、存続を前提
に近代化補助金を見込んだ予算編成を行
う〉 
・RACDA高岡、出前ﾌｫｰﾗﾑ(05) 
・RACDA高岡、出前ﾌｫｰﾗﾑ(17) 
 
 
 
・RACDA高岡、出前ﾌｫｰﾗﾑ(24) 
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 00／02   ・RACDA高岡、出前ﾌｫｰﾗﾑ(02) 
・RACDA高岡、出前ﾌｫｰﾗﾑ(09) 
・RACDA高岡、出前ﾌｫｰﾗﾑ(20) 
・RACDA高岡、出前ﾌｫｰﾗﾑ(24) 
・RACDA高岡、出前ﾌｫｰﾗﾑ(26) 
 00／03 ・資産譲渡に関する協議開始 ・資産譲渡に関する協議開始 
 
・万葉線経営改善計画調査・第 3 回検討会
(31)〈2例の改善計画を示す、赤字は縮小・
黒字難しい〉 
・RACDA高岡、出前ﾌｫｰﾗﾑ(10) 
・RACDA高岡、出前ﾌｫｰﾗﾑ(24) 
 00／04   
・県知事記者会見
(05)〈6月県議会ま
でに結論を出すと
説明〉 
・県幹部(05)〈市民
の支援が前提であ
ると述べる〉 
 ・RACDA高岡、出前ﾌｫｰﾗﾑ(04) 
 
 
 
 
 
 
 
・RACDA高岡、出前ﾌｫｰﾗﾑ(11) 
・RACDA高岡、出前ﾌｫｰﾗﾑ(19) 
 00／05  ・シンポジウム開催「まちづくり in たかお
か－公共交通とまちづくり－」(26)  
・万葉線経営改善計画調査・第 4 回検討会
(30)〈存続は市民の利益大きい、市民・行
政の支援必要と結論〉 
・RACDA高岡、出前ﾌｫｰﾗﾑ(22) 
 
 
・RACDA高岡、出前ﾌｫｰﾗﾑ(30) 
 
 
 
 
 
 
 
 
・県議会委員会(27)
〈帳簿価格での資
産譲渡を強調〉 
・県議会(29)〈県知
事、早期の解決の
見解を示す〉 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 00／06  
 
 
 
 
 
・社長会見(23)〈公示価格での
資産譲渡を主張〉 
 
 
 
 
 
 
・委員として参加 
〈バス代替輸送、第Ⅲセクター
への不参加を主張 
・万葉線対策協議会(29) 
・第 1 回万葉線問題懇話会
(03)〈存続を望む声相次
ぐ〉 
・万葉線問題懇話会・万葉線
について意見を聞く会
(17) 
・RACDA高岡、出前ﾌｫｰﾗﾑ(21) 
 
 
 
 
 
 
 
・各種団体の代表者参加〈安
価での資産譲渡を要望〉 
 00／07  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・鉄軌道近代化設備補助金の申
請せず(10) 
 
 
 
 
 
 
・県議会(03)〈県知
事、早期解決帳簿
価格での資産譲渡
を強調〉 
・県議会(07)〈県、
帳簿価格を越える
分は両市、経済界
が負担すべきと説
明〉 
・県知事会見(14)〈帳
簿価格での譲渡を
強調〉 
 
 ・RACDA高岡、出前ﾌｫｰﾗﾑ(01) 
・RACDA高岡、出前ﾌｫｰﾗﾑ(02) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・第 2 回万葉線問題懇話会
(15)〈意見集約持ち越し、
RACDA 高岡、市民からの募
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・社長(28？)〈公示価格にこだ
わり続けるわけではないと表
明〉 
金提案〉 
・万葉線問題懇話会・提言書
起草委員会(22) 
・RACDA高岡、出前ﾌｫｰﾗﾑ(25) 
 00／08   ・RACDA高岡、出前ﾌｫｰﾗﾑ(03) 
・RACDA高岡、出前ﾌｫｰﾗﾑ(09) 
・第 3 回万葉線問題懇話会
(11)〈意見集約に至らず〉 
 00／09  
 
・(13)〈譲渡価格について大幅
に譲歩する用意のあると表
明〉 
 
 
・県知事会見(14)〈万
葉線問題懇話会の
提言書には具体的
な実現方策が示さ
れていない。万葉
線経営改善計画調
査検討会の示した
用件を解決する必
要がある〉 
 
・両市長会見(11)〈市
民合意、資産譲渡
が当面の課題であ
ることを主張〉 
 
 
 
 
 
 
・新湊市議会(21)〈市
長、存続前提にコ
ミュニティバス導
入、沿線開発を表
明〉 
・第 4 回万葉線問題懇話会
(11)〈従来の行政依存型で
はなく、市民参加型の第三
セクターを設立し存続す
べきと提言〉 
 
 
 
 
 
・新湊市連合婦人会、存続を
求める1万人以上の署名提
出(21) 
・RACDA高岡、出前ﾌｫｰﾗﾑ(24) 
・RACDA高岡、出前ﾌｫｰﾗﾑ(30) 
 00／10 ・県、両市との協議(12)〈資産
譲渡額について合意せず〉 
・加越能鉄道との協議(12)〈資産譲渡額につ
いて合意得られず〉 
 
・RACDA高岡、出前ﾌｫｰﾗﾑ(21､
22) 
 00／11  
・(28)〈資産譲渡について大幅
譲渡し合意〉 
 
・県、両市(28)〈資産譲渡について譲歩し、
加越能鉄道と合意〉 
 
・RACDA高岡、出前ﾌｫｰﾗﾑ(17) 
 00／12  ・県議会委員会(01)
〈存続案を評価〉 
 
 
 
・両市議会(13)〈県
に第三セクターに
よる存続への支援
を要請〉＝事実上、
存続決定 
 
・RACDA高岡、出前ﾌｫｰﾗﾑ(03) 
 
 
 
・RACDA高岡、イベント開催
(23) 
H13 01／01  ・高岡市、新湊市、万葉線経営第三セクター
設立準備室開設(04) 
・第三セクター設立準備委員会初会合開催
(18) 
 
 
 
 
・RACDA高岡、出前ﾌｫｰﾗﾑ(28) 
 01／02   
 
・万葉線㈱発起人会発足(27) 
・RACDA高岡、出前ﾌｫｰﾗﾑ(21) 
・RACDA高岡、出前ﾌｫｰﾗﾑ(24) 
 01／03 ・近代化補助を申請（3年ぶり）  
・万葉線㈱創立総会、第 1 回取締役会開催
(30) 
・RACDA高岡、募金箱設置(01) 
 
 01／04   ・RACDA高岡、イベント開催
(07) 
 01／05   ・RACDA高岡、イベント開催
(03) 
・万葉線対策協議会、万葉線
を愛する会イベント開催
(13) 
 -117- 
・沿線で万葉線支援のイベン
ト開催(6月まで) 
 01／06  ・万葉線㈱本社事務所が開所(01)  
・RACDA高岡、イベント開催
(10) 
     
 01／10  ・事業免許申請（予定）  
     
H14 02／03  ・鉄軌道資産移転（予定）  
 02／04  ・運行開始（予定）  
 ( )内は日、〈 〉内は内容、提案等 
地域・市民：新聞報道された内容、社説は除く（年月日は掲載時） 
資料：朝日新聞、北日本新聞、富山新聞、北陸中日新聞、毎日新聞、読売新聞（50音順） 
  
 年／月 新潟交通 
H09 97／04 ・鉄道事業の廃止、バス代替輸
送を表明(17)〈H10.3.31 廃止
を予定〉 
 97／05  
 97／06  
 97／07  
 
 
 
 
 
・第 2 回新潟交通電車線存続対
策協議会に参加(29)〈廃止の
姿勢変えず〉 
 97／08  
 97／09  
 97／10  
 新潟交通年表-118- 
新潟県 沿線市町村※１ 地域・市民 
 （・存続を求める声）  
 ・新潟交通電車線存
続対策協議会設立
(19)〈新潟交通､陸
運事務所、県へ存
続を要請すること
を決める、「廃止
方針撤回を求める
要望書」を採択〉 
・７市町村長、新潟
交通、陸運事務所、
県へ「廃止方針撤
回を求める要望
書」を提出(27) 
 
  
・味方村、月潟村議
会が存続決議書を
可決(18) 
・黒埼町議会が存続
決議書を可決(25) 
・沿線商工会が存続を求める
要望書を新潟交通に提出
(16)…新潟を除く 6 商工
会 
 
 
 
 
 
 
・第 2 回新潟交通電
車線存続対策協議
会に参加(29)〈交
通資源対策課、ｵﾌﾞ
ｻﾞｰﾊﾞｰとして〉 
・沿線議会（黒埼町、
味方村、月潟村）
が新潟交通、陸運
事務所に存続求め
る要望決議書を提
出(3) 
第 2 回新潟交通電車
線存続対策協議会
開催(29) 
 
 ・新潟交通電車線存
続対策協議会幹事
会開催(12)〈存続
に向けた利用者増
や今後の都市交通
システムを考える
検討委員会の発足
を決める、12 月ま
でに具体案を出
す〉 
 
  ・電車線存続と都市交通を考
えるシンポジウム開催？ 
 ・ 新潟交通電車線
存続対策協議会
が第 1 回存続検
討委員会（学識
経験者、県、有
識者、沿線利用
者）開催(20)〈存
続のための実行
可能な支援策を 
 
 -119- 
協議〉 
 97／11  ・時差出勤の社会実
験実施 (10 ～ 12)
〈マイカー利用の
公務員が対象〉 
・運輸と地球温暖化
に関するシンポジ
ウム IN 新潟開催
(11)〈P&R導入に向
けた官民一体の調
査〉 
 
 
 
 
 
 
・第 2 回存続検討委
員会開催(26)〈利
用実態調査結果よ
り、補助金、第三
セクター化、その
他のサービス向上
策を提示〉 
 
 97／12   ・第 3 回存続検討委
員会開催、報告会
(22)〈「存続可能性
調査」として存続
へ向けた利用促進
案を提示〉 
 
H10 98／01  
 
 
 
 
・協議会より提案書を受け取る
(16)〈提案書に示された施策
の効果は薄い、3ヶ月以上の延
長は無理、存続を拒否、協議
会へは参加〉 
 ・新潟交通電車線存
続対策協議会開催
(12)〈新潟交通と
話し合う具体案を
検討〉 
・新潟交通電車線存
続対策協議会が新
潟交通に存続へ向
けた施策の提案書
を手渡す(16) 
 
 98／02 ・廃止の方針を変更(26)〈支援
を条件に存続〉 
 ・新潟交通電車線存
続対策協議会開催
(26)〈沿線 5 市町
村が赤字支援をす
ることを条件に存
続、国県の支援必
要〉 
 
 98／03  ・沿線市町村より財
政支援要請を受け
る(25)〈支援は難
しい〉 
・県に対し財政支援
を要請(25)〈近代
化補助の自治体負
担分を県で負担し
てほしい、補助対
象外についても支
援を要請〉 
 
 98／04 
 
 ・県知事会見(14)が
減る中で支援する
のは難しい〉 
  
 98／05     
 98／06  
 
 
 
 
 
・協議会出席(08)〈7月半ばから
3割近い減便を予定している〉 
・新潟交通電車線存
続対策協議会より
財政支援の要請を
再度受ける (01)
〈現時点で支援す
るのは無理〉 
・新潟交通電車線存
続対策協議会、県
に財政支援を再度
要請(01)〈廃止も
含め再検討〉 
 
・新潟交通電車線存
続対策協議会開催
(08)〈来年 3 月末
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での廃止やむな
し〉 
 
 98／07     
 98／08     
 98／09 ・協議会出席(09)〈鉄軌道資産
の有償譲渡を要望〉 
 ・新潟交通電車線存
続対策協議会開催
(09)〈代替バス路
線、便数について
基本的に合意、新
潟交通電車線対策
協議会に名称変
更、鉄軌道資産の
無償譲渡を要望〉 
 
      
H11 99／04 廃止(04)    
 ( )内は日、〈 〉内は内容、提案等 
地域・市民：新聞報道された内容、社説は除く（年月日は掲載時） 
資料：新潟日報 
※１：７市町村（新潟市、白根市、黒埼町、味方村、潟東村、月潟村、中之口村） 
※２：蒲原鉄道（五泉市－村松町、新潟県）の廃止意向表明される、1998.7.31 
 
 
